
 

第９回札幌市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 

 

１ 日 時： 令和２年５月２２日（金） 午後６時～ 

 

 

２ 場 所： 本庁１２階「１号～３号会議室」 

 

 

３ 会議次第 

（１）開 会 

 

（２）現時点の発生状況と対応状況について 

 

（３）北海道における緊急事態措置について 

 

（４）各局区における取組状況等について 

 

（５）本部長から 

 

 

４ 資 料 

 ・札幌市の新型コロナウイルスに係る対応（概要） 

 ・第１３回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議資料 

・各局区における取組状況等の報告資料 
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札幌市の新型コロナウイルスに係る対応（概要） 
 

１ 感染状況 

⑴ 市内感染状況（5/21現在） 

   陽性累計631名【前日比+2】（うち市内居住者630名【前日比+2】） 

     

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ 国内・国外の感染状況 

    北海道：感染者 1,024 名【前日比+5】、死亡者 78 名【前日比+1】 

    (5/21 17 時現在) 

国 内：感染者16,063名【前日比+20】、死亡者771名【前日比+8】 

（ 5 / 2 0  1 2 時 ） チャーター機帰国者15名、横浜クルーズ船の乗船者712名（うち死亡者13名） 

空港検疫158名   

 国 外： 米国          感染者数 1,527,723 名(うち死者数 91,872 名) 

（ 5 / 2 0  1 2 時 ）  ロシア           感染者数  299,504 名（うち死者数 2,833 名) 

ブラジル        感染者数  271,628 名（うち死者数 17,971 名) 

英国           感染者数  248,818 名 (うち死者数 35,341 名) 

スペイン         感染者数  232,037 名 (うち死者数 27,778 名） 

その他・地域(199 か国)感染者数 2,252,106 名 (うち死亡者数 145,404 名)        

      

２ 札幌市における対応状況 

 ⑴ 実施体制 

① 感染症対策本部 

  感染症やその疑いのある事例に対して、発生予防、原因究明等、迅速かつ的確

な対策を総合的に推進するため、市長を本部長とする札幌市感染症対策本部を設

置。新型コロナウイルス対策においては、これまでに計８回の対策本部会議を開

催。（1/30、2/18、2/22、2/29、3/17、3/23、3/27、4/2） 
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② 新型コロナウイルス感染症対策本部 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を受け設置し、こ

れまでに計８回開催。（4/8、4/10、4/13、4/18、4/24、5/1、5/5、5/15） 

③ 感染症対策室 

全庁横断的な情報共有や対策検討等を行い、札幌市感染症対策本部会議を補佐

することを目的に、３月３日に札幌市感染症対策室（部長級）を保健福祉局に設

置。４月１日付けで危機管理対策室に移管。 

室 長 危機管理対策部長 

医療・保健体制担当 保）総務部長、保）健康企画担当部長 

情報・調整担当 総）職員部長、政）政策企画部長、財）財政部長 

広報担当 総）広報部長 

生活・経済担当 市）地域振興部長、経）産業振興部長 

   ※北海道の対策本部との連絡要員として保健所、危機管理対策室より職員を派遣 

  

⑵ 保健所の対応状況 

  ① 新型コロナウイルス関連相談件数（5/20現在） 

    救急安心センター(＃7119)：236 件【前日比▲9】（発熱等あり 109 件、症状なし 127 件） 

    一般相談（011-632-4567）：167件【前日比▲41】※ 3/9より回線数増強（６→10回線） 

② 姉妹都市からのマスク受入（3/11） 

  サージカルマスク20,000枚、Ｎ95マスク5,000枚を瀋陽市から受け入れ、感染

者入院医療機関、帰国者・接触者外来医療機関に順次配布（3/13） 

③ 国優先供給スキームに基づくマスク購入（3/12） 

  サージカルマスク40,000枚、Ｎ95マスク5,000枚を医師会、歯科医師会、薬剤

師会に配分（3/13）。 

④ 政府負担によるマスク受入（3/23） 

  サージカルマスク40,000枚を受け入れ、医療機関、関係団体等へ配布予定。 

 

⑶ 医療体制  

  ① 帰国者・接触者外来 

計13医療機関で対応中 

  ② 検査体制（札幌市衛生研究所。5/20午前9時現在） 

総検査数5,314検体（延べ3,784名）うち陽性631名※ 

    ※道内87例目患者（北海道から発表）の陽性結果を除く 

    ③ PCR検査センター（5/20現在） 

    総受検者数380名 
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⑷ 教育関連施設の対応状況 

① 北海道・札幌市緊急共同宣言を受け、市立学校における一斉臨時休業を実施 

（4/14～5/6）。 

※新琴似緑小学校において、給食調理員の感染が確認され、当該校の臨時休業 

を実施（4/13～22）。新琴似緑小に在籍し、他校へ通級する児童については 

4/13 から指導休止。 

※臨時休業中の学習支援として、教育委員会が作成する学習課題及び学習課題 

サポート動画を市公式 HP に掲載するなどして、全児童生徒に提供（毎週木 

曜日更新）。 

② 特定警戒都道府県指定（緊急事態宣言）を受け、市立幼稚園における一斉臨時 

休業を実施（4/22～5/6） 

※各市立幼稚園・学校において、電話等により児童生徒の学習状況及び幼児児

童生徒の心身の状況把握を実施（4/27～5/1）。 

③ 特定警戒都道府県指定（緊急事態宣言）の期間延長を受け、市立幼稚園及び学

校における臨時休業期間の延長を実施（～5／31）。 

 

⑸ その他市有施設 

  ① 区役所（10 施設）、保健センター（10 施設）、まちづくりセンター（出張所 

を含む）（87 施設）：開庁（※3/1～5/31 までの貸室の新規利用の申込を中止） 

地区会館（57 施設）：自粛要請（※3/1～5/31 までの貸室の新規利用の申込を

中止） 

区民センター（10 施設）コミュニティセンター（2 施設）、地区センター（24

施設）：休館（4/14～5/31） 

  ② その他施設 

   ・保育施設（ちあふる９施設、公立保育所 11 施設、公設民営保育所３施設）： 

開園中 

・子育て支援総合センター、区保育・子育て支援センター（ちあふる 9 施設）の

子育てサロン：一部開館 

・札幌市健康づくりセンター（中央、東、西）：臨時休館（2/28～未定） 

  ※中央は、4/1～健診業務のみ再開したが、4/14 から再休止した。 

・各区老人福祉センター：臨時休館（3/2～未定） 

・保養センター駒岡：臨時休館（3/2～未定） 

   ・若者支援施設（5施設）：相談窓口を除き臨時休館（4/14～当面の間） 

   ・市立図書施設（46 施設）：臨時休館（4/14～5/31） 
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・文化施設等（25 施設）：休館（4/14～5/31）   

・スポーツ施設（体育館（13施設）・プール（９施設）・屋外競技場等（４施設） 

等）：臨時休館（4/14～5/31）※札幌ドームは 3/1～未定 

・円山動物園：4/14 ～5/31 まで閉園 

③ 地下鉄・市電 

・市立学校等の一斉休業を受け、通学定期券払い戻しの特例措置を再度実施（手数 

料免除、定期券の内容により最終登校日まで遡及して払い戻し、受付期間は当面 

の間とする。4/15～） 

・地下鉄・市電の全車両の消毒・換気を実施（消毒：3/2～、換気：3/3～） 

   ※当分の間継続実施 

  ・2/29 通学定期券の払い戻し（手数料免除、休校日まで遡及して払い戻し） 

  ・地下鉄の車内混雑状況を交通局HPにて公表（3/18～、毎週水曜日更新） 

④ バス路線（参考） 

   市内バス路線の減便の状況は次のとおり。市公式 HP、さっぽろえきバス navi、 

チ・カ・ホのデジタルサイネージにて周知実施。 

  ・北海道中央バス：4/25～当面の間、日祝ダイヤにて運行。 

  ・ジェイ・アール北海道バス：4/27～当面の間、土日祝ダイヤにて運行。 

  ・じょうてつバス：5/16～当面の間、23 時以降始発の深夜便を運休。 

 

⑹ 産業振興 

① 市内中小企業（相談状況）（5/20 現在） 

  (1) 既存の相談（経営相談・融資対象認定等）【1/29～】 

    相談件数（累計）※：12,883件【5/19比＋239】（来所5,218件、電話7,665件） 

※札幌中小企業支援センター内の相談窓口 

  (2) 機能拡充部分（融資申請サポート、税・感染予防相談）【4/20～】 

    相談件数（累計）：612 件【5/19 比＋33】（来所 586 件、電話 26 件） 

  (3) 機能拡充部分（雇用調整助成金等申請サポート、テレワーク導入等）【5/11～】 

   相談件数（累計）：334 件【5/19 比＋62】（来所 79 件、電話 255 件） 

② 融資制度（新型コロナウイルス対応支援資金）（5/20 現在） 

   認定件数（累計）：7,253 件【5/19 比＋274】 

【業種】飲食業 1,275 件、小売業 1,060 件、建設業 1,373 件、運輸業 214 件、 

製造業 181 件、電気・ガス・熱供給・水道業 58 件、保険業 23 件、 

卸売業 303 件、不動産業 441 件、宿泊業 103 件、医療・福祉 372 件、 

情報通信業 122 件、教育・学習支援業 44 件、サービス業 1,681 件 

林業・鉱業 3件 
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③ その他 

・5/12 から 5/26 まで、札幌商工会議所及び関係団体の周知協力の下、市内事業者

等に対し、実態調査を実施中。（公表は６月上旬を予定） 

・事業者向けワンストップ相談窓口サテライトオフィスを開設(5/11) 

  ・新型コロナウイルス感染症に関する市内事業者向け国・道・市の主な支援策まと

めサイトを市公式 HP に公開(5/1) 

・事業者向けワンストップ相談窓口を開設(4/20) 

・経済団体等９団体と市長・３副市長による緊急懇談を実施(4/15) 

・宿泊事業者への影響調査（3/6～） 

北海道と連携してアンケート調査を実施（3/16、結果公表） 

 

 延べ宿泊者数の減少数 影響額(観光消費の減少額) 

北海道 約 900 万人泊 約 3,000 億円 

うち札幌市 約 350 万人泊 約 1,200 億円 

※3/1時点と同程度の影響が６月まで継続した場合の試算 

・自宅でも利用可能なサービス等を提供する市内事業者等を案内する市公式HPを

公開（3/4） 

 

 ⑺ 各種健診及び札幌市主催・共催等イベント等の実施状況 

  ・乳幼児健診など各種健診 

乳幼児健診については、4/14～5/31 まで休止する。その他の健診も 4/14～5/31

まで休止する（母子手帳交付、乳幼児発達相談、５歳児発達相談は継続実施中） 

・札幌市主催・共催等イベント 

感染リスクが低い施設等で行われるイベントについては、リスク回避のための 

感染予防対策の徹底や、所管官庁から示される通知等にも留意しながら、一部又 

は全部のサービスの再開に向けた準備を進める。 

 

３ 他機関の対応状況 

⑴  国  

５月21日 第35回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

＜総理発言＞ 

・専門家会議で策定された緊急事態措置の解除基準に照らし、専門家から評価を 

受け、大阪府、京都府、兵庫県について緊急事態宣言を解除することとした。 
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・既に多くの業種において、感染防止のためのガイドラインが策定されており、 

解除を受けた関西２府１県では、それらを参考にして、そして十分に警戒しな 

がら、社会経済活動を段階的に引き上げていただきたい。 

・また、抗原検査による検査体制の拡充、医療提供体制の強化など、次なる感染 

流行に対する備えについて、知事、自治体と連携しながら万全を期していく。 

・そして、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県については、緊急事態宣 

言が継続することとなるが、新規の感染者数は確実に減少しており、医療提供 

体制にも改善が見られる。そのため、今月25日にも、あらためて専門家に評価 

をいただき、可能であれば、５月末の期間満了を待たずに解除する考え。 

５月14日 第34回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

＜総理発言＞ 

・新規感染者数が直近１週間で10万人あたり0,5人以下に抑えられ、医療提供体 

制等が改善している39県において、緊急事態宣言の期限である５月末日を前倒 

しして解除する。 

   ・解除を見送った東京や大阪、北海道等の８都道府県については、今月21日をめ 

どに、改めて専門家の意見を聴き、可能であれば期限を待たずに解除する。 

・今年度の第２次補正予算案の編成に着手し、雇用調整助成金の上限を１日あた 

り15,000円まで特例的に引き上げる考え。 

   ・世界経済はリーマンショックとは比較にならない100年に１度の危機を迎えて 

おり、大企業も含めた資金繰り支援を拡充し、必要に応じて十分な規模の資金 

投入を実施していきたい。 

・また、賃料の負担軽減のための給付金や、感染防止措置などの事業展開を支援 

する最大150万円の補助金を創設する考え。 

・抗原検査について、来月には１日あたり２万人から３万人分の検査キッドを供 

給できる見込み。PCR検査についても、唾液を使った方法の実用化を加速し、 

検査体制の強化を図っていく。 

   同日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（状況分析・提言） 

・５月12日現在の国内事例の累積感染者数は15,705人にのぼり、東京都では１週

間当たり200名の新規感染者、北海道、神奈川県、大阪府、埼玉県では50名以

上の新規感染者が確認されていることから、未だ警戒が必要な状況が続いてい

る。一方、半数以上（28県）で直近１週間以上の感染者が発生していないな

ど、状況は着実に改善している。 

   ・医療提供体制については、現時点で入院を必要としている患者数に対して十分 

な病床数が確保されており、入院患者数及び重症患者数はともに減少傾向であ 
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ることが確認されている状況。 

   ・緊急事態措置による「徹底した行動変容の要請」を解除する際には、主に以下 

の３点を総合的に判断することが求められる。 

⑴ 感染の状況（疫学的状況） 

 ① 直近１週間の新規感染者の報告数が、その前の１週間の報告数を下回 

り、減少傾向が確認できること 

     ② 直近１週間の10万人あたり累積新規感染者の報告数が0.5人未満程度で 

あること 

    ⑵ 医療提供体制（医療状況） 

     ① 重症者数が減少傾向であり、医療提供体制が逼迫していないこと 

     ② 今後の患者急増に対応可能な体制が確保されていること 

    ⑶ 検査体制の構築 

     ① 都道府県別のPCR等検査件数の動向（検査件数が一定数以上担保されて 

いること。陽性検体の占める割合が著しく高くないこと。） 

   ・緊急事態措置については、国民生活に多大なる影響を及ぼすことから、可能な 

限り避けることが望ましい。そのため、各都道府県は、あらかじめ地域ごとの 

感染状況等に関するリスク評価を行いながら、地域の状況に応じた施策等を検 

討する必要があるため、「地域のリスク評価（地域区分）に応じた対応」の整 

理を行った（新規感染者数等の状況に応じて、「特定警戒都道府県」、「感染 

拡大注意都道府県」、「感染観察都道府県」の３区分に分類し、適切な感染対 

策を実施していく必要性を提言）。 

５月４日 第33回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

  ＜総理発言＞ 

  ・４月７日に宣言した緊急事態措置の実施期間を、５月31日まで延長する。実施 

地区は全都道府県であり、現在の枠組みに変更はない。ただし、５月14日を目 

途として、専門家から、その時点での状況（地域ごとの感染者数の動向等）を 

改めて評価・分析してもらい、可能であると判断すれば、期間満了を待たずに 

緊急事態を解除する考え。 

    ・13の特定警戒都道府県では、引き続き、極力８割の接触削減に向けた取組が必 

要である。一方、それ以外の県では、感染拡大の防止と社会経済活動の維持と 

の両立に配慮した取組に、段階的に移行することとする。 

・これからの１か月は、緊急事態の収束のため準備期間としての１か月とする。 

 専門家会議で示された「新たな生活様式」を参考とする。今後２週間をめど 

に、事業活動を本格化してもらうための、より詳細な感染予防策のガイドライ   
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ンを策定する。 

同日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（状況分析・提言） 

  ・新規感染者数等は着実に減少に転じつつあるが、収束のスピードが期待された 

ほどではないこと、地域や全国で再度感染が拡大すれば、医療提供体制への更 

なる負荷が生じる恐れがあることから、当面、現在の緊急事態宣言下での枠組 

みを維持することが望ましい。 

・新規感染者数が一定水準に低減するまでは、医療崩壊を防ぎ、市民の生命を守 

るため、引き続き、基本的には「徹底した行動変容の要請」が必要となる。 

・一方で、新規感染者数が限定的となり、対策の強度を一定程度緩められるよう 

になった地域であっても、再度感染が拡大する可能性があり、長丁場に備え、 

感染拡大を予防する「新しい生活様式」に移行していく必要がある（「新しい 

生活様式」の具体例な実践例が示される） 

５月１日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（状況分析・提言） 

・市民の行動変容が成果を上げ、全国的に新規感染者数は減少傾向にあるものの、 

「徹底した行動制限」を緩和した場合には、感染拡大が再燃するおそれがある。  

そのため、新規感染者数が一定水準以下にまで下がらない限り、「徹底した行 

動制限」を続けなければならない。 

・新規感染者数が限定的となり、対策の強度を一定程度緩められるようになった 

地域であっても、再度感染が拡大する可能性があり、長丁場に備え、感染拡大 

を予防する新しい生活様式（「３つの密」の回避やテレワーク、時差出勤等の 

接触機会削減の対策）に移行していく必要がある。 

   ・感染者数の増加によって、医療崩壊を生じさせないために、医療機関ごとの機 

能分担（重点医療機関の設定等）、都道府県における調整本部・協議会の設置、 

患者搬送コーディネーターの配置、PCR 等検査の拡充といった取組を進めてい 

く必要がある。 

・感染症対策が長期化することで生じるメンタルヘルスへの影響、児童虐待、営 

業自粛による失業等の社会的課題に対しては、適切な支援が提供されるよう、 

必要な措置を講じていくべきである。 

４月 27 日 第 32 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

＜総理発言＞ 

・全世界で感染者数が300万人に達しようとしており、今般、水際対策について 

も更なる見直しを行うこととした。具体的には、４月24日に感染症危険情報

をレベル３の「渡航中止勧告」にまで引き上げた、ロシア、ペルー、サウジ

アラビア等の14か国について、入管法による入国拒否対象地域に追加し、同
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月29日午前０時から効力を発生させるものとした。これにより、合計87の国

と地域について入国拒否を行うこととなったが、これら対象地域から帰国し

た邦人等に対しては、引き続き、空港におけるPCR検査を確実に実施する。 

    また、これまで講じてきた 14 日間の自主待機要請等の検疫強化、査証制限、 

航空機の到着空港の限定といった対策は、世界的な感染拡大の状況を踏まえ、 

実施期間を１か月更新し、５月末日まで実施することとする。 

４月 24 日 第 31 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

＜総理発言＞ 

・院内感染防止の徹底を図るため、医療防護具を国が直接優先的に提供するこ 

とから、WEB を活用した状況把握システムの構築等を進める。 

    ・感染拡大に伴う外出自粛等により、生活不安やストレスによる児童虐待、DV 

被害等のリスクが高まっていることから、必要な取組を進めていく。DV 防止 

策については、４月 20 日から新たな相談窓口を設置した。 

４月 22 日 第 30 回新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

   ＜総理発言＞  

・専門家会議から提言を受けた接触機会の８割削減を達成するため、「10 のポ 

イント」に沿った行動を取るよう国民に要請（ゴールデンウィークにおける 

感染拡大防止に資する行動の必要性に言及）。 

・国民１人当たり 10 万円の給付を急ぐことを明言。 

同日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（状況分析・提言） 

    ・人の移動は大きく減少したが、接触機会の８割削減が達成できたか否かは確 

認できていない。目標達成のためには、テレワーク等の徹底を図るとともに、 

更なる対応について検討が必要。また、ゴールデンウィークの帰省等に係る 

人の移動で全国に感染が拡がることが懸念されるため、不要不急の外出自粛 

の徹底を要する（「人の接触を８割減らす、10 のポイント」を示す）。 

・症状に応じた病床等の確保や、軽症者等のための宿泊施設を確保していく必

要がある。また、医療機関では院内感染が続発しており、対策が急務である。 

 ・緊急事態宣言が発出された今、都道府県知事等がリーダーシップを発揮し、

「空床状況の見える化、PCR 等検査の体制強化、保健所の体制強化及び業務

の効率化」などの実現が期待される。 

４月 16 日 新型コロナウイルス政府対策本部会合 

＜総理発言＞ 

・緊急事態宣言対象区域を７都府県から全国に拡大（期間は５月６日まで）。 

    ※感染者が多い北海道を含む１３都道府県を「特定警戒都道府県」に指定 
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・１世帯 30 万円の給付措置を予定していたが、全国民一律１人当たり 10 万円 

の給付を行う方向で検討中。 

４月11日 第28回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

    ＜総理発言＞ 

    ・バー、ナイトクラブ、カラオケ、ライブハウスなど繁華街の接客を伴う飲食

店等については、緊急事態宣言が出ている地域か否かを問わず、全国全ての

道府県において、特措法第 24 条９項に基づく自粛要請対象とするよう基本

的対処方針を改正。 

    ・サージカルマスクは、来週までに合計で 4500 万枚を全国の医療機関に配布

するが、７都府県の医療機関向けに、追加で 1000 万枚を配布する。 

  ４月７日 政府発表 

    同日 第 27 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

    ＜総理発言＞ 

    ・７都府県に緊急事態宣言発出。 

    ・感染症拡大防止策や、雇用の維持と事業の継続等に関する緊急経済対策を発 

表。事業規模は 108 兆円（うち今回補正額 16.7 兆円）。 

・内容は、小・中・高・特別支援学校等への布マスクの配布、緊急包括支援交 

付金（仮称）の創設、生活支援臨時給付金（仮称、1世帯当たり 30万円の給 

付）の創設、子育て世帯への臨時特別給付金（対象児童一人あたり 1万円を 

上乗せ）、地方創生臨時交付金（仮称）の創設、制度融資を活用した実質無 

利子・無担保融資の創設、GIGAスクール構想の加速、納税者に対する新たな 

徴収猶予制度の特例の創設等の税制措置など。 

４月６日 第 26 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

 ＜総理発言＞ 

 ・４月７日の諮問委員会で専門家の意見を受け、緊急事態宣言を発出する考え。 

  東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の７都府県を対象地域とし、

１か月程度を目安とする。 

 ・感染者が増加した場合、民間ホテルの借り上げに加え、東京オリンピック・

パラリンピックのために準備した警察派遣部隊用プレハブを改修して使用す

る考え。 

 ・治療薬とワクチン等の研究開発を加速。 

 ・日本公庫等における実質無利子・無担保の融資制度による強力な資金繰り支

援で、事業の継続を後押しする。 
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 ・生活に困難をきたしている世帯向けに 30 万円の給付を行うことに加え、中

堅・中小企業に 200 万円、個人事業者に 100 万円の現金給付を行う。 

４月７日 政府発表 

    同日 第 27 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

     ＜総理発言＞ 

    ・７都府県に緊急事態宣言発出。 

    ・感染症拡大防止策や、雇用の維持と事業の継続等に関する緊急経済対策を発 

表。事業規模は 108 兆円（うち今回補正額 16.7 兆円）。 

・内容は、小・中・高・特別支援学校等への布マスクの配布、緊急包括支援交

付金（仮称）の創設、生活支援臨時給付金（仮称、1世帯当たり 30万円の給

付）の創設、子育て世帯への臨時特別給付金（対象児童一人あたり 1 万円を

上乗せ）、地方創生臨時交付金（仮称）の創設、制度融資を活用した実質無

利子・無担保融資の創設、GIGAスクール構想の加速、納税者に対する新たな

徴収猶予制度の特例の創設等の税制措置など。 

４月６日 第 26 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

 ＜総理発言＞ 

 ・４月７日の諮問委員会で専門家の意見を受け、緊急事態宣言を発出する考え。 

  東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の７都府県を対象地域とし、

１か月程度を目安とする。 

 ・感染者が増加した場合、民間ホテルの借り上げに加え、東京オリンピック・

パラリンピックのために準備した警察派遣部隊用プレハブを改修して使用す

る考え。 

 ・治療薬とワクチン等の研究開発を加速。 

 ・日本公庫等における実質無利子・無担保の融資制度による強力な資金繰り支

援で、事業の継続を後押しする。 

 ・生活に困難をきたしている世帯向けに 30 万円の給付を行うことに加え、中

堅・中小企業に 200 万円、個人事業者に 100 万円の現金給付を行う。 

４月３日 厚生労働省発表 

    ・「軽症者等の療養に関する対象者等の基本的考え方について」にて、無症状

や軽症の感染者を自宅やホテルなどで療養させる方針を示した。加えて、

「宿泊療養のマニュアル」「自宅療養中の患者へのフォローアップ及び感染

管理対策」も発表。また、退院基準を緩和し、症状改善後 24 時間後の検査

での陰性確認とした。 

４月１日 第 25 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 
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 ＜総理発言＞ 

 ・文部科学省「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業に関するガイド

ライン」を踏まえ、保護者への助成や、放課後児童クラブや学校教室の活用

など地域事情に応じた取組への支援継続。 

 ・水際対策の更なる強化（49の国と地域の全域について入管法による入国拒否

対象地域に追加、入国者に対して１４日間の待機及び公共交通機関の使用自

粛要請などを実施） 

・マスク生産設備への投資を支援し、月７億枚を確保見込み。５月から感染者

が多い都道県から順次、布マスクを配布。全国約 5000 万世帯（一住所当た

り 2 枚）。４月１日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議（状況分

析・提言） 

・地域の医療供給体制の強化が近々の課題であるとの見解を公表。いわゆる

「医療崩壊」は、オーバーシュートが生じてから起きるものではなく、爆発

的感染が起きる前に医療供給体制の限度を超える負担がかかり医療現場が機

能不全に陥ることが予想される。医療体制を検討する上での指標等として、

① 重症者数 ② 入院者数 ③ 利用可能な病床数と、その稼働率や空床数 ④ 

利用可能な人工呼吸器数・ECMO 数と、その稼働状況 ⑤ 医療従事者の確保

状況を示した。 

・３月 19 日の提言の地域区分について、名称を「感染拡大警戒地域」「感染

確認 地域」「感染未確認地域」とし、それぞれの地域区分に応じて、学校

再開やイベント自粛などの対応を考える方針を示した。 

３月 28 日 第 24 回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

    ・特措法に規定する「基本的対処方針」を決定。感染症の対処に関する全般的   

     な方針は以下のとおり。 

     ① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラスター等  

      の封じ込め及び接触機会の提言を図り、感染拡大の速度を抑制する。 

     ② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、高齢者等を守 

り、重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 

     ③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機能への影 

      響を最小限にとどめる。 

     ④ なお、対策は、感染者の増加に伴い不可逆的に進むものではなく、例え 

ば、地域で感染者が確認された早期の段階で、クラスター等の封じ込め及 

び接触機会の低減が奏功し、当該地域での感染者の発生が抑制された場合 

には、強化した対策を適宜適切に元に戻す。 
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    ・首相より、緊急経済対策として、以下５本柱の措置を講じることを明言。 

     ① 感染拡大防止策の充実や医療提供体制の整備、治療薬の開発 

     ② 雇用の維持と事業の継続（中小事業者向けに新しい給付金制度創設） 

     ③ 官民を挙げた経済活動の回復（観光・運輸業、飲食業、イベント・エン 

      ターテインメント事業を対象とした、官民一体型のキャンペーンとして大 

規模な支援策を展開） 

     ④ 強靭な経済構造の構築（生産拠点の国内回帰支援等のサプライチェーン 

      対策やテレワークなど ICT 活用による経済の強靭化・効率化の推進） 

⑤ 今後の感染状況への備え（感染症対策に関する予備費を創設） 

３月26日 改正新型インフル特措法に基づく政府対策本部設置 

      同 第23回新型コロナウイルス感染症対策本部 

・特措法に基づく「基本的対処方針」の策定を関係省庁へ指示。 

・水際対策の更なる強化（欧州21か国及びイランの全域を入管法による入国拒 

否対象地域に追加するほか、検疫の強化などを実施） 

３月25日 外務省発表 

 ・全世界に対する危険情報をレベル２に引き上げ、不要不急の渡航自粛を要請 

３月24日 文部科学省発表 

    ・「新型コロナウイルス感染症に対応した学校再開ガイドライン」及び「新型 

コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン」を 

公表 

３月23日 第22回新型コロナウイルス感染症対策本部 

・米国全域からの入国者に対して、検疫所長の指定する場所で14日間待機及び 

国内における公共交通機関の使用自粛を要請（期間：3/26以降、当面の間、 

４月末日まで） 

   ３月20日 第21回新型コロナウイルス感染症対策本部 

・専門家会議の見解を踏まえ、以下２点に取り組むことを明言。 

① 感染の連鎖を断ち切るためのクラスター対策の抜本的な強化 

② 感染者の急増に備え、重症者への医療に重点を置く医療提体制の整備 

・小中高の再開に向けた、具体的な方針の取りまとめを文部科学省へ指示。 

    ・全国規模の大規模イベント等の開催は、専門家会議の見解を踏まえ、引き続 

き主催者がリスクを判断して慎重に対応すること。今後は、「多くの人が参 

加する場での感染対策の在り方の例」も参考にするよう指示。 

   ３月19日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議 

・これまでの以下３本柱の基本戦略を維持、必要に応じて強化し、速やかに行 
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われければならない旨の見解を公表。 

① クラスター（患者集団）の早期発見・早期対応 

② 患者の早期診断・重症者への集中治療の充実と医療提供体制の確保 

③ 市民の行動変容 

    ・北海道の感染状況と対策効果について、「一定程度、新規感染者の増加を抑 

えられたが、依然として流行は明確に収束に向かっておらず憂慮すべき状態 

が続いている。また、北海道知事による緊急事態宣言は、道民の日常生活行 

動を変容させ、事業者の迅速な対策などにより、急速な感染拡大防止の観点 

からみて一定の効果があった」と評価。 

   ３月18日 第20回新型コロナウイルス感染症対策本部 

    首相、以下の措置を講じることを明言。 

・返済免除特約付き緊急小口資金等の特例の拡大 

    ・公共料金の支払猶予等 

    ・国税・社会保険料の納付猶予等 

   ・地方税の徴収猶予等 

   ３月 18 日 厚生労働省発表 

・小学校休業等対応助成金・支援金の申請受付の開始を発表（～6/30まで）。 

   ３月 17 日 厚生労働省発表 

    ・人口に占める患者数の割合が大きい地域（札幌市、旭川市を含む 35 市町村） 

の介護施設等に対してマスクを優先配布することを公表。3/19以降、１週間 

程度で配布予定。 

３月14日 新型インフルエンザ等対策特別措置法改正法施行 

      同 首相会見 

・改正新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言について、

「現時点で宣言する状況ではない」と表明。宣言の要件については「判断は

専門家の意見を伺いながら、慎重に行う」と述べた。 

３月12日 厚生労働省発表 

    小学校等の臨時休業に対応する保護者支援等に関するコールセンター設置 

（学校等休業助成金・支援金等相談コールセンター0120-60-3999） 

３月10日 厚生労働省発表 

    ・中富良野町、北見市へのマスク追加配布は、3/12以降、実施予定と公表 

    ・加えて、人口に占める患者数の割合が特に大きい地域として、せたな町、美

瑛町、木古内町、知内町へ優先配布することとし、3/12以降、約40枚程度の

マスク配布を公表。 
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   ３月10日 第19回新型コロナウイルス感染症対策本部 

    ・全国規模のイベントの実施自粛要請について、専門家会議の判断が示される

までの間、今後おおむね10日間程度の延長を求める」と表明。 

    ・感染拡大防止や雇用維持などを支援する緊急対策第２弾を決定。 

   ３月７日 第18回新型コロナウイルス感染症政府対策本部 

    ・放課後児童クラブや学校教室の活用など地域の実情に応じて実施する取組に

ついても全額国費で支援するほか、学校給食の休止の影響についても、きめ

細かな支援を行うと表明。 

    ・日本政策金融公庫等において、特別貸付制度を創設し、売上が急減した個人

事業主を含む中小・小規模事業者に対して、実質無利子・無担保の融資を行

い、第１弾の緊急対応策で講じた5,000億円の資金繰り対策も含め、遡って

適用すると明言。 

    ・民間金融機関における貸出条件変更等、支援への取組状況のモニタリングを

関係省庁に対して指示 

    ・第２弾の緊急対応策として、①感染拡大防止策と医療提供体制の整備、②学

校の臨時休業に伴って生じる課題への対応、③事業活動の縮小や雇用への対

応、④事態の変化に即応した救急措置等、を柱として、10日に取りまとめを

目指し、各省における施策の具体化を加速させる旨明言。 

   ３月４日 厚生労働省発表 

    ・中富良野町及び北見市への配達について、初回配布は７枚入り１パック（大

人用）とし、残りの30枚程度は、マスクを確保次第、配布することを発表。 

３月３日 菅官房長官会見 

・臨時休校対策としての保護者への休業補償について、フリーランス及び個人 

事業主は対象外とし、希望者には有利な条件で融資を受けられることとする 

旨説明。 

３月３日 厚生労働省発表 

    ・中富良野町及び北見市に対してマスクの配布を決定。 

（１世帯当たり約40枚、日本郵政の配達網により、６日～順次各家庭に配布） 

３月１日 第16回新型コロナウイルス感染症対策本部 

    ・道内自治体向けにマスク配布することを明言。 

（国内生活安定緊急措置法に基づき、国がメーカーから一括買取の上実施。） 

２月29日 総理会見 

    ・小中高校の臨時休校要請に対する理解を求める。 

    ・保護者の休職に伴う所得の減少に対応する助成金制度創設を明言 

      ２月25日 「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」策定 
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⑵  北海道 

５月15日 知事会見 

  同日 第12回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

  ・石狩振興局管内以外の地域では、５月 13 日の会見で説明した内容のとおり、 

休業要請の一部を解除することを正式に決定。 

        ・事業者への新たな支援金について、周知用チラシを作成。支援金は、Aと B 

の２種類。支援金 Aは、道の休業要請の対象であり、休業に協力いただくこ 

とに加えて「新しい生活様式」を実践いただくことで 10 万円を支給（遅く 

とも５月 19 日から５月 31 日まで休業に協力いただくことが必要）。支援金 

B は、「新しい生活様式」を実践いただくことを前提に、道の休業要請の対 

象外であるが、自主的な休業等で月の売上が 1/2 以下となった事業者に５万 

円を支給するというもの。支援金の支給について、対象となる方に迅速に届 

くよう、スピード感を持って取り組んでいく。 

・持続化給付金、雇用調整助成金について、国の相談窓口が混雑し、回答まで 

時間を要するという状況であったため、５月 14 日から、道庁と各振興局に

サポート窓口を設置して対応を開始した。 

５月13日 知事会見 

  ・北海道における直近２週間の新規感染者数や、感染経路が明らかではない感 

染者数の９割以上が石狩振興局管内であり、また、重症患者19名の方は全て 

同管内の居住者である。振興局ごとで感染状況に差があることから、石狩管 

内以外の地域に関しては、今月16日から休業要請の一部を解除する方針（ナ 

イトクラブやカラオケボックス等の法令に基づく休業要請の対象施設以外で 

あって、床面積が千平米以下の商業施設等への休業要請や、飲食店に対して 

19時までとしていた酒類提供の自粛を解除）。 

・石狩管内とそれ以外の地域における解除の見直しにあたっては、医療提供体 

制の状況を考慮しながら、直近１週間の平均で、１日あたりの新規感染者が 

10人以下、感染経路が明らかではない感染者が３人以下という基準で判断し 

た。北海道全体としても同様の考え方とし、入院患者が 250 人を下回ること 

を５月末日までの目標とする。 

    ・感染リスクを下げるとともに、経営の持続化に向け、５月 16 日から５月末 

日まで休業等にご協力いただける事業者に対して 10 万円、売上が大幅に落 

ち込んでいる事業者には５万円の給付を行う。 

・感染拡大の兆候を早期に発見するため、PCR 検査については、現在 700 件の 

対応能力があるが、５月末日までに 1,000 件に高めることを目指す。 
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５月６日  第 11 回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 ・政府の緊急事態宣言の延長に伴い、「特定警戒都道府県」である北海道にお 

いても、緊急事態措置を改正し、期間を５月 31 日に延長する。 

    ・北海道の感染拡大状況を踏まえ、感染症のまん延防止に向けた取組を進める

とともに、「３つの密」を徹底的に避け、感染拡大を予防する「新しい生活

様式」を普及することを念頭においた取組を進めていく。 

    ・施設の使用停止、イベントの開催停止の要請については、当面、５月 15 日 

までの協力をお願いすることとする。 

    ・今後、５月 14 日を目途に、国の専門家による感染状況の評価が地域ごとに 

行われることから、このような評価に加え、北海道としても必要な分析を行 

い、新規患者の増加や医療提供体制が逼迫する状況が解消された際には、緊 

急事態措置の見直しを検討する。 

    ・大学等を除く学校については、５月 31 日まで臨時休業の延長を要請する。 

５月４日  第 10 回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

・北海道における緊急事態措置を５月 31 日まで延長することを基本として、 

その内容については、５月 15 日まで同様の措置とする。 

・政府は５月 15 日を目途に、専門家による感染状況の評価を地域ごとに行う 

こととしているため、今後の北海道の状況に応じて、措置の内容の見直しに 

ついて検討していく。 

４月 30 日  第９回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

  ・陽性確認された軽症者が入院を経ない宿泊療養を開始(４月 29 日から) 

・軽症者の宿泊療養施設２棟目（リッチモンドホテル札幌駅前）での受け入れ 

を開始(４月 30 日から) 

※受入可能数 140 名程度 

        ・「休業協力・感染リスク低減支援金」の申請受付を開始 

     ※受付期間は４月 30 日から７月 31 日 

同日 知事・市長共同会見 

  ・札幌市における患者数は日々増加しており、感染源が明らかではない患者も 

増えていることから、ゴールデンウィークにおいては、さらなる感染拡大が 

懸念される。そのため、札幌市民はできる限り自宅に居ていただき、道民は 

札幌市に来ないという行動を徹底し、オール北海道での取り組みによって、 

この危機的状況を脱していきたい。 

・北海道、とりわけ札幌市では、感染の広がりが収まらず、医療体制の維持が 

厳しい状況となっている。ゴールデンウィークには、さらに厳しい体制で医 
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療提供に従事していただくこととなるが、道民の命を救うべく、最大限のご 

協力をお願いしたい。 

   ４月 28 日 知事会見 

・札幌圏域で確保されている病床数は約 270 床であり、患者数と比較すると逼 

迫した状況であるため、４月 29 日から、陽性確認された軽症者が入院せず 

に宿泊療養を実施できるものとしたいと考えている。 

また、さらなる患者数の増加を見込み、４月 30 日から、２棟目となる施設 

（リッチモンドホテル札幌駅前）の協力のもと、札幌市が主体的に運営を担 

い、宿泊療養を開始する。 

        ・患者数の増加に伴い、人工呼吸器管理を必要とする重症患者の入院医療の確 

保が課題と認識している。そのため、重症の感染症患者に重点的に対応する 

医療機関と、通常の救急医療等に対応する医療機関とで、役割分担を進めて 

いただくことが重要と考えている。 

・ゴールデンウィーク期間を含め、札幌市とそれ以外の地域間の往来や、北海 

島とそれ以外の都府県との間でも往来を控えていただくとともに、離島への 

来島を自粛してほしい。 

４月 24 日 知事会見 

同日 第８回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

・緊急事態措置を改訂し、「スーパーマーケット、公園等における感染拡大 

防止の要請(協力依頼)」を追加。 

・道民に対し、都府県への往来を極力避けるとともに、道内での他地域への 

不要不急の往来を避けるよう、改めて要請。 

４月 22 日 知事会見 

・感染リスクの低減に取り組む事業者への支援金に関する Q＆Aを道公式 HP 

に掲載するとともに、休業要請相談専用ダイヤルを開設した旨報告。 

・外出自粛の効果によって接触機会は減少しているものの、政府が目指す８割 

減には届いていないため、更なる不要不急の外出自粛について要請。また、 

時差出勤やテレワーク等の実施を進めるとともに、ゴールデンウィークにお 

ける帰省等を控えるよう要請。 

４月 20 日 知事会見 

同日 第７回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

・休業要請に協力する事業者への支援 

※法人 30 万円、個人事業者 20 万円、午後７時以降酒類の提供を自粛した飲 

食店 10 万円 
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  ・軽症者に係る宿泊療養(東横 INN 札幌すすきの南)の開始 

※受入可能数 120 名程度 

・北海道の地域医療を守ることを目的とした寄附基金の新規募集 

４月 17 日 知事会見（北海道における緊急事態措置） 

同日 第６回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

・公立学校の全道一斉臨時休業の実施（４月 20 日から５月６日） 

・道立施設の休業、休館の実施（４月 18 日から５月６日） 

・知事から宿泊療養に係る自衛隊への災害派遣要請 

同日 新型コロナウイルス感染症対策に係る北海道と札幌市の意見交換（北海道 

における緊急事態措置・事業者への支援策・医療提供体制の整備） 

同日 知事会見（道立の不特定多数が利用する公共施設の休館検討指示。全道の 

小中高等学校を 20 日から５月６日まで一斉休校にするよう道教委に要請。 

道民への週末の外出自粛・繁華街の接客を伴う飲食店等への外出自粛・時 

差出勤徹底に係る要請・ソーシャルディスタンシング） 

４月 13 日 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」に関する説明会 

・知事、札幌市長等による自民党道連議員に対する外出の自粛で休業した飲食 

店等に対する休業補償・総合的な経営支援策実施の要請。 

４月 12 日 新型コロナウイルス感染症対策に関する北海道と札幌市との協議 

同日 第５回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

・札幌市内の道立施設を休館（４月 14 日から５月６日） 

  ・緊急共同宣言を踏まえた道立学校の臨時休業措置の検討 

同日 知事・市長会談 

 ＜緊急共同宣言＞ 

 ・札幌市内における接触機会の低減（外出自粛要請・４月 14 日から５月６日 

までの間、市内小・中・高等学校の休業措置 

・繁華街の接客を伴う飲食店等への外出自粛要請。 

    ・緊急事態宣言地区との往来自粛 

・医療提供体制の充実・強化（宿泊療養施設等の準備） 

・事業継続や感染収束後の V字回復に必要な取組を北海道と札幌市で連携して 

進めると共に、国への要望を行う。 

４月 10 日 知事会見（外出・歓迎会等の自粛要請・ソーシャルディスタンシン 

     グ・感染症対策チーム内に週明け宿泊療養班立ち上げ・道要請に基づ 

     く国による空港でのサーモグラフィー設置） 

４月９日 知事会見（国への要請事項発表当） 
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４月７日 第４回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

・経済活動を維持しながら、密閉、密集、密着の「３つの密」の一層の強化・    

徹底を行う。 

    ・５月６日までを「新型コロナウイルス感染症集中対策期間」とする。 

    ・北海道への転入者に２週間の体調管理と外出自粛を要請。 

    ・外出自粛要請の判断は、新規患者数が２桁の日が発生し、リンク不明な患者

が多いと判断される場合とする。 

４月３日 第３回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

・４月２日付けにて、退院基準の変更、自宅や宿泊施設での療養に関する運用、   

感染管理対策やフォローアップの在り方が示された。現時点において自宅療 

養や宿泊療養を原則としなければならない状況ではないが、検討・準備を開 

始する。約 300 床の入院受入体制は確保済み。 

・感染拡大が顕著となっている東京や大阪などへの不要不急な往来の自粛を要 

請。 

  ４月２日 第２回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

同 知事会見 

・学校の再開については、リンクなしの感染者数と帰国者・接触者外来の受診    

者数の急激な増加が確認されていないことから、「感染確認地域」に該当す  

ると判断し、予定通り再開することが適切であると判断。札幌圏などの都市 

部においては、通勤と分離するため時差通学を実施する。 

  ４月１日 知事会見（転出入時期における注意喚起） 

３月 27 日 第１回北海道新型コロナウイルス感染症対策本部会議開催 

    同 知事会見 

・道立施設や道主催のイベント等の再開に係る考え方を公表。感染拡大防止措

置を講じた上で、道立施設では、札幌市内にある北海道知事公館や三岸好太

郎美術館、真駒内公園などを 4/1 から再開。 

３月 26 日 改正新型インフル特措法に基づく北海道対策本部設置 

・特措法に基づく政府対策本部の設置を受けて、「北海道感染症危機管理対策

本部」から、「北海道新型コロナウイルス感染症対策本部」へ移行。 

３月24日 第12回道感染症危機管理対策本部会議開催 

    ・医療体制の強化と経済対策を２本柱とした、新型コロナウイルス対策の補正 

予算案を発表 

３月18日 第11回道感染症危機管理対策本部会議開催 
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      同 知事会見 

    ・緊急事態宣言を予定どおり3/19に終了し、新たなステージへの移行を公表。 

（週末の外出時における注意喚起の継続） 

・宣言の結果として、以下２点を評価。 

－医療崩壊を起こすような急激な患者の増加は生じず、宣言当初に恐れていた

状況には至らず済んでいること。－緊急事態の期間中に、検査体制や病床の

確保など必要な体制強化を図るとともに、必要な情報の蓄積により、新型コ

ロナウイルスと戦う体制を整えることができたこと。 

３月12日 知事会見（週末の外出時における注意喚起） 

   ３月10日 第10回道感染症危機管理対策本部会議開催 

        緊急事態宣言（2/28～3/19）を延長するか否かについて、「今週の患

者の発生状況などを踏まえ、20日以降の対応を検討・判断する」との

考えを表明。 

   ３月５日 知事会見（週末の外出時における注意喚起） 

   ２月29日 内閣総理大臣への緊急要望 

   ２月28日 緊急事態宣言（道民へ不要不急の外出控えるよう指示） 
  

４ その他 

⑴ 市民・企業への呼びかけ 

【市長】 

・市民の皆さまへのビデオメッセージを発出（4/24、4/28、5/5） 

・「ゴールデンウィーク」緊急メッセージの発出（4/30） 

・市民の皆さまへのメッセージを発出（2/22、3/1、3/18、3/30、4/3、4/9、 

4/14、4/18、5/6、5/15） 

【総務局】 

・来庁せずにできる手続き、期限を延長する手続きについて市公式HPに掲載

（3/9） 

・菊水分庁舎への出入業者（21社）に対して、マスク着用や体調管理徹底等を依頼

（2/25） 

【まちづくり政策局】 

・市内各大学及び短期大学（17大学）に対して、感染拡大防止に向けた対策につい

て、学生へ周知するよう依頼（3/3、3/27、4/8） 

【財政局】 

・（5/12）「新型コロナウイルス感染症の発生に伴う納税の猶予について」（市公 
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式 HP に徴収猶予の特例制度に関するページを掲載） 

・（4/28）「新型コロナウイルス感染症に伴う市税の取り扱い」（市公式HPに市税

の取り扱いについて特設ページを掲載） 

・（4/22）「新型コロナウイルス感染症の影響による法人市民税等の申告・納付 

等の期 限延長について」（市公式 HP に法人市民税等の期限延長手続き等につ

いて掲載） 

・（4/20）「新型コロナウイルス感染症拡大の影響による固定資産価格等の縦覧期

間延長について」（市公式HPに縦覧期間延長について掲載） 

・（4/17）「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止における工事及び業務に

係る契約上の対応について」（市公式 HP に契約上の対応に関するお知らせを掲

載） 

・（4/10）「夜間電話納税相談と市民税・道民税（個人住民税）申告書に係る 

提出期限の取扱いについて（新型コロナウイルス感染症の影響関係）」（報道 

発表、市公式 HP 掲載） 

・（4/9）「軽自動車税（種別割）の減免申請について」（市税事務所 HPに郵送で 

の申請受付を掲載） 

・市税事務所HPでの郵送や電話による手続きや相談の推奨（2/25、3/10、3/24） 

【市民文化局】 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた町内会・自治会行事等の実施に係る 

留意点について市公式 HP に掲載(4/21) 

  ・新型コロナウイルスに乗じた詐欺の手口と対策について市公式 HP に掲載(3/10) 

・新型コロナウイルスに便乗した悪質商法に関する相談（43件 (5/21時点)先週か 

ら14件増)を受けているため、市公式HPで注意喚起を掲載（2/21以降） 

【保健福祉局】 

・新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金の支給に関して定める改正国民健

康保険条例を施行。同日、傷病手当金制度について市公式 HP に掲載（5/1） 

・新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民年金保険料の免除の臨時特例 措

置について、同日、市公式HPに掲載（5/1） 

・住居確保給付金の対象者が拡大されたことを市公式 HP に掲載(4/20) 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の状況を踏まえ、個人の責に帰すべき 

理由・都合によらない就業機会等の減少により離職または廃業と同程度の状況に

至っている方も対象となる。 

・国民年金保険料の免除申請について郵送対応可能である旨市公式HPに掲載

（3/12） 



2020.05.22 

-23- 

・子ども医療費助成、重度心身障がい者医療費助成、ひとり親家庭等医療費助成の

申請・届出について郵送対応可能である旨市公式HPで周知（3/11） 

・特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当等の請求・届出について郵

送対応開始（3/9） 

・おとしより憩いの家の開館可否について検討を依頼（2/26以降） 

・老人クラブ、老人クラブ連合会あてイベント開催可否の検討を依頼（2/25以降） 

・社会福祉施設等における感染症対策について随時注意喚起を実施 

【子ども未来局】                  

・小学校の臨時休校延長時の児童会館・ミニ児童会館（児童クラブ）の運営に つ

いて、4/14以降の取り扱い継続及び利用児童不在日時の閉館等について、指定管

理者を通じて保護者へ周知(5/1) 

・認可保育施設等へ、北海道の緊急事態措置を受け、4/23からの仕事を休んで家に 

いることが可能な保護者の登園自粛の要請と感染拡大防止への協力について、保 

護者への周知を依頼(4/22) 

・市内小学校の4/14からの全校休校に伴い、児童会館・ミニ児童会館の児童クラブ

運営時間変更の連絡と併せ、可能な限りの家庭保育の協力依頼について、指定管

理者を通じて保護者へ周知(4/13) 

・認可保育施設等へ、北海道・札幌市緊急共同宣言を踏まえ、引き続き可能な限り

の家庭保育と感染拡大防止への協力について、保護者への周知を依頼(4/13) 

・認可保育施設等を通じ、専門家会議の見解を踏まえた、当分の間の可能な限りの

家庭保育への協力を保護者に依頼（3/11） 

・児童手当・児童扶養手当・災害遺児手当の請求・届出及び認可保育所等の入所申

請等について郵送対応可としたほか、ひとり親家庭自立支援給付金等の手続き期

限を一部延長（3/9） 

・幼保連携型・幼稚園型認定こども園へ、可能な限りの家庭での保育協力依頼を基

本としつつ、家庭での保育が難しい子どもへの配慮を依頼(3/5) 

・一時預かり事業の実施施設へ、事業の継続的な実施を依頼(3/5) 

・児童会館・ミニ児童会館について、可能な限りの家庭保育の協力依頼に関し、指

定管理者を通じて保護者へ周知(3/3) 

・認可保育施設等へ、感染拡大防止策の徹底と、可能な限りの家庭保育の協力につ

いて、保護者への周知を依頼(3/3) 

【経済観光局】 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための休業等の要請期間の延長等について、

関係団体への周知の協力要請（5/7） 
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・コールセンター関連企業へ新型コロナウイルス感染防止の取組徹底等について協

力要請（5/7） 

・ホームセンター事業者へ、新型コロナウイルス感染拡大防止のための取組実施

について協力要請（5/7） 

・商店街及びスーパー関係団体へ新型コロナウイルス感染症対策に伴う配慮につ

いて配慮要請（4/24） 

・北海道による緊急事態措置及び「（仮称）休業協力・感染リスク低減支援 

金」について、関係団体へ周知の協力要請(4/23) 

・緊急事態宣言対象区域に北海道が含まれたことを踏まえ、関係団体へ感染防止 

等について協力要請(4/20) 

・国の緊急事態宣言及び本部長指示を踏まえ、関係団体へ感染防止等について協 

力要請（4/9） 

・人事異動等の時期を迎えたことを考慮し、関係団体へ感染防止について協力要請 

（3/27） 

・ライブバー従業員の感染確認に伴う関係団体へ感染拡大につながる活動自粛等の

配慮要請(3/9) 

・各経済団体及び業界団体へ感染拡大につながる活動自粛等の配慮要請（市長より

札幌商工会議所会頭へ要請書手交）(3/3) 

・各経済団体及び業界団体へ従業員の休暇取得環境の整備について配慮要請（2/27） 

・中央卸売市場内事業者に新型コロナウイルス感染症への対応について通知を発送

（1/30以降随時） 

【環境局】 

・大型ごみ収集センター受付時間の短縮（5月 21 日開始、9：00～16：30 を 10：00 

～16：30 に変更）について、市公式 HP に掲載（5/19） 

・「事業所におけるごみ、廃棄物の取扱い等について」、「廃棄物処理業における

新型コロナウイルス対策ガイドライン」を市公式HPに掲載(5/13) 

・新型コロナウイルスの感染疑いのある方またはその家族がいる場合の「容器包装

プラスチック」「ペットボトル」「雑がみ」については、燃やせるごみとして排

出すること、また「びん・缶」「スプレー缶・カセットボンベ」「ライター」

「筒型乾電池」については、念のため家庭で1週間程度保管のうえ排出するよう

市公式HPに掲載（5/8） 

・家庭ごみ収集について、直営収集の作業員用マスクを配備。委託収集の受託者

に、マスク着用に係る協力を要請して、各社が着用を開始。新型コロナウイルス

感染症に係る作業中のマスクの着用について周知（5/8） 
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・使用済みマスクなどの廃棄について（２重袋での排出及びごみ捨て後の手洗いの

徹底）市公式HPに掲載（4/30） 

・使用済みマスクなどの廃棄について（飛散防止のためごみ袋の封の徹底）市公式

HPに掲載（3/7） 

【建設局】 

・新型コロナウイルス感染症の対応に伴う道路占用料等の取扱いについて市公式 HP 

に掲載（5/15）  

・円山公園、平岡公園における花見期間の一部立入制限について市公式 HP に掲載

（4/16） 

・中島公園におけるイベント利用受付の一時中止について市公式HPに掲載（4/8） 

・道路維持除雪共同企業体等に新型コロナウイルス感染症の拡大防止等に向けた適

切な措置を依頼（3/5） 

【都市局】 

・解雇等により社員寮・社宅等の住宅から退去を余儀なくされた方へ、市営住宅を

提供することとし、本件について市都市局HPに掲載（4/23） 

・来庁せずにできる手続き（郵送等により申請等が可能な手続き）がある旨につい

て市都市局HPに掲載（3/11） 

【水道局】 

・感染症の影響による上下水道料金の支払いに関する相談窓口や、感染症に関連し 

た水道水の安全性について市水道局HPで周知（3/2、3/24） 

【交通局】 

・感染防止に向けたポスター等の掲出（地下鉄、路面電車、駅構内ほか） 

【消防局】 

・来庁せずにできる手続きについて市消防局HPに掲載（3/6） 

【病院局】 

・院内感染防止の更なる対策強化のため、市立札幌病院における面会を、原則禁止

から全面的に禁止に変更することを市病院局HPに掲載（3/23） 

・新型コロナウイルス感染症への対応について市病院局HPに掲載（3/13） 

   

 ⑵ 市民生活への支援 

・市民生活に関連の深い生鮮食料品・日用品などの生活関連商品について、市内の 

スーパー・小売店等計30店舗に対し、価格調査を実施中。 
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※５月14日時点での価格調査の結果、キャベツ、白菜、長ねぎなど、生鮮食品に

おいて前月に比べ大幅な価格の上昇がみられた。外出自粛による内食の需要の

増加が影響したとみられる（市公式HPに掲載） 

・トイレットペーパーやティッシュペーパー等について、過度な買い占めを控え 

るよう、市公式HPやSNSで情報発信（3/2） 

 

 ⑶ 札幌市が受領した寄付マスク等の備蓄状況（4/24 現在） 

・医療用マスク 21,044 枚、使い捨てマスク 172,820 枚、布マスク 200 枚 

・アルコール除菌液 780ℓ、次亜塩素酸水 60ℓ 
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資料１

新型コロナウイルス感染症について
保健福祉部（R2.5.22）

１ 発生の状況

（１）道内の発生状況及び検査の状況

別紙のとおり

（２）国内の発生状況（厚生労働省発表）

５月２１日０時までに確認されている感染者は１６，４２４例

入院治療等を要する者２，９１７名、死亡者は７７７名

２ 国などの対応

（１）着実な検疫の実施及び強化（全ての航空便において質問票の配布、機内アナウンス

の拡大、健康カードの配布等の強化）

（２）国内における感染拡大防止に向けた対策の強化（地方自治体、医療機関と連携、地

方衛生研究所での検査）

（３）国民への情報提供（宿泊施設への周知、国民向けＱ＆Ａ）

（４）２月１日、新型コロナウイルス感染症を指定感染症（感染症法第6条）及び検疫感

染症（検疫法第２条第３項）に指定

（５）２月１日、都道府県に対し「帰国者・接触者外来」、「帰国者・接触者相談センタ

ー」の設置指示。

（６）２月９日、地方衛生研究所における検疫業務（クルーズ船）に関連する検査への協

力依頼

（７）２月12日、新型コロナウイルス感染症に関する流行地域に浙江省を追加

（８）２月13日、無症状病原体保有者の入院を措置対象へ追加

（９）２月15日、都道府県に対し「帰国者・接触者相談センター」、「帰国者・接触者

外来」の更なる充実について依頼。

（10）２月17日、都道府県、保健所設置市及び特別区に対し、感染症に関する行政検査

の対象者をとりまとめた旨通知。

（11）２月17日、新型コロナウイルス感染症についての相談･受診の目安について公表｡

（12）２月18日、無症状病原体保有者の退院及び就業制限の取扱いを変更。

（13）２月20日、「イベントの開催に関する国民の皆様へのメッセージ」を公表

（14）２月20日、職場における拡大防止に向けた取り組みについて、経済団体に要請。

（15）２月24日、専門家会議見解（「ここ１～２週間が瀬戸際」）

(16) ２月25日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」を決定

(17) ２月25日、厚生労働省にクラスター対策班を立ち上げ、国立感染症研究所の専門

家チームを北海道に派遣（３名）。

（18）２月27日、釧路市へ国立感染症研究所の専門家チーム派遣（２名）

（19）２月27日、第15回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、首相が全国全ての

小学校、中学校、高校、特別支援学校について、３月２日から春休みまで臨時休業と

することを要請。

（20）２月28日、当本部の感染症対策チームから北見市へ国立感染症研究所の専門家チー

ム派遣（２名）するとともに、その後任として、北海道に追加派遣（１名）。

（21）２月29日、総理緊急記者会見で臨時休校の趣旨説明、所得減少に伴う助成金制度創
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設などの今年度予備費2,700億円を活用した緊急対応策第２弾のとりまとめを表明。

（22）３月１日、第16回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、道内の感染者の広

がりが見える市町村住民へのマスク配布のため、国民生活緊急安定措置法に基づくメ

ーカーに対するマスクの国への売り渡しを表明。

（23）３月２日、専門家会議見解（「この一両日で明らかになったこと」、「北海道で実施

すべき対策」）

（24）３月３日、保健師を北海道に派遣（2名）

（25）３月３日、厚生労働省が国民生活安定緊急措置法に基づきメーカーに対し、マスク

の売渡しを指示。中富良野町及び北見市への優先配布を表明。（3月5日より配布）

（26）３月５日、第17回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、水際対策を強化（中

国・韓国からの航空便の到着空港を成田、関空に制限、入国者の14日間の待機要請を

表明。（3月9日より適用））

（27）３月９日、専門家会議見解（「一定程度持ちこたえている」、「北海道の対策の効果」）

（28）３月10日、厚生労働省がせたな町、美瑛町、木古内町、知内町へのマスクの優先配

布を表明。（3月12日より配布）

（29）３月10日、新型インフルエンザ等対策特別措置法改正案閣議決定

（30）３月10日、第19回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、新型コロナウイル

ス感染症に関する緊急対応策－第２弾－発表

（31）３月11日、ＷＨＯがパンデミック（世界的な大流行）を宣言

（32）３月13日、改正新型インフルエンザ等対策特別措置法が成立。

（33）３月17日、厚生労働省が道内35市町村の介護施設等へのマスクの優先配布を表明。

（3月19日より配布）

（34）３月18日、第20回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、水際対策を強化（イ

タリア、スペイン、スイスの一部、アイスランドからの入国拒否（3月19日から適用）。

欧州諸国、イラン、エジプト38カ国からの入国者の14日間の待機要請を表明（3月21

日より適用））。

（35）３月23日、第22回新型コロナウイルス感染症対策本部を開催し、水際対策を強化（ア

メリカ合衆国からの入国者の14日間の待機要請を表明（3月26日より適用））。

（36）３月26日、内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室が新型インフルエンザ等

対策特別措置法に基づく新型コロナウイルス感染症対策本部を設置、直ちに、都道府

県対策本部を設置するよう通知。

（37）３月26日、第23回対策本部で、水際対策を強化（イタリアやスペイン、ドイツなど

ヨーロッパ２１か国とイランからの入国拒否と東南アジア、中東、アフリカからの帰

国者の14日間の待機要請を表明（3月27日より適用））。

（38）３月28日、第24回新型コロナウイルス感染症対策本部で、クラスター対策の強化や

爆発的な患者の急増に備えて病床の確保することを盛り込んだ「新型コロナウイルス

感染症対策の基本的対処方針」を決定。

（39）４月１日、第25回新型コロナウイルス感染症対策本部で水際対策を強化（入国拒否

を73の国と地域に拡大（4月3日から適用））。

（40）４月７日、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策について閣議決定。

（41）４月７日、緊急事態宣言。（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、兵庫県、

福岡県の７都府県において4月7日から5月6日まで）

（42）４月７日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定し、「最低

７割、極力８割程度の接触機会の低減」、「緊急事態の対象都道府県による外出自粛

等の協力要請」などを明記。
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（43）４月11日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定し、「緊急

事態宣言の対象都道府県以外の都道府県が、繁華街の接客を伴う飲食店等への外出自

粛について、強く促す」ことを明記。

（44）４月16日、全国に緊急事態宣言。（４月7日に緊急事態宣言が出されている７都府

県のほか、新たに北海道を含む40道府県において４月16日から５月6日まで）

（45）４月16日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を改定し、緊急事

態宣言の対象区域を全都道府県に拡大するとともに、「４月7日に緊急事態宣言が出

されている東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、大阪府、兵庫県、福岡県のほか、こ

の７都府県と同程度にまん延が進んでいる北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知県、

京都府を特に重点的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある都道府県

を特定警戒都道府県（13都道府県）」として明記。

（46）４月18日、札幌市へ国立感染症研究所の専門家チーム派遣

（47）４月22日、専門家会議見解（「人との接触を８割減らす、10のポイント」、「都道府

県知事等の更なるリーダーシップの発揮」）

（48）４月27日、第32回新型コロナウイルス感染症対策本部で水際対策を強化（入国拒否

を87の国と地域に拡大（4月29日から適用））。

（49）５月１日、専門家会議見解（「感染の状況が厳しい地域では、対策により新規感染

者数が一定水準まで低減するまでは、引き続き、「徹底した行動変容の要請」が必要。」）

（50）５月４日、政府対策本部において、５月６日までとした緊急事態宣言の期間につい

て、全都道府県を対象に５月31日まで延長することを決定。

（51）５月４日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更し、「特定

警戒都道府県」で引き続き接触機会の８割削減などを明記。

（52）５月４日、専門家会議見解（「今後の感染拡大が当面起こり難い程度にまで、取組

を継続する必要がある」、「医療提供体制については、引き続き体制強化を進めるこ

とが重要」、「長期的な対策の継続が市民生活や経済社会に与える影響という観点か

らの検討も行う体制整備を進めるべき」など）

（53）５月８日、「専門家会議提言」を踏まえ、厚生労働省のホームページ上において、

可能な範囲で地域ごとのまん延の状況に関する指標等を公表。

（54）５月14日、専門家会議見解（「東京都、北海道、大阪府等は未だに警戒が必要な状

況が続く」、「緊急事態措置の解除の考え方として感染状況、医療提供体制、検査体

制構築などを総合的に判断することが必要」「新しい生活様式の定着、業種別の感染

拡大予防のガイドラインの実践、地域のリスク評価に応じた対応が求められる」など）

（55）５月14日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更し、緊急事

態宣言の対象区域が変更（一部解除）され、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈

川県、京都府、大阪府及び兵庫県が引き続き「特定警戒都道府県」とされた。

（56）５月14日、業種ごとの感染拡大予防ガイドラインを公表。

（57）５月14日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」に基づき、各事業

者が自主的な取組を実施するにあたって、「職場における新型コロナウイルス感染症

への感染予防、健康管理の強化について」経済団体などに協力を依頼。

（58）５月21日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を変更し、緊急事

態宣言の対象区域が変更（関西３府県が解除）され、北海道、埼玉県、千葉県、東京

都及び神奈川県が引き続き「特定警戒都道府県」とされた。

３ 道の対応

（１）道立保健所を通じ、医療機関へ国の通知に基づき発生時対応を通知。指定感染症と
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しての届出基準、検査対応等について順次周知徹底。

（２）新型コロナウイルス検査を道立衛生研究所で実施する体制整備（1月30日から検査

可能）

（３）道民等の皆様への情報提供、注意喚起

（ア）ホームページ等により道民の皆様への情報提供

Ｑ＆Ａ、休日夜間の電話対応開始

道民向けのリーフレット（相談・受診の目安）を作成

（イ）多数の方々が利用する宿泊施設、飲食店、遊技施設等への注意喚起を徹底し、北

海道外国人相談センターへの協力を依頼。

1月22日、宿泊施設、関係団体等（宿泊者への対応等）、外国人相談センター

1月23日、観光関係団体等

1月30日、宿泊施設、観光関係団体等（衛生管理等）

1月30日、交通事業者への衛生管理徹底

2月10日、宿泊施設等関係団体、観光関係団体（帰国者・接触者相談センターの周

知等）

（ウ）保健所等による相談対応

1月30日 休日・夜間の電話対応の開始

（４）1月29日、厚生労働省へ「新型コロナウイルス感染症に関する緊急要望書」提出

（５）関係会議の開催状況

1月23日 庁議

1月24日 緊急保健所長会議

1月24日 感染症危機管理対策本部幹事会開催

1月28日 〃 本部設置、第1回本部会議開催

1月31日 〃 第2回本部会議開催

1月31日 緊急保健所長会議

2月 7日 感染症危機管理対策本部 第3回本部会議開催

2月14日 〃 第4回本部会議開催

2月19日 〃 第5回本部会議開催

2月21日 〃 第6回本部会議開催

2月25日 〃 第7回本部会議開催

2月28日 〃 第8回本部会議開催

3月 3日 〃 第9回本部会議開催

3月10日 〃 第10回本部会議開催

3月18日 〃 第11回本部会議開催

3月24日 〃 第12回本部会議開催

3月27日 新型コロナウイルス感染症対策本部 第1回本部会議開催

4月２日 〃 第2回本部会議開催

4月３日 〃 第3回本部会議開催

4月７日 〃 第4回本部会議開催

4月12日 〃 第5回本部会議開催

4月17日 〃 第6回本部会議開催

4月20日 〃 第7回本部会議開催

4月24日 〃 第8回本部会議開催

4月30日 〃 第9回本部会議開催

5月 4日 〃 第10回本部会議開催
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5月 6日 〃 第11回本部会議開催

5月15日 〃 第12回本部会議開催

5月22日 〃 第13回本部会議開催

（６）２月７日、本庁及び保健所に「帰国者・接触者相談センター」設置、「帰国者・接

触者外来」の整備

（７）２月25日、保健福祉部長をチーム長とする「新型コロナウイルス感染症対策チーム」

を設置。＜５班体制：総括班、広報班、医療体制班、保健活動班、相談対応班）

また、知事による要請のもと、厚生労働省から国立感染症研究所の専門家チームの派

遣を受ける。

（８）２月26日、知事名で「新型コロナウイルス感染症に対応した学校の臨時休業等の要

請について」を発出。

（９）２月28日、知事から「新型コロナウイルス緊急事態宣言」を発表、週末（2月29日、

３月１日）の外出を控えることを呼びかけ。

（10）２月29日、知事から総理に対し「新型コロナウイルス感染症への対応に関する緊急

要望」を提出。

（11）３月１日、知事から3月2日以降、「換気が悪く人が大勢集まる場所には行かないこ

と」、「風邪気味の方は自宅で休んでいただくこと」などについてメッセージ発出。

（12）３月２日、本庁の「帰国者・接触者相談センター」の相談時間を24時間化。

（13）３月４日、前日までの検査数、陽性者の内訳（死亡、退院、治療中）のホームペー

ジでの公表開始。

（14）３月４日、北見保健所でＰＣＲ検査を開始。

（※旭川市においても、旭川市保健所でＰＣＲ検査を開始）

（15）３月４日、知事から週末（3月8日、9日）の外出時の注意事項について呼びかけ。

（16）３月９日、衛生研究所のＰＣＲ検査機器増設（1日80人→140人）。※道全体で180

人（道衛生研140、札幌市衛生研20、北見保健所10、旭川市保健所10）

（17）３月12日、小樽市保健所及び函館市衛生検査所でＰＣＲ検査を開始。※道全体で

200人（道衛生研140、札幌市衛生研20、北見保健所10、旭川市保健所10、小樽市保健

所10、函館市衛生検査所10）

（18）３月12日、知事から週末（3月14日、15日）の外出時の注意事項について呼びかけ。

（19）３月18日、知事から緊急事態宣言（2/28～3/19）の終了と新たなステージへの移行、

外出時の注意事項について呼びかけ。

（20）３月26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく「北海道新型コロナウイ

ルス感染症対策本部」の設置。

（21）３月28日、政府の基本的対処方針の決定を受け、「北海道新型コロナウイルス感染

症の対処方針」を決定。

（22）３月29日、千葉県内の障害者施設における利用者及び職員の施設内集団感染の発生

事例の重大さを踏まえ、改めて社会福祉施設等に対し、施設内における感染拡大防止

対策を徹底するよう通知。

（23）４月１日、道立施設及び道主催のイベント等再開。

（24）４月７日、政府の基本的対処方針の決定を受け、「北海道新型コロナウイルス感染

症の対処方針」を改定。

（25）４月７日、国の緊急事態宣言を受け、４月８日から５月６日までを「新型コロナウ

イルス感染症集中対策期間」とすることを発表。

（26）４月８日、道の玄関口となる主要な交通拠点において、来道者に対する不要不急の
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外出自粛などを呼びかけるためチラシを配架。

（27）４月９日、相談対応を充実させるため、ＬＩＮＥを活用した相談支援のための公式

アカウントを開設。

（28）４月12日、「新型コロナウイルス感染症対策チーム」に「宿泊療養班」を設置し、

既存の総括班、広報班、医療体制班、保健活動班、相談対応班とあわせ６班体制に拡

充。

（29）４月12日、北海道・札幌市緊急共同宣言を発表。４月14日から５月６日までの間、

札幌市内の小・中・高等学校の一斉休業（札幌市からの通学生の割合が高い近隣の高

等学校も同様の措置）。この間、不特定多数の人が利用する札幌市内の公共施設を休

館。緊急事態宣言地域との往来自粛等。

（30）４月13日、「来道者・帰省者・転勤者相談ダイヤル」を開設。

（31）４月15日、「新型コロナウイルス感染症対策チーム」に「水際対策班」を新設し、

４月15日から19日の５日間、新千歳空港国内線ターミナルの到着客に対し、道として、

サーモグラフィーによる体温監視と啓発チラシによる注意喚起を実施。

(32) ４月16日、政府の基本的対処方針の変更を受け、「北海道新型コロナウイルス感染

症の対処方針」を改定。

（33）４月17日、知事から宿泊療養に係る自衛隊への災害派遣要請。

（34）４月17日、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、「新型コロナウイルス

感染症」感染拡大防止のための「北海道」における緊急事態措置を決定。

（35）４月20日、北海道における緊急事態措置を改訂し、休業要請の措置などを追加。

（36）４月20日、札幌市内における軽症者に係る宿泊療養（宿泊施設は「東横INN札幌

すすきの南」（札幌市中央区）。）の開始（120名程度）。

（37）４月21日、「休業要請相談専用ダイヤル」を開設。

（38）４月24日、北海道における緊急事態措置を改訂し、スーパーマーケット、公園等に

おける感染拡大防止の要請（協力依頼）を追加。

（39）４月29日、軽症者について、入院を経ずに宿泊療養を実施。

（40）４月30日、宿泊療養施設２棟目（「リッチモンドホテル札幌駅前」）での受入開始

（最大140名程度）。

（41）４月30日、知事、札幌市長、北海道市長会長、北海道町村会長連名による「ゴール

デンウィーク緊急メッセージ」、「医療機関の皆様への緊急メッセージ」を発表。

（42）４月30日、「休業協力・感染リスク低減支援金」の申請受付開始（４月30日～７月

31日まで）。

（43）５月４日、国の「緊急事態宣言」が延長されたことを踏まえ、５月10日（日）まで

休館としている道立施設について、５月15日（金）まで休館を延長することを発表。

（44）５月６日、国の「緊急事態宣言」が延長されたことを踏まえ、北海道における緊急

事態措置を５月31日まで延長。

（45）５月８日、知事、札幌市長、北海道市長会長、北海道町村会長連名による緊急メッ

セージ第２弾を発表。

（46）５月８日、宿泊療養施設３棟目（「アパホテル＆リゾート札幌」）での受入開始

（最大670名程度）。

（47）５月８日、感染拡大の影響により、経済的に困窮する学生や離職を余儀なくされた

方々への臨時的な就労機会を確保するため、道の会計年度任用職員の募集を開始。

（48）５月８日、高齢者などの社会福祉施設における感染拡大防止対策を行うため「新型

コロナウイルス感染症対策チーム」に「福祉施設支援班」を設置。

（49）５月13日、「新型コロナウイルス感染症対策に関する今後の基本的考え方」を発表。
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（50）５月14日、雇用調整助成金「申請サポート窓口」を開設。

（51）５月14日、「持続化給付金サポート窓口」を開設。

（52）５月15日、北海道における緊急事態措置を改訂し、石狩振興局管内を除く地域につ

いて休業要請の一部を解除。

（53）５月15日、知事、札幌市長、北海道市長会長、北海道町村会長連名による緊急メッ

セージ第３弾を発表。
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新型コロナウイルス感染症対策の対処方針 対照表（道・政府）

道 対処方針 政府 基本的対処方針

北海道新型コロナウイルス感染症対策の対処方針 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

令和２年３月28日 令和２年３月28日

（令和２年４月７日、４月11日、４月16日、 （令和２年４月７日、４月11日、４月16日、

５月４日、５月14日、５月21日変更） ５月４日、５月14日、５月21日変更）

北海道新型コロナウイルス感染症対策本部 新型コロナウイルス感染症対策本部決定

道は、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な課題 政府は、新型コロナウイルス感染症への対策は危機管理上重大な課

であるとの認識の下、道民の生命と健康を守るため、政府及び関係者 題であるとの認識の下、国民の生命を守るため、これまで水際での対

とともに、これまで水際での対策、まん延防止、医療の提供等につい 策、まん延防止、医療の提供等について総力を挙げて講じてきた。

て総力を挙げて講じてきた。

国内においては、感染経路の不明な患者の増加している地域が散発 しかしながら、国内において、感染経路の不明な患者の増加してい

的に発生し、一部の地域で感染拡大が見られてきたため、政府では、 る地域が散発的に発生し、一部の地域で感染拡大が見られてきたため、

令和２年３月26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年 令和２年３月26日、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年

法律第31号。以下「法」という。）附則第１条の２第１項及び第２項の 法律第31号。以下「法」という。）附則第１条の２第１項及び第２項の

規定により読み替えて適用する法第14条に基づき、新型コロナウイル 規定により読み替えて適用する法第14条に基づき、新型コロナウイル

ス感染症のまん延のおそれが高いことが、厚生労働大臣から内閣総理 ス感染症のまん延のおそれが高いことが、厚生労働大臣から内閣総理

大臣に報告され、同日に、法第15条第１項に基づく政府対策本部（新 大臣に報告され、同日に、法第15条第１項に基づく政府対策本部が設

型コロナウイルス感染症対策本部）が設置され、これを受けて、道も 置された。

同日、法第22条第１項の規定に基づき、北海道新型コロナウイルス感

染症対策本部を設置した。

道民の生命と健康を守るためには、感染者数を抑えること及び医療 国民の生命を守るためには、感染者数を抑えること及び医療提供体

提供体制や社会機能を維持することが重要である。 制や社会機能を維持することが重要である。

そのうえで、まずは、後述する「三つの密」を徹底的に避ける、「人 そのうえで、まずは、後述する「三つの密」を徹底的に避ける、「人

と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」などの と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」などの

基本的な感染対策を行うことをより一層推進し、さらに、積極的疫学 基本的な感染対策を行うことをより一層推進し、さらに、積極的疫学

調査等によりクラスター（患者間の関連が認められた集団。以下「ク 調査等によりクラスター（患者間の関連が認められた集団。以下「ク

ラスター」という。）の発生を抑えることが、いわゆるオーバーシュー ラスター」という。）の発生を抑えることが、いわゆるオーバーシュー

資料２
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トと呼ばれる爆発的な感染拡大（以下「オーバーシュート」という。） トと呼ばれる爆発的な感染拡大（以下「オーバーシュート」という。）

の発生を防止し、感染者、重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止 の発生を防止し、感染者、重症者及び死亡者の発生を最小限に食い止

めるためには重要である。 めるためには重要である。

また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わ また、必要に応じ、外出自粛の要請等の接触機会の低減を組み合わ

せて実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制すること せて実施することにより、感染拡大の速度を可能な限り抑制すること

が、上記の封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させ が、上記の封じ込めを図るためにも、また、医療提供体制を崩壊させ

ないためにも、重要である。 ないためにも、重要である。

あわせて、今後、道内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等 あわせて、今後、国内で感染者数が急増した場合に備え、重症者等

への対応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備 への対応を中心とした医療提供体制等の必要な体制を整えるよう準備

することも必要である。 することも必要である。

令和２年４月７日、政府対策本部長は、 既に国内で感染が見られる新型コロナウイルス感染症に関しては、

・ 肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比 ・ 肺炎の発生頻度が、季節性インフルエンザにかかった場合に比

して相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与 して相当程度高く、国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与

えるおそれがあること えるおそれがあること

・ 感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加 ・ 感染経路が特定できない症例が多数に上り、かつ、急速な増加

が確認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、 が確認されており、医療提供体制もひっ迫してきていることから、

全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影 全国的かつ急速なまん延により国民生活及び国民経済に甚大な影

響を及ぼすおそれがある状況であること 響を及ぼすおそれがある状況であること

について総合的に判断の上、法第32条第１項に基づき、緊急事態宣言 が、総合的に判断されている。このようなことを踏まえて、令和２年

を行った。緊急事態措置を実施すべき期間は令和２年４月７日から令 ４月７日に、新型コロナウイルス感染症対策本部長は法第32条第1項に

和２年５月６日までの29日間であり、緊急事態措置を実施すべき区域 基づき、緊急事態宣言を行った。緊急事態措置を実施すべき期間は令

は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及び福岡県と 和２年４月７日から令和２年５月６日までの29日間であり、緊急事態

された。また、令和２年４月16日に、上記７都府県と同程度に感染拡 措置を実施すべき区域は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、

大が進んでいる道府県として北海道、茨城県、石川県、岐阜県、愛知 兵庫県及び福岡県とした。また、令和２年４月16日に、上記７都府県

県及び京都府について緊急事態措置を実施すべき区域に加えるととも と同程度に感染拡大が進んでいる道府県として北海道、茨城県、石川

に、都市部からの人の移動等によりクラスターが各地で発生し、感染 県、岐阜県、愛知県、京都府について緊急事態措置を実施すべき区域

が拡大傾向に見られることなどから、人の移動を最小化する観点等よ に加えるとともに、それ以外の県においても都市部からの人の移動等

り、全都道府県について緊急事態措置を実施すべき区域とすることと によりクラスターが各地で発生し、感染が拡大傾向に見られることな

された。これらの区域において緊急事態措置を実施すべき期間は、令 どから、人の移動を最小化する観点等より、全都道府県について緊急

和２年４月16日から令和２年５月６日までとされた。 事態措置を実施すべき区域とすることとした。これらの区域において

緊急事態措置を実施すべき期間は、令和２年４月16日から令和２年５
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月６日までとした。

政府対策本部において、令和２年５月４日に、感染状況の変化等に 令和２年５月４日に、感染状況の変化等について分析・評価を行っ

ついて分析・評価を行ったところ、政府や地方公共団体、医療関係者、 たところ、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者を含む

専門家、事業者を含む国民の一丸となった取組により、全国の実効再 国民の一丸となった取組により、全国の実効再生産数は１を下回って

生産数は１を下回っており、新規報告数は、オーバーシュートを免れ、 おり、新規報告数は、オーバーシュートを免れ、減少傾向に転じると

減少傾向に転じるという一定の成果が現れはじめていた一方で、全国 いう一定の成果が現れはじめていた。一方で、全国の新規報告数は未

の新規報告数は未だ１日当たり200人程度の水準となっており、引き続 だ１日当たり200人程度の水準となっており、引き続き医療提供体制が

き医療提供体制がひっ迫している地域も見られたことから、当面、新 ひっ迫している地域も見られたことから、当面、新規感染者を減少さ

規感染者を減少させる取組を継続する必要があったほか、地域や全国 せる取組を継続する必要があったほか、地域や全国で再度感染が拡大

で再度感染が拡大すれば、医療提供体制への更なる負荷が生じるおそ すれば、医療提供体制への更なる負荷が生じるおそれもあった。この

れもあるとした上で、同日、法第32条第３項に基づき、引き続き全都 ため、同日、法第32条第３項に基づき、引き続き全都道府県について

道府県について緊急事態措置を実施すべき区域とし、これらの区域に 緊急事態措置を実施すべき区域とし、これらの区域において緊急事態

おいて緊急事態措置を実施すべき期間を令和２年５月31日まで延長す 措置を実施すべき期間を令和２年５月31日まで延長することとした。

ることとされた。

政府対策本部において、令和２年５月14日には、その時点での感染 令和２年５月14日には、その時点での感染状況の変化等について分

状況の変化等について分析・評価を行い、後述する緊急事態措置を実 析・評価を行い、後述する緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあ

施すべき区域の判断にあたっての考え方（以下「区域判断にあたって たっての考え方（以下「区域判断にあたっての考え方」という。）を踏

の考え方」という。）を踏まえて総合的に判断し、同日、法第32条第3 まえて総合的に判断し、同日、法第32条第3項に基づき、緊急事態措置

項に基づき、緊急事態措置を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉 を実施すべき区域を北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京

県、東京都、神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県とする変更を行う 都府、大阪府及び兵庫県とする変更を行った。

こととされた。

また、その後、令和２年５月21日に改めて感染状況の変化等につい その後、令和２年５月21日に改めて感染状況の変化等について分析

て分析・評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合 ・評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合的に判

的に判断し、同日、法第32条第３項に基づき、緊急事態措置を実施す 断し、同日、法第32条第３項に基づき、緊急事態措置を実施すべき区

べき区域を北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県とする変更 域を北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県とする変更を行う

を行うこととされた。 こととする。

なお、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認められるとき なお、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認められるとき

は、期間内であっても速やかに緊急事態を解除することとされている。 は、期間内であっても速やかに緊急事態を解除する。

緊急事態の宣言は、新型コロナウイルス感染症の現状とともに、こ

れまでの課題に照らし合わせて、法に基づく各施策を用いて感染拡大

を防ぐとともに、この宣言の下、政府や地方公共団体、医療関係者、
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専門家、事業者を含む国民が一丸となって、基本的な感染予防の実施

や不要不急の外出の自粛、「三つの密」を避けることなど、自己への感

染を回避するとともに、他人に感染させないように徹底することが必

要である。

新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（令和２年３月28 実効性のある施策を包括的に確実かつ迅速に実行するにあたっては

日新型コロナウイルス感染症対策本部決定。令和２年５月21日変更。 クラスター対策を行う体制の強化や医療提供体制の確保が喫緊の課題

以下「政府基本的対処方針」という。）においては、緊急事態宣言の下、 であり、これまでの施策を十分な有効性を持たせて実施していくとと

クラスター対策を行う体制の強化や医療提供体制の確保など、これま もに、特に不要不急の外出などの外出自粛の要請等を強力に行い、人

での施策を十分な有効性を持たせて実施していくとともに、基本的な と人との接触を徹底的に低減することで、必要な対策を実施すること

感染予防の実施、自己や他人への感染を避けるため不要不急の外出の とする。

自粛や「三つの密」を避けるなど人と人との接触を徹底的に低減する こうした対策を国民一丸となって実施することができれば、効果的

ことなど、各種対策を政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事 なクラスター対策による感染拡大の防止及び重症者をはじめとする感

業者を含む国民が一丸となって実施することができれば、効果的なク 染者の治療を十分に行うことができる水準にまで、新規報告数を減少

ラスター対策による感染拡大の防止及び重症者をはじめとする感染者 させ、ひいては重症者数を減少させることが可能である。新規報告数

の治療を十分に行うことができる水準にまで、新規報告数を減少させ、 が、こうした水準まで減少すれば、「三つの密」を徹底的に避ける、「人

ひいては重症者数を減少させることが可能であるとされている。また、 と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」などの

新規報告数が、こうした水準まで減少すれば、「三つの密」を徹底的に 基本的な感染対策を継続するという、感染拡大を予防する新しい生活

避ける、「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛 様式が普及されることを前提としつつ、感染拡大の防止と社会経済活

生」などの基本的な感染対策を継続するという、感染拡大を予防する 動の維持の両立が持続的に可能となる。

新しい生活様式が普及されることを前提としつつ、感染拡大の防止と

社会経済活動の維持の両立が持続的に可能となるとされている。

なお、政府としては、緊急事態宣言を延長しても、引き続き、社会

経済活動への影響を最小限に留め、諸外国で行われている「ロックダ

ウン」（都市封鎖）のような施策は実施しない。

道内では、令和２年２月下旬から感染者が急増し、爆発的な感染拡

大が懸念される中、道民の生命と健康を保護することを最優先に、一

日も早くこの問題を終息させ、道民生活への影響を最小限にするため、

全国に先駆けて学校休業を実施するほか、２月28日に緊急事態を宣言

し、週末の外出を控えていただくなどの具体的な行動をお願いしたと

ころである。こうした取組を通じ、道民一人一人の意識や行動に一定

の変化が生じたこと等により、急激な感染拡大には至らず、３月19日



- 5 -

をもって宣言は終了した。

４月７日には、政府が行った緊急事態宣言を踏まえ、５月６日まで

の間を「新型コロナウイルス感染症集中対策期間」とし、基本的な感

染予防の実施や「三つの密」が同時に重なる場を避けることなど、道

民一丸となって感染拡大防止の取組を強化してきた。

４月12日には、札幌市において患者数が増加している状況を踏まえ、

第２の波とも言える感染拡大の危機を早期に収束させるため、「北海道

・札幌市緊急共同宣言」を行い、札幌市民の方について、感染リスク

を高めるような不要不急の外出を控えるようお願いするとともに、他

の地域の方についても、感染リスクを高めるような札幌市との不要不

急の往来を控えるようお願いするなど、緊急的な対応を進めてきた。

さらに、４月16日、政府基本的対処方針において、北海道が緊急事

態措置を実施すべき区域に加えられたことを受け、４月17日には北海

道における緊急事態措置を決定し、外出自粛の要請や休業の要請等を

実施し、５月４日には、政府基本的対処方針において、北海道が引き

続き緊急事態措置を実施すべき区域とされたことを受け、感染拡大防

止策の強化を行った。

また、５月14日には、政府基本的対処方針の変更や、道内では地域

ごとに感染状況等が大きく異なっていたことを踏まえ、緊急事態措置

の見直しを行いつつ、感染拡大防止の取組を継続していくこととした。

今般、政府基本的対処方針において北海道が引き続き緊急事態措置

を実施すべき区域とされたことを踏まえ、道内の感染状況を勘案して

緊急事態措置を見直すとともに、感染拡大防止の取組を継続していく

こととした。

本方針（以下「道対処方針」という。）は、道民の生命と健康を守る 本指針は、国民の生命を守るため、新型コロナウイルス感染症をめ

ため、新型コロナウイルス感染症をめぐる状況を的確に把握し、道や ぐる状況を的確に把握し、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、

国・市町村、医療関係者、専門家、事業者を含む道民が一丸となって、 事業者を含む国民が一丸となって、新型コロナウイルス感染症対策を

新型コロナウイルス感染症対策をさらに進めていくため、政府基本的 さらに進めていくため、今後講じるべき対策を現時点で整理し、対策

対処方針に従い、今後講じるべき対策を現時点で整理し、道内関係者 を実施するにあたって準拠となるべき統一的指針を示すものである。

が対策を実施するにあたって準拠となるべき統一的指針を示すもので

ある。
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一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実

北海道においては、令和２年１月28日に最初の感染者が確認された

後、５月19日までに、合計1,018人の感染者、77人の死亡者が確認され

ている。また、国内では、令和２年１月15日に最初の感染者が確認さ 我が国においては、令和２年１月15日に最初の感染者が確認された

れた後、５月19日までに、合計46都道府県において合計16,212人の感 後、５月19日までに、合計46都道府県において合計16,212人の感染者、

染者、771人の死亡者が確認されている。 771人の死亡者が確認されている。

都道府県別の動向としては、東京都及び大阪府、北海道、茨城県、 都道府県別の動向としては、東京都及び大阪府、北海道、茨城県、

埼玉県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府、兵庫 埼玉県、千葉県、神奈川県、石川県、岐阜県、愛知県、京都府、兵庫

県、福岡県の13都道府県については、累積患者数が100人を超えると 県、福岡県の13都道府県については、累積患者数が100人を超えると

ともに、感染経路が不明な感染者数が半数程度以上に及んでおり、ま ともに、感染経路が不明な感染者数が半数程度以上に及んでおり、ま

た直近１週間の倍加時間が10日未満であったことなどから、特に重点 た直近１週間の倍加時間が10日未満であったことなどから、特に重点

的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある都道府県と 的に感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある都道府県と

して、政府基本的対処方針において特定都道府県（緊急事態宣言の対 して、本対処方針において特定都道府県（緊急事態宣言の対象区域に

象区域に属する都道府県）の中でも「特定警戒都道府県」と称して対 属する都道府県）の中でも「特定警戒都道府県」と称して対策を促し

策を促されてきた。 てきた。

また、これら特定警戒都道府県以外の県についても、都市部からの また、これら特定警戒都道府県以外の県についても、都市部からの人

人の移動等によりクラスターが都市部以外の地域でも発生し、感染拡 の移動等によりクラスターが都市部以外の地域でも発生し、感染拡大

大の傾向が見られ、そのような地域においては、医療提供体制が十分 の傾向が見られ、そのような地域においては、医療提供体制が十分に

に整っていない場合も多く、感染が拡大すれば、医療が機能不全に陥 整っていない場合も多く、感染が拡大すれば、医療が機能不全に陥る

る可能性が高いことや、政府、地方公共団体、医療関係者、専門家、 可能性が高いことや、政府、地方公共団体、医療関係者、専門家、事

事業者を含む国民が一丸となって感染拡大の防止に取り組むためには、 業者を含む国民が一丸となって感染拡大の防止に取り組むためには、

全都道府県が足並みをそろえた取組が行われる必要があることなどか 全都道府県が足並みをそろえた取組が行われる必要があることなどか

ら、政府基本的対処方針において、全ての都道府県について緊急事態 ら、全ての都道府県について緊急事態措置を実施すべき区域として感

措置を実施すべき区域として感染拡大の防止に向けた対策を促されて 染拡大の防止に向けた対策を促してきた。

きた。

その後、５月１日及び４日の新型コロナウイルス感染症対策専門家 その後、５月１日及び４日の新型コロナウイルス感染症対策専門家

会議（以下「専門家会議」という。）の報告においては、国内の感染状 会議（以下「専門家会議」という。）の報告においては、国内の感染状

況について、専門家会議の見解として、 況について、専門家会議の見解として、

「市民の行動変容が成果を上げ、全国的に新規感染者数は減少傾向に 「市民の行動変容が成果を上げ、全国的に新規感染者数は減少傾向に

あることは確かである。しかし、未だ、かなりの数の新規感染者数を あることは確かである。しかし、未だ、かなりの数の新規感染者数を
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認めており、現在の水準は、データが明確に立ち上がりはじめた３月 認めており、現在の水準は、データが明確に立ち上がりはじめた３月

上旬やオーバーシュートの兆候を見せ始めた３月中旬前後の新規感染 上旬やオーバーシュートの兆候を見せ始めた３月中旬前後の新規感染

者数の水準までは下回っていない状況である。」 者数の水準までは下回っていない状況である。」

「しばらくは、新規感染者数の減少傾向を維持させることを通じて、 「しばらくは、新規感染者数の減少傾向を維持させることを通じて、

今後の感染拡大が当面起こり難い程度にまで、取組を継続することの 今後の感染拡大が当面起こり難い程度にまで、取組を継続することの

必要性が示唆される。」 必要性が示唆される。」

などと指摘された。 などと指摘された。

また、医療提供体制の面については、 また、医療提供体制の面については、

「医療提供体制の拡充については、症状別の病床の役割分担を進めて 「医療提供体制の拡充については、症状別の病床の役割分担を進めて

おり、重症者・中等症については対応可能な病床の確保を図るととも おり、重症者・中等症については対応可能な病床の確保を図るととも

に、無症候や軽症例についてはホテル等での受入れを進めるなど、懸 に、無症候や軽症例についてはホテル等での受入れを進めるなど、懸

命な努力が続けられているが、特に特定警戒都道府県においては、依 命な努力が続けられているが、特に特定警戒都道府県においては、依

然として医療現場の逼迫が続いている。」 然として医療現場の逼迫が続いている。」

「新規感染者数が減少傾向に移行しても、平均的な在院期間は約2～3 「新規感染者数が減少傾向に移行しても、平均的な在院期間は約2～3

週間程度となっている。とりわけ、人工呼吸器を要するような重症患 週間程度となっている。とりわけ、人工呼吸器を要するような重症患

者については、在院期間が長期化し、その数が減少に転じにくい傾向 者については、在院期間が長期化し、その数が減少に転じにくい傾向

がある。このため、入院患者による医療機関への負荷はしばらく継続 がある。このため、入院患者による医療機関への負荷はしばらく継続

することが見込まれ、医療現場の逼迫した状況は新規感染者の発生速 することが見込まれ、医療現場の逼迫した状況は新規感染者の発生速

度の鈍化と比較しても、緩やかにしか解消されないものと考えられる。」 度の鈍化と比較しても、緩やかにしか解消されないものと考えられる。」

などと指摘された。 などと指摘された。

その上で、専門家会議の見解として、「地域や全国で再度感染が拡大 その上で、専門家会議の見解として、「地域や全国で再度感染が拡大

すれば、医療提供体制への更なる負荷が生じる恐れがあることから、 すれば、医療提供体制への更なる負荷が生じる恐れがあることから、

当面、この枠組みは維持することが望ましい。」とされた。 当面、この枠組みは維持することが望ましい。」とされた。

政府基本的対処方針においては、こうした専門家会議の見解を踏ま こうした専門家会議の見解を踏まえ、５月上旬には、未だ全国的に、

え、５月上旬には、未だ全国的に、相当数の新規報告数が確認されて 相当数の新規報告数が確認されており、今後の急激な感染拡大を抑止

おり、今後の急激な感染拡大を抑止できる程度にまで、新規感染者を できる程度にまで、新規感染者を減少させるための取組を継続する必

減少させるための取組を継続する必要があったことなどから、引き続 要があったことなどから、引き続き、それまでの枠組みを維持し、全

き、それまでの枠組みを維持し、全ての都道府県について緊急事態措 ての都道府県について緊急事態措置を実施すべき区域（特定警戒都道

置を実施すべき区域（特定警戒都道府県は前記の13都道府県とする。） 府県は前記の13都道府県とする。）として感染拡大の防止に向けた取組

として感染拡大の防止に向けた取組を進めてきた。 を進めてきた。
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その後、全国的に新規報告数の減少が見られ、また、新型コロナウ その後、全国的に新規報告数の減少が見られ、また、新型コロナウ

イルス感染症に係る重症者数も減少傾向にあることが確認され、さら イルス感染症に係る重症者数も減少傾向にあることが確認され、さら

に、病床等の確保も進み、医療提供体制のひっ迫の状況も改善してき に、病床等の確保も進み、医療提供体制のひっ迫の状況も改善してき

ているとされている。 ている。

緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあたっては、これまで基本 緊急事態措置を実施すべき区域の判断にあたっては、これまで基本

的対処方針においても示してきたとおり、以下の三点に特に着目した 的対処方針においても示してきたとおり、以下の三点に特に着目した

上で、総合的に判断する必要があるとされている（区域判断にあたっ 上で、総合的に判断する必要がある（区域判断にあたっての考え方）。

ての考え方）。

①感染の状況（疫学的状況） ①感染の状況（疫学的状況）

オーバーシュートの兆候は見られず、クラスター対策が十分に実 オーバーシュートの兆候は見られず、クラスター対策が十分に実

施可能な水準の新規報告数であるか否か。 施可能な水準の新規報告数であるか否か。

②医療提供体制 ②医療提供体制

感染者、特に重症者が増えた場合でも、十分に対応できる医療提 感染者、特に重症者が増えた場合でも、十分に対応できる医療提

供体制が整えられているか否か。 供体制が整えられているか否か。

③監視体制 ③監視体制

感染が拡大する傾向を早期に発見し、直ちに対応するための体制 感染が拡大する傾向を早期に発見し、直ちに対応するための体制

が整えられているか否か。 が整えられているか否か。

政府基本的対処方針においては、これらの点を踏まえ、特定の区域 これらの点を踏まえ、特定の区域について、緊急事態措置を実施す

について、緊急事態措置を実施する必要がなくなったと認めるにあた る必要がなくなったと認めるにあたっても、新型コロナウイルス感染

っても、新型コロナウイルス感染症の感染の状況、医療提供体制、監 症の感染の状況、医療提供体制、監視体制等を踏まえて総合的に判断

視体制等を踏まえて総合的に判断することとされている。感染の状況 する。感染の状況については、１週間単位で見て新規報告数が減少傾

については、１週間単位で見て新規報告数が減少傾向にあること、及 向にあること、及び、３月上中旬頃の新規報告数である、クラスター

び、３月上中旬頃の新規報告数である、クラスター対策が十分に実施 対策が十分に実施可能な水準にまで新規報告数が減少しており、現在

可能な水準にまで新規報告数が減少しており、現在のＰＣＲ検査の実 のＰＣＲ検査の実施状況等を踏まえ、直近１週間の累積報告数が10万

施状況等を踏まえ、直近１週間の累積報告数が10万人あたり0.5人程度 人あたり0.5人程度以下であることを目安とする。直近１週間の10万人

以下であることを目安とすることとされ、直近１週間の10万人あたり あたり累積報告数が、１人程度以下の場合には、減少傾向を確認し、

累積報告数が、１人程度以下の場合には、減少傾向を確認し、特定の 特定のクラスターや院内感染の発生状況、感染経路不明の症例の発生

クラスターや院内感染の発生状況、感染経路不明の症例の発生状況に 状況についても考慮して、総合的に判断する。医療提供体制について

ついても考慮して、総合的に判断することとされている。医療提供体 は、新型コロナウイルス感染症の重症者数が持続的に減少しており、

制については、新型コロナウイルス感染症の重症者数が持続的に減少 病床の状況に加え、都道府県新型コロナウイルス対策調整本部、協議



- 9 -

しており、病床の状況に加え、都道府県新型コロナウイルス対策調整 会の設置等により患者急増に対応可能な体制が確保されていることと

本部、協議会の設置等により患者急増に対応可能な体制が確保されて する。監視体制については、医師が必要とするＰＣＲ検査等が遅滞な

いることとされている。監視体制については、医師が必要とするＰＣ く行える体制が整備されていることとする。

Ｒ検査等が遅滞なく行える体制が整備されていることとされている。

令和２年５月14日には、以上の「区域判断にあたっての考え方」を 令和２年5月14日には、以上の「区域判断にあたっての考え方」を踏

踏まえて総合的に判断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、 まえて総合的に判断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、

神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県の８都道府県については、直近 神奈川県、京都府、大阪府及び兵庫県の８都道府県については、直近

１週間の累積報告数が10万人あたり0.5人以上であることなどから、引 １週間の累積報告数が10万人あたり0.5人以上であることなどから、引

き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に感染拡大の防止に向け き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に感染拡大の防止に向け

た取組を進めていくこととされた一方、これら以外の39県については、 た取組を進めていくこととする一方、これら以外の39県については、

緊急事態措置を実施すべき区域としないこととされた。 緊急事態措置を実施すべき区域としないこととなった。

その後、令和２年５月21日に改めて感染状況の変化等について分析 その後、令和２年５月21日に改めて感染状況の変化等について分析

・評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合的に判 ・評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合的に判

断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の５都 断したところ、北海道、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県の５都

道県については、直近１週間の累積報告数が10万人あたり0.5人以上で 道県については、直近１週間の累積報告数が10万人あたり0.5人以上で

あることなどから、引き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に あることなどから、引き続き特定警戒都道府県として、特に重点的に

感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要があるとされている。 感染拡大の防止に向けた取組を進めていく必要がある。

上記以外の42府県については、緊急事態措置を実施すべき区域とし 上記以外の42府県については、緊急事態措置を実施すべき区域とし

ないこととなるが、これらの地域においても、後述する「（３）まん延 ないこととなるが、これらの地域においても、後述する「（３）まん延

防止６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等」を 防止６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等」を

踏まえ、基本的な感染防止策の徹底等を継続する必要があるとともに、 踏まえ、基本的な感染防止策の徹底等を継続する必要があるとともに、

感染の状況等を継続的に監視し、その変化に応じて、迅速かつ適切に 感染の状況等を継続的に監視し、その変化に応じて、迅速かつ適切に

感染拡大防止の取組を行う必要があるとされている。 感染拡大防止の取組を行う必要がある。

また、再度、感染が拡大し、まん延のおそれがあると認められ、緊 また、再度、感染が拡大し、まん延のおそれがあると認められ、緊

急事態措置を実施すべき区域とするにあたっては、４月７日時点の感 急事態措置を実施すべき区域とするにあたっては、４月７日時点の感

染の状況も踏まえて、令和2年４月７日変更の基本的対処方針で示して 染の状況も踏まえて、令和2年４月７日変更の基本的対処方針で示して

きた考え方と基本的には同様の考え方に立ち、オーバーシュートの予 きた考え方と基本的には同様の考え方に立ち、オーバーシュートの予

兆が見られる場合には迅速に対応することとし、直近の報告数や倍加 兆が見られる場合には迅速に対応することとし、直近の報告数や倍加

時間、感染経路の不明な症例の割合等を踏まえて、総合的に判断する 時間、感染経路の不明な症例の割合等を踏まえて、総合的に判断する。

こととされている。

今回の感染拡大防止のための取組は道や国・市町村、医療関係者、 今回の感染拡大防止のための取組は政府、地方公共団体、医療関係
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専門家、事業者を含む道民が一丸となって行うものであることを踏ま 者、専門家、事業者を含む国民が一丸となって行うものであることを

え、地域の実情を踏まえつつ、経済社会状況にも留意し、迅速かつ適 踏まえ、地域の実情を踏まえつつ、経済社会状況にも留意し、迅速か

切に感染拡大防止のための措置を講ずることが必要である。 つ適切に感染拡大防止のための措置を講ずることが必要である。

新型コロナウイルス感染症については、下記のような特徴がある。 新型コロナウイルス感染症については、下記のような特徴がある。

・ 一般的な状況における感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染 ・ 一般的な状況における感染経路の中心は飛沫感染及び接触感染

であるが、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の一 であるが、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する等の一

定の環境下であれば、咳やくしゃみ等の症状がなくても感染を拡 定の環境下であれば、咳やくしゃみ等の症状がなくても感染を拡

大させるリスクがあるとされている。また、発症前２日の者や無 大させるリスクがあるとされている。また、発症前２日の者や無

症候の者からの感染の可能性も指摘されている。一方、人と人と 症候の者からの感染の可能性も指摘されている。一方、人と人と

の距離を確保することにより、大幅に感染リスクが下がるとされ の距離を確保することにより、大幅に感染リスクが下がるとされ

ている。 ている。

・ 集団感染が生じた場の共通点を踏まえると、特に①密閉空間（換 ・ 集団感染が生じた場の共通点を踏まえると、特に①密閉空間（換

気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集してい 気の悪い密閉空間である）、②密集場所（多くの人が密集してい

る）、③密接場面（互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発 る）、③密接場面（互いに手を伸ばしたら届く距離での会話や発

声が行われる）という３つの条件（以下「三つの密」という。） 声が行われる）という３つの条件（以下「三つの密」という。）

のある場では、感染を拡大させるリスクが高いと考えられる。ま のある場では、感染を拡大させるリスクが高いと考えられる。ま

た、これ以外の場であっても、人混みや近距離での会話、特に大 た、これ以外の場であっても、人混みや近距離での会話、特に大

きな声を出すことや歌うことにはリスクが存在すると考えられ きな声を出すことや歌うことにはリスクが存在すると考えられ

る。激しい呼気や大きな声を伴う運動についても感染リスクがあ る。激しい呼気や大きな声を伴う運動についても感染リスクがあ

る可能性が指摘されている。 る可能性が指摘されている。

・ これまで、繁華街の接待を伴う飲食店等、ライブハウス、バー、 ・ これまで、繁華街の接待を伴う飲食店等、ライブハウス、バー、

スポーツジムや運動教室等の屋内施設においてクラスターが確認 スポーツジムや運動教室等の屋内施設においてクラスターが確認

されてきたが、現在では医療機関及び福祉施設等での集団感染が されてきたが、現在では医療機関及び福祉施設等での集団感染が

見受けられる状況であり、限定的に日常生活の中での感染のリス 見受けられる状況であり、限定的に日常生活の中での感染のリス

クが生じてきているものの、広く市中で感染が拡大しているわけ クが生じてきているものの、広く市中で感染が拡大しているわけ

ではないと考えられる。 ではないと考えられる。

・ 世界保健機関（World Health Organization: ＷＨＯ）によると、 ・ 世界保健機関（World Health Organization: ＷＨＯ）によると、

現時点において潜伏期間は１-14日（一般的には約５-６日）とさ 現時点において潜伏期間は１-14日（一般的には約５-６日）とさ

れており、また、厚生労働省では、これまでの新型コロナウイル れており、また、厚生労働省では、これまでの新型コロナウイル

ス感染症の情報なども踏まえて、濃厚接触者については14日間に ス感染症の情報なども踏まえて、濃厚接触者については14日間に
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わたり健康状態を観察することとしている。 わたり健康状態を観察することとしている。

・ 新型コロナウイルスに感染すると、発熱や呼吸器症状が１週間 ・ 新型コロナウイルスに感染すると、発熱や呼吸器症状が１週間

前後持続することが多く、強いだるさ（倦怠感）や強い味覚・嗅 前後持続することが多く、強いだるさ（倦怠感）や強い味覚・嗅

覚障害を訴える人が多いことが報告されている。 覚障害を訴える人が多いことが報告されている。

・ 中国における報告（令和２年３月９日公表）では、新型コロナ ・ 中国における報告（令和２年３月９日公表）では、新型コロナ

ウイルス感染症の入院期間の中央値は11日間と、季節性インフル ウイルス感染症の入院期間の中央値は11日間と、季節性インフル

エンザの３日間よりも、長くなることが報告されている。 エンザの３日間よりも、長くなることが報告されている。

・ 罹患しても約８割は軽症で経過し、また、感染者の８割は人へ ・ 罹患しても約８割は軽症で経過し、また、感染者の８割は人へ

の感染はないと報告されている。さらに入院例も含めて治癒する の感染はないと報告されている。さらに入院例も含めて治癒する

例も多いことが報告されている。 例も多いことが報告されている。

・ 重症度としては、季節性インフルエンザと比べて死亡リスクが ・ 重症度としては、季節性インフルエンザと比べて死亡リスクが

高いことが報告されている。中国における報告（令和２年２月28 高いことが報告されている。中国における報告（令和２年２月28

日公表）では、確定患者での致死率は2.3%、中等度以上の肺炎の 日公表）では、確定患者での致死率は2.3%、中等度以上の肺炎の

割合は18.5%であることが報告されている。季節性インフルエン 割合は18.5%であることが報告されている。季節性インフルエン

ザに関しては、致死率は0.00016%-0.001%程度、肺炎の割合は1. ザに関しては、致死率は0.00016%-0.001%程度、肺炎の割合は1.

1%-4.0%、累積推計患者数に対する超過死亡者数の比は約0.1％で 1%-4.0%、累積推計患者数に対する超過死亡者数の比は約0.1％で

あることが報告されている。このように新型コロナウイルス感染 あることが報告されている。このように新型コロナウイルス感染

症における致死率及び肺炎の割合は、季節性インフルエンザに比 症における致死率及び肺炎の割合は、季節性インフルエンザに比

べて、相当程度高いと考えられる。また、特に、高齢者・基礎疾 べて、相当程度高いと考えられる。また、特に、高齢者・基礎疾

患を有する者では重症化するリスクが高いことも報告されてお 患を有する者では重症化するリスクが高いことも報告されてお

り、医療機関や介護施設等での院内感染対策、施設内感染対策が り、医療機関や介護施設等での院内感染対策、施設内感染対策が

重要となる。上記の中国における報告では、年齢ごとの死亡者の 重要となる。上記の中国における報告では、年齢ごとの死亡者の

割合は、60歳以上の者では６%であったのに対して、30歳未満の 割合は、60歳以上の者では６%であったのに対して、30歳未満の

者では0.2%であったとされている。 者では0.2%であったとされている。

・ また、日本における報告（令和２年４月30日公表）では、症例 ・ また、日本における報告（令和２年４月30日公表）では、症例

の大部分は20歳以上、重症化の割合は7.7％、致死率は2.5％であ の大部分は20歳以上、重症化の割合は7.7％、致死率は2.5％であ

り、60歳以上の者及び男性における重症化する割合及び致死率が り、60歳以上の者及び男性における重症化する割合及び致死率が

高いと報告されている。 高いと報告されている。

・ 日本国内におけるウイルスの遺伝子的な特徴を調べた研究によ ・ 日本国内におけるウイルスの遺伝子的な特徴を調べた研究によ

ると、令和２年１月から２月にかけて、中国武漢から日本国内に ると、令和２年１月から２月にかけて、中国武漢から日本国内に

侵入した新型コロナウイルスは３月末から４月中旬に封じ込めら 侵入した新型コロナウイルスは３月末から４月中旬に封じ込めら
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れた（第一波）一方で、その後欧米経由で侵入した新型コロナウ れた（第一波）一方で、その後欧米経由で侵入した新型コロナウ

イルスが日本国内に拡散したものと考えられている（第二波）。 イルスが日本国内に拡散したものと考えられている（第二波）。

・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 ・ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）第12条に基づき、 成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）第12条に基づき、

令和２年３月31日までに報告された患者における、発症日から報 令和２年３月31日までに報告された患者における、発症日から報

告日までの平均期間は9.0日であった。 告日までの平均期間は9.0日であった。

・ 新型コロナウイルス感染症の感染力を調べた台湾の研究では、 ・ 新型コロナウイルス感染症の感染力を調べた台湾の研究では、

新型コロナウイルス感染症は、発症前から発症直後の時期に最も 新型コロナウイルス感染症は、発症前から発症直後の時期に最も

感染力が高く、発症６日目以降は感染力が大きく低下することが 感染力が高く、発症６日目以降は感染力が大きく低下することが

示されている。 示されている。

・ 現時点では、対症療法が中心であるが、５月７日、レムデシビ ・ 現時点では、対症療法が中心であるが、５月７日、レムデシビ

ルが、重症患者に対する治療薬として特例承認された。これ以外 ルが、重症患者に対する治療薬として特例承認された。これ以外

のいくつかの既存の候補薬についても、患者の観察研究等が進め のいくつかの既存の候補薬についても、患者の観察研究等が進め

られている。また、５月13日に、迅速診断用の抗原検査キットが られている。また、５月13日に、迅速診断用の抗原検査キットが

承認されている。なお、現時点ではワクチンが存在しないことか 承認されている。なお、現時点ではワクチンが存在しないことか

ら、北海道新型インフルエンザ等対策行動計画（以下「北海道行 ら、新型インフルエンザ等対策政府行動計画に記載されている施

動計画」という。）に記載されている施策のうち、予防接種に係 策のうち、予防接種に係る施策については、本基本的対処方針に

る施策については、道対処方針には記載していない。 は記載していない。

・ 新型コロナウイルス感染症による日本での経済的な影響を調べ ・ 新型コロナウイルス感染症による日本での経済的な影響を調べ

た研究では、クレジットカードの支出額によれば、人との接触が た研究では、クレジットカードの支出額によれば、人との接触が

多い業態や在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業態は、３月 多い業態や在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業態は、３月

以降、売り上げがより大きく減少しており、影響を受けやすい業 以降、売り上げがより大きく減少しており、影響を受けやすい業

態であったことが示されている。 態であったことが示されている。

・ 現時点では、新型コロナウイルス感染症は未だ不明な点が多い ・ 現時点では、新型コロナウイルス感染症は未だ不明な点が多い

感染症である。 感染症である。

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針及び対策 二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針

の実施に関する重要事項

道は、北海道行動計画に基づき、感染拡大を可能な限り抑制し、道

民の生命と健康を保護するとともに、道民生活及び道民経済に及ぼす

影響が最小となるようにすることを主たる目的として、以下に掲げる
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政府基本的対処方針において示された新型コロナウイルス感染症の対

処に関する全般的な方針及び対策の実施に関する重要事項に従い、国

・市町村をはじめとする関係機関等と緊密に連携を図り、北海道新型

コロナウイルス感染症対策本部において、本部長（知事）が道内市町

村等の総合調整を行うなどしながら、必要な対策を的確かつ迅速に実

施する。

なお、政府基本的対処方針が変更された際には、道対処方針につい

て、速やかに変更を検討する。

１ 政府基本的対処方針において示された全般的な方針

① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラ ① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラ

スター等の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡大の速度 スター等の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡大の速度

を抑制する。 を抑制する。

② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、重症 ② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、重症

者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 者及び死亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。

③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機 ③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機

能への影響を最小限にとどめる。 能への影響を最小限にとどめる。

④ 引き続き、地域の感染状況や医療提供体制の確保状況等を踏ま ④ 引き続き、地域の感染状況や医療提供体制の確保状況等を踏ま

えながら、段階的に社会経済の活動レベルを上げていく。その際、 えながら、段階的に社会経済の活動レベルを上げていく。その際、

感染状況は地域によって異なることから、各都道府県知事が適切 感染状況は地域によって異なることから、各都道府県知事が適切

に判断する必要があるとともに、人の移動があることから、隣県 に判断する必要があるとともに、人の移動があることから、隣県

など社会経済的につながりのある地域の感染状況に留意する必要 など社会経済的につながりのある地域の感染状況に留意する必要

がある。 がある。

⑤ 緊急事態宣言が全ての都道府県で解除された場合、外出の自粛 ⑤ 緊急事態宣言が全ての都道府県で解除された場合、外出の自粛

や施設の使用制限等は基本的に解除されることになるが、その場 や施設の使用制限等は基本的に解除されることになるが、その場

合においても、感染拡大を予防する新しい生活様式が前提となる。 合においても、感染拡大を予防する新しい生活様式が前提となる。

新しい生活様式が社会経済全体で安定的に定着するまで、一定の 新しい生活様式が社会経済全体で安定的に定着するまで、一定の

移行期間を設け、感染拡大のリスクに応じて段階的に移行するも 移行期間を設け、感染拡大のリスクに応じて段階的に移行するも

のとする。また、再度、感染の拡大が認められた場合には、速や のとする。また、再度、感染の拡大が認められた場合には、速や

かに強いまん延防止対策等を講ずる。 かに強いまん延防止対策等を講ずる。

２ 政府基本的対処方針において示された対策の実施に関する重要事 三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項
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項

（１）情報提供・共有 （１）情報提供・共有

① 政府は、以下のような、国民に対する正確で分かりやすく、か ① 政府は、以下のような、国民に対する正確で分かりやすく、か

つ状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に つ状況の変化に即応した情報提供や呼びかけを行い、行動変容に

資する啓発を進めるとともに、冷静な対応をお願いする。 資する啓発を進めるとともに、冷静な対応をお願いする。

・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。 ・ 発生状況や患者の病態等の臨床情報等の正確な情報提供。

・ 国民にわかりやすい疫学解析情報の提供。 ・ 国民にわかりやすい疫学解析情報の提供。

・ 医療提供体制及び検査体制に関するわかりやすい形での情報 ・ 医療提供体制及び検査体制に関するわかりやすい形での情報

の提供。 の提供。

・ 「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指 ・ 「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指

衛生」等の基本的な感染対策の徹底。 衛生」等の基本的な感染対策の徹底。

・ 風邪症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠 ・ 風邪症状など体調不良が見られる場合の休暇取得、学校の欠

席、外出自粛等の呼びかけ。 席、外出自粛等の呼びかけ。

・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予め電 ・ 感染リスクを下げるため、医療機関を受診する時は、予め電

話で相談することが望ましいことの呼びかけ。 話で相談することが望ましいことの呼びかけ。

・ 新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の考え方を ・ 新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の考え方を

わかりやすく周知。 わかりやすく周知。

・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係 ・ 感染者・濃厚接触者や、診療に携わった医療機関・医療関係

者その他の対策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく差 者その他の対策に携わった方々に対する誤解や偏見に基づく差

別を行わないことの呼びかけ。 別を行わないことの呼びかけ。

・ 「新しい生活様式」の在り方の周知。 ・ 「新しい生活様式」の在り方の周知。

・ 室内で「三つの密」を避ける。特に、日常生活及び職場にお ・ 室内で「三つの密」を避ける。特に、日常生活及び職場にお

いて、人混みや近距離での会話、多数の者が集まり室内におい いて、人混みや近距離での会話、多数の者が集まり室内におい

て大きな声を出すことや歌うこと、呼気が激しくなるような運 て大きな声を出すことや歌うこと、呼気が激しくなるような運

動を行うことを避けるように強く促す。飲食店等においても「三 動を行うことを避けるように強く促す。飲食店等においても「三

つの密」のある場面は避けること。 つの密」のある場面は避けること。

・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周 ・ 従業員及び学生の健康管理や感染対策の徹底についての周

知。 知。

・ 家族以外の多人数での会食を避けること。 ・ 家族以外の多人数での会食を避けること。

・ 今回の対策では、「ロックダウン」（都市封鎖）のような施策 ・ 今回の対策では、「ロックダウン」（都市封鎖）のような施策

は政府として実施しないことを周知し、国民の落ち着いた対応 は政府として実施しないことを周知し、国民の落ち着いた対応
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（不要不急の帰省や旅行など都道府県をまたいだ移動の自粛等 （不要不急の帰省や旅行など都道府県をまたいだ移動の自粛等

や商店への殺到の回避及び買い占めの防止）の呼びかけ。 や商店への殺到の回避及び買い占めの防止）の呼びかけ。

② 政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚 ② 政府は、広報担当官を中心に、官邸のウェブサイトにおいて厚

生労働省等の関係省庁のウェブサイトへのリンクを紹介するなど 生労働省等の関係省庁のウェブサイトへのリンクを紹介するなど

して有機的に連携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサー して有機的に連携させ、かつ、ソーシャルネットワーキングサー

ビス（ＳＮＳ）等の媒体も積極的に活用することで、迅速かつ積 ビス（ＳＮＳ）等の媒体も積極的に活用することで、迅速かつ積

極的に国民等への情報発信を行う。 極的に国民等への情報発信を行う。

③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていな ③ 政府は、民間企業等とも協力して、情報が必ずしも届いていな

い層に十分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。 い層に十分な情報が行き届くよう、丁寧な情報発信を行う。

④ 厚生労働省は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規 ④ 厚生労働省は、感染症の発生状況やクラスターの発生場所、規

模等について迅速に情報を公開する。 模等について迅速に情報を公開する。

⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に ⑤ 外務省は、全世界で感染が拡大していることを踏まえ、各国に

滞在する邦人等への適切な情報提供、支援を行う。 滞在する邦人等への適切な情報提供、支援を行う。

⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え、企業等の海外出張又は ⑥ 政府は、検疫所からの情報提供に加え、企業等の海外出張又は

長期の海外滞在のある事業所、留学や旅行機会の多い大学等にお 長期の海外滞在のある事業所、留学や旅行機会の多い大学等にお

いても、帰国者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・ いても、帰国者への適切な情報提供を行い、渡航の是非の判断・

確認や、帰国者に対する２週間の外出自粛の要請等の必要な対策 確認や、帰国者に対する２週間の外出自粛の要請等の必要な対策

を講じるよう周知を図る。 を講じるよう周知を図る。

⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府への適 ⑦ 政府は、国民、在留外国人、外国人旅行者及び外国政府への適

切かつ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策に 切かつ迅速な情報提供を行い、国内でのまん延防止と風評対策に

つなげる。また、政府は、日本の感染対策や感染状況の十分な理 つなげる。また、政府は、日本の感染対策や感染状況の十分な理

解を醸成するよう、諸外国に対して情報発信に努める。 解を醸成するよう、諸外国に対して情報発信に努める。

⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段 ⑧ 地方公共団体は、政府との緊密な情報連携により、様々な手段

により住民に対して地域の感染状況に応じたメッセージや注意喚 により住民に対して地域の感染状況に応じたメッセージや注意喚

起を行う。 起を行う。

⑨ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学 ⑨ 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫学

調査により得られた情報を分析し、今後の対策に資する知見をま 調査により得られた情報を分析し、今後の対策に資する知見をま

とめて、国民に還元するよう努める。 とめて、国民に還元するよう努める。

⑩ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文 ⑩ 政府は、今般の新型コロナウイルス感染症に係る事態が行政文

書の管理に関するガイドライン（平成23年４月１日内閣総理大臣 書の管理に関するガイドライン（平成23年４月１日内閣総理大臣

決定）に基づく「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた 決定）に基づく「歴史的緊急事態」と判断されたことを踏まえた
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対応を行う。地方公共団体も、これに準じた対応に努める。 対応を行う。地方公共団体も、これに準じた対応に努める。

（２）サーベイランス・情報収集 （２）サーベイランス・情報収集

① 感染症法第12条に基づく医師の届出により疑似症患者を把握し、 ① 感染症法第12条に基づく医師の届出により疑似症患者を把握し、

医師が必要と認める検査を実施する。 医師が必要と認める検査を実施する。

② 厚生労働省及び都道府県、保健所設置市、特別区（以下「都道 ② 厚生労働省及び都道府県、保健所設置市、特別区（以下「都道

府県等」という。）は、感染が拡大する傾向が見られる場合はそ 府県等」という。）は、感染が拡大する傾向が見られる場合はそ

れを迅速に察知して的確に対応できるよう、戦略的サーベイラン れを迅速に察知して的確に対応できるよう、戦略的サーベイラン

ス体制を整えておく必要がある。また、社会経済活動と感染症予 ス体制を整えておく必要がある。また、社会経済活動と感染症予

防の両立を進めるためにも感染状況を的確に把握できる体制を持 防の両立を進めるためにも感染状況を的確に把握できる体制を持

つことが重要であるとの認識の下、地方衛生研究所や民間の検査 つことが重要であるとの認識の下、地方衛生研究所や民間の検査

機関等の関係機関における検査体制の一層の強化、地域の関係団 機関等の関係機関における検査体制の一層の強化、地域の関係団

体と連携した地域外来・検査センターの設置等を迅速に進めると 体と連携した地域外来・検査センターの設置等を迅速に進めると

ともに、新しい検査技術についても医療現場に迅速に導入する。 ともに、新しい検査技術についても医療現場に迅速に導入する。

都道府県は、医療機関等の関係機関により構成される会議体を設 都道府県は、医療機関等の関係機関により構成される会議体を設

けること等により、民間の検査機関等の活用促進を含め、ＰＣＲ けること等により、民間の検査機関等の活用促進を含め、ＰＣＲ

等検査の実施体制の把握・調整等を図る。さらに、厚生労働省は、 等検査の実施体制の把握・調整等を図る。さらに、厚生労働省は、

ＰＣＲ検査及び抗原検査の役割分担について検討・評価を行う。 ＰＣＲ検査及び抗原検査の役割分担について検討・評価を行う。

また、これらを踏まえ、医療従事者はもとよりその他の濃厚接触 また、これらを踏まえ、医療従事者はもとよりその他の濃厚接触

者等に対するＰＣＲ等検査の実施の拡大に向けて取組を進める。 者等に対するＰＣＲ等検査の実施の拡大に向けて取組を進める。

③ 厚生労働省は、感染症法第12条に基づく医師の届出とは別に、 ③ 厚生労働省は、感染症法第12条に基づく医師の届出とは別に、

市中での感染状況を含め国内の流行状況等を把握するため、抗体 市中での感染状況を含め国内の流行状況等を把握するため、抗体

保有状況に関する調査など有効なサーベイランスの仕組みを構築 保有状況に関する調査など有効なサーベイランスの仕組みを構築

する。仕組みの構築にあたっては現場が混乱しないように留意す する。仕組みの構築にあたっては現場が混乱しないように留意す

る。また、インフルエンザ・肺炎死亡における、いわゆる超過死 る。また、インフルエンザ・肺炎死亡における、いわゆる超過死

亡についても、現行システムの改善も含め、適切に把握できるよ 亡についても、現行システムの改善も含め、適切に把握できるよ

う、早急に体制を整える。 う、早急に体制を整える。

④ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽減を図りつつ、 ④ 厚生労働省は、医療機関や保健所の事務負担の軽減を図りつつ、

患者等に関する情報を関係者で迅速に共有するための情報把握・ 患者等に関する情報を関係者で迅速に共有するための情報把握・

管理支援システム（Health Center Real-time Information-shari 管理支援システム（Health Center Real-time Information-shari

ng System on COVID19. ＨＥＲ－ＳＹＳ）を早急に全国展開す ng System on COVID19. ＨＥＲ－ＳＹＳ）を早急に全国展開す
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る。また、本システムを活用し、都道府県別の陽性者数やＰＣＲ る。また、本システムを活用し、都道府県別の陽性者数やＰＣＲ

等検査の実施状況などの統計データの収集・分析を行い、適宜公 等検査の実施状況などの統計データの収集・分析を行い、適宜公

表し、より効果的・効率的な対策に活用していく。 表し、より効果的・効率的な対策に活用していく。

⑤ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭＯの保有・ ⑤ 政府は、医療機関の空床状況や人工呼吸器・ＥＣＭＯの保有・

稼働状況等を迅速に把握する医療機関等情報支援システム（Gath 稼働状況等を迅速に把握する医療機関等情報支援システム（Gath

ering Medical Information System. Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営 ering Medical Information System. Ｇ－ＭＩＳ）を構築・運営

し、医療提供状況を一元的かつ即座に把握するとともに、都道府 し、医療提供状況を一元的かつ即座に把握するとともに、都道府

県等にも提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。 県等にも提供し、迅速な患者の受入調整等にも活用する。

⑥ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強 ⑥ 文部科学省及び厚生労働省は、学校等での集団発生の把握の強

化を図る。 化を図る。

⑦ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発の支援を引き続 ⑦ 政府は、迅速診断用の簡易検査キット等の開発の支援を引き続

き進め、可及的速やかに国内での供給体制を整備する。 き進め、可及的速やかに国内での供給体制を整備する。

⑧ 都道府県は、自治体間での迅速な情報共有に努めるとともに、 ⑧ 都道府県は、自治体間での迅速な情報共有に努めるとともに、

県下の感染状況について、リスク評価を行う。 県下の感染状況について、リスク評価を行う。

（３）まん延防止 （３）まん延防止

１）外出の自粛（後述する職場への出勤を除く） １）外出の自粛（後述する職場への出勤を除く）

① 特定警戒都道府県は、引き続き、「最低7割、極力8割程度の接 ① 特定警戒都道府県は、引き続き、「最低7割、極力8割程度の接

触機会の低減」を目指して、法第45条第1項に基づく外出の自粛 触機会の低減」を目指して、法第45条第1項に基づく外出の自粛

について協力の要請を行うものとする。その際、不要不急の帰 について協力の要請を行うものとする。その際、不要不急の帰

省や旅行など、都道府県をまたいで人が移動することは、感染 省や旅行など、都道府県をまたいで人が移動することは、感染

拡大防止の観点から極力避けるよう住民に促す。また、これま 拡大防止の観点から極力避けるよう住民に促す。また、これま

でにクラスターが発生している、繁華街の接待を伴う飲食店等 でにクラスターが発生している、繁華街の接待を伴う飲食店等

については、年齢等を問わず、外出を自粛するよう促す。 については、年齢等を問わず、外出を自粛するよう促す。

一方、医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い 一方、医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い

出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や 出し、必要な職場への出勤、屋外での運動や散歩など、生活や

健康の維持のために必要なものについては外出の自粛要請の対 健康の維持のために必要なものについては外出の自粛要請の対

象外とする。 象外とする。

また、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人との また、「三つの密」を徹底的に避けるとともに、「人と人との

距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」等の基 距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」等の基

本的な感染対策の徹底は当然として、接触機会の８割低減を目 本的な感染対策の徹底は当然として、接触機会の８割低減を目
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指し、あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家会議で示され 指し、あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家会議で示され

た「10のポイント」、５月１日の専門家会議で示された「新しい た「10のポイント」、５月１日の専門家会議で示された「新しい

生活様式の実践例」等を活用して住民に周知を行うものとする。 生活様式の実践例」等を活用して住民に周知を行うものとする。

② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第9項等に ② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第9項等に

基づき、不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいで人が 基づき、不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたいで人が

移動することは、感染拡大防止の観点から極力避けるよう住民 移動することは、感染拡大防止の観点から極力避けるよう住民

に促すともに、これまでにクラスターが発生している、繁華街 に促すともに、これまでにクラスターが発生している、繁華街

の接待を伴う飲食店等については、年齢等を問わず、外出を自 の接待を伴う飲食店等については、年齢等を問わず、外出を自

粛するよう促す。 粛するよう促す。

このほか、これまでにクラスターが発生しているような場や、 このほか、これまでにクラスターが発生しているような場や、

「三つの密」のある場については、これまでと同様、外出を自 「三つの密」のある場については、これまでと同様、外出を自

粛するよう促すものとする。 粛するよう促すものとする。

一方で、これら以外の外出については、5月1日及び４日の専 一方で、これら以外の外出については、5月1日及び４日の専

門家会議の提言を踏まえ、「三つの密」を徹底的に避けるととも 門家会議の提言を踏まえ、「三つの密」を徹底的に避けるととも

に、「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指 に、「人と人の距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指

衛生」等の基本的な感染対策を継続していくという、感染拡大 衛生」等の基本的な感染対策を継続していくという、感染拡大

を予防する新しい生活様式の徹底を住民に求めていくものとす を予防する新しい生活様式の徹底を住民に求めていくものとす

る。 る。

その際、今後、持続的な対策が必要になると見込まれること その際、今後、持続的な対策が必要になると見込まれること

を踏まえ、こうした新しい生活様式を定着していくことの趣旨 を踏まえ、こうした新しい生活様式を定着していくことの趣旨

や必要性について、あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家 や必要性について、あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家

会議で示された「10のポイント」、５月１日の専門家会議で示さ 会議で示された「10のポイント」、５月１日の専門家会議で示さ

れた「新しい生活様式の実践例」等を活用して住民に周知を行 れた「新しい生活様式の実践例」等を活用して住民に周知を行

うものとする。 うものとする。

なお、仮に、再度、感染の拡大傾向が認められる地域につい なお、仮に、再度、感染の拡大傾向が認められる地域につい

ては、必要に応じて、上記①と同様の行動制限を求めることを ては、必要に応じて、上記①と同様の行動制限を求めることを

検討する。 検討する。

２）催物（イベント等）の開催制限 ２）催物（イベント等）の開催制限

特定警戒都道府県及び特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、 特定警戒都道府県及び特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、

クラスターが発生するおそれがある催物（イベント等）や「三つ クラスターが発生するおそれがある催物（イベント等）や「三つ

の密」のある集まりについては、法第24条第９項及び法第45条第 の密」のある集まりについては、法第24条第９項及び法第45条第
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２項等に基づき、開催の自粛の要請等を行うものとする。特に、 ２項等に基づき、開催の自粛の要請等を行うものとする。特に、

全国的かつ大規模な催物等の開催については、リスクへの対応が 全国的かつ大規模な催物等の開催については、リスクへの対応が

整わない場合は中止又は延期するよう、主催者に慎重な対応を求 整わない場合は中止又は延期するよう、主催者に慎重な対応を求

める。なお、特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、感染防止 める。なお、特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、感染防止

策を講じた上での比較的少人数のイベント等については、適切に 策を講じた上での比較的少人数のイベント等については、適切に

対応する。ただし、リスクの態様に十分留意する。 対応する。ただし、リスクの態様に十分留意する。

また、スマートフォンを活用した接触確認アプリについては、 また、スマートフォンを活用した接触確認アプリについては、

世界各国の公衆衛生当局において開発と導入が進められていると 世界各国の公衆衛生当局において開発と導入が進められていると

ころ、我が国においても導入が検討されており、接触率の低減、 ころ、我が国においても導入が検討されており、接触率の低減、

感染の拡大防止に寄与すること等を周知する 感染の拡大防止に寄与すること等を周知する

３）施設の使用制限等（前述した催物（イベント等）の開催制限、 ３）施設の使用制限等（前述した催物（イベント等）の開催制限、

後述する学校等を除く） 後述する学校等を除く）

① 特定警戒都道府県は、法第24条第９項及び法第45条第２項等 ① 特定警戒都道府県は、法第24条第９項及び法第45条第２項等

に基づき、感染の拡大につながるおそれのある施設の使用制限 に基づき、感染の拡大につながるおそれのある施設の使用制限

の要請等を行うものとする。これらの場合における要請等にあ の要請等を行うものとする。これらの場合における要請等にあ

たっては、第１段階として法第24条第９項による協力の要請を たっては、第１段階として法第24条第９項による協力の要請を

行うこととし、それに正当な理由がないにもかかわらず応じな 行うこととし、それに正当な理由がないにもかかわらず応じな

い場合に、第２段階として法第45条第２項に基づく要請、次い い場合に、第２段階として法第45条第２項に基づく要請、次い

で同条第３項に基づく指示を行い、これらの要請及び指示の公 で同条第３項に基づく指示を行い、これらの要請及び指示の公

表を行うものとする。 表を行うものとする。

特定警戒都道府県は、法第24条第９項に基づく施設の使用制 特定警戒都道府県は、法第24条第９項に基づく施設の使用制

限等の要請を行い、また、法第45条第２項から第４項までに基 限等の要請を行い、また、法第45条第２項から第４項までに基

づく施設の使用制限等の要請、指示を行うにあたっては、国に づく施設の使用制限等の要請、指示を行うにあたっては、国に

協議の上、外出の自粛等の協力の要請の効果を見極め、専門家 協議の上、外出の自粛等の協力の要請の効果を見極め、専門家

の意見も聴きつつ行うものとする。政府は、新型コロナウイル の意見も聴きつつ行うものとする。政府は、新型コロナウイル

ス感染症の特性及び感染の状況を踏まえ、施設の使用制限等の ス感染症の特性及び感染の状況を踏まえ、施設の使用制限等の

要請、指示の対象となる施設等の所要の規定の整備を行うもの 要請、指示の対象となる施設等の所要の規定の整備を行うもの

とする。 とする。

なお、施設の使用制限の要請等を検討するにあたっては、こ なお、施設の使用制限の要請等を検討するにあたっては、こ

れまでの対策に係る施設の種別ごとの効果やリスクの態様、対 れまでの対策に係る施設の種別ごとの効果やリスクの態様、対

策が長く続くことによる社会経済や住民の生活・健康等への影 策が長く続くことによる社会経済や住民の生活・健康等への影
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響について留意し、地域の感染状況等に応じて、各都道府県知 響について留意し、地域の感染状況等に応じて、各都道府県知

事が適切に判断するものとする。例えば、博物館、美術館、図 事が適切に判断するものとする。例えば、博物館、美術館、図

書館などについては、住民の健康的な生活を維持するため、感 書館などについては、住民の健康的な生活を維持するため、感

染リスクも踏まえた上で、人が密集しないことなど感染防止策 染リスクも踏まえた上で、人が密集しないことなど感染防止策

を講じることを前提に開放することなどが考えられる。また、 を講じることを前提に開放することなどが考えられる。また、

屋外公園を閉鎖している場合にも、同様に対応していくことが 屋外公園を閉鎖している場合にも、同様に対応していくことが

考えられる。 考えられる。

また、特定警戒都道府県は、特定の施設等に人が集中するお また、特定警戒都道府県は、特定の施設等に人が集中するお

それがあるときは、当該施設に対して入場者の制限等の適切な それがあるときは、当該施設に対して入場者の制限等の適切な

対応を求めることとする。 対応を求めることとする。

② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第9項等に ② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第9項等に

基づく施設の使用制限の要請等については、感染拡大の防止及 基づく施設の使用制限の要請等については、感染拡大の防止及

び社会経済活動の維持の観点から、地域の実情に応じて判断を び社会経済活動の維持の観点から、地域の実情に応じて判断を

行うものとする。その際、クラスター発生の状況が一定程度、 行うものとする。その際、クラスター発生の状況が一定程度、

明らかになった中で、これまでにクラスターが発生しているよ 明らかになった中で、これまでにクラスターが発生しているよ

うな施設や、「三つの密」のある施設については、地域の感染状 うな施設や、「三つの密」のある施設については、地域の感染状

況等を踏まえ、施設の使用制限の要請等を行うことを検討する。 況等を踏まえ、施設の使用制限の要請等を行うことを検討する。

一方で、クラスターの発生が見られない施設については、「入場 一方で、クラスターの発生が見られない施設については、「入場

者の制限や誘導」「手洗いの徹底や手指の消毒設備の設置」「マ 者の制限や誘導」「手洗いの徹底や手指の消毒設備の設置」「マ

スクの着用」等の要請を行うことを含め、「三つの密」を徹底的 スクの着用」等の要請を行うことを含め、「三つの密」を徹底的

に避けること、室内の換気や人と人との距離を適切にとること に避けること、室内の換気や人と人との距離を適切にとること

などをはじめとして基本的な感染対策の徹底等を行うことにつ などをはじめとして基本的な感染対策の徹底等を行うことにつ

いて施設管理者に対して強く働きかけを行うものとする。また、 いて施設管理者に対して強く働きかけを行うものとする。また、

感染拡大の防止にあたっては、早期の導入に向けて検討を進め 感染拡大の防止にあたっては、早期の導入に向けて検討を進め

ている接触確認アプリを活用して、施設利用者に係る感染状況 ている接触確認アプリを活用して、施設利用者に係る感染状況

等の把握を行うことも有効であることを周知する。 等の把握を行うことも有効であることを周知する。

特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第９項に 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、法第24条第９項に

基づく施設の使用制限等の要請を行い、また、法第45条第２項 基づく施設の使用制限等の要請を行い、また、法第45条第２項

から第４項までに基づく施設の使用制限等の要請、指示を行う から第４項までに基づく施設の使用制限等の要請、指示を行う

にあたっては、国に協議の上、外出の自粛等の協力の要請の効 にあたっては、国に協議の上、外出の自粛等の協力の要請の効

果を見極め、専門家の意見も聴きつつ行うものとする。 果を見極め、専門家の意見も聴きつつ行うものとする。
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なお、特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、特定の施設 なお、特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、特定の施設

等に人が集中するおそれがあるときは、当該施設に対して入場 等に人が集中するおそれがあるときは、当該施設に対して入場

者の制限等の適切な対応を求める。 者の制限等の適切な対応を求める。

③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、5月4 ③ 事業者及び関係団体は、今後の持続的な対策を見据え、5月4

日専門家会議の提言を参考に、業種や施設の種別ごとにガイド 日専門家会議の提言を参考に、業種や施設の種別ごとにガイド

ラインを作成するなど、自主的な感染防止のための取組を進め ラインを作成するなど、自主的な感染防止のための取組を進め

ることとし、政府は、専門家の知見を踏まえ、関係団体等に必 ることとし、政府は、専門家の知見を踏まえ、関係団体等に必

要な情報提供や助言を行うこととする。 要な情報提供や助言を行うこととする。

４）職場への出勤等 ４）職場への出勤等

① 特定警戒都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよ ① 特定警戒都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよ

う働きかけを行うものとする。 う働きかけを行うものとする。

・ 職場への出勤は、外出自粛等の要請の対象から除かれるも ・ 職場への出勤は、外出自粛等の要請の対象から除かれるも

のであるが、引き続き、「出勤者数の7割削減」を目指すこと のであるが、引き続き、「出勤者数の7割削減」を目指すこと

も含め接触機会の低減に向け、在宅勤務（テレワーク）や、 も含め接触機会の低減に向け、在宅勤務（テレワーク）や、

出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を強力に推 出勤が必要となる職場でもローテーション勤務等を強力に推

進すること。 進すること。

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人と ・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人と

の接触を低減する取組を引き続き強力に推進すること。 の接触を低減する取組を引き続き強力に推進すること。

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消 ・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消

毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、 毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、

複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の 複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の

出勤自粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会 出勤自粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会

議の活用等）を促すとともに、「三つの密」を避ける行動を 議の活用等）を促すとともに、「三つの密」を避ける行動を

徹底するよう促すこと。 徹底するよう促すこと。

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な ・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な

業務を行う事業者及びこれらの業務を支援する事業者におい 業務を行う事業者及びこれらの業務を支援する事業者におい

ては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分 ては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分

な感染拡大防止対策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務 な感染拡大防止対策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務

を継続すること。 を継続すること。

② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、今後、持続的な対 ② 特定警戒都道府県以外の特定都道府県は、今後、持続的な対

策が必要になると見込まれることを踏まえ、事業者に対して、 策が必要になると見込まれることを踏まえ、事業者に対して、
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以下の取組を行うよう働きかけを行うものとする。 以下の取組を行うよう働きかけを行うものとする。

・ 引き続き、在宅勤務（テレワーク）を推進するとともに、 ・ 引き続き、在宅勤務（テレワーク）を推進するとともに、

職場に出勤する場合でも、ローテーション勤務、時差出勤、 職場に出勤する場合でも、ローテーション勤務、時差出勤、

自転車通勤等の人との接触を低減する取組を推進すること。 自転車通勤等の人との接触を低減する取組を推進すること。

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消 ・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消

毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、 毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、

複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の 複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の

出勤自粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会 出勤自粛、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会

議の活用等）を促すとともに、「三つの密」を避ける行動を 議の活用等）を促すとともに、「三つの密」を避ける行動を

徹底するよう促すこと。 徹底するよう促すこと。

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な ・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な

業務を行う事業者及びこれらの業務を支援する事業者におい 業務を行う事業者及びこれらの業務を支援する事業者におい

ては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分 ては、「三つの密」を避けるために必要な対策を含め、十分

な感染拡大防止対策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務 な感染拡大防止対策を講じつつ、事業の特性を踏まえ、業務

を継続すること。 を継続すること。

③ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテ ③ 政府及び地方公共団体は、在宅勤務（テレワーク）、ローテ

ーション勤務、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減す ーション勤務、時差出勤、自転車通勤等、人との接触を低減す

る取組を自ら進めるとともに、事業者に対して、支援等を行う。 る取組を自ら進めるとともに、事業者に対して、支援等を行う。

５）学校等の取扱い ５）学校等の取扱い

① 文部科学省は、「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時 ① 文部科学省は、「新型コロナウイルス感染症に対応した臨時

休業の実施に関するガイドライン」、及び５月１日に発出した 休業の実施に関するガイドライン」、及び５月１日に発出した

「新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に係 「新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業に係

る学校運営上の工夫について」等において示した臨時休業の実 る学校運営上の工夫について」等において示した臨時休業の実

施に係る考え方について 施に係る考え方について

周知を行い、地域の感染状況に応じて、感染予防に最大限配 周知を行い、地域の感染状況に応じて、感染予防に最大限配

慮した上で、段階的に学校教育活動を再開し、児童生徒等が学 慮した上で、段階的に学校教育活動を再開し、児童生徒等が学

ぶことができる環境を作っていく。都道府県は、学校設置者に ぶことができる環境を作っていく。都道府県は、学校設置者に

対し、保健管理等の感染症対策について指導するとともに、地 対し、保健管理等の感染症対策について指導するとともに、地

域の感染状況や学校関係者の感染者情報について速やかに情報 域の感染状況や学校関係者の感染者情報について速やかに情報

共有を行うものとする。 共有を行うものとする。

② 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等について、保育 ② 厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等について、保育
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の縮小や臨時休園等についての考え方を示す。その際、可能な の縮小や臨時休園等についての考え方を示す。その際、可能な

保護者に登園を控えるようお願いするなど保育等の提供を縮小 保護者に登園を控えるようお願いするなど保育等の提供を縮小

して実施することや、医療従事者や社会の機能を維持するため して実施することや、医療従事者や社会の機能を維持するため

に就業継続が必要な者、ひとり親などで仕事を休むことが困難 に就業継続が必要な者、ひとり親などで仕事を休むことが困難

な者の子ども等の保育等を確保しつつ臨時休園することの考え な者の子ども等の保育等を確保しつつ臨時休園することの考え

方を示す。 方を示す。

６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等 ６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等

① 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、今後、持続的な ① 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、今後、持続的な

対策が必要になると見込まれることを踏まえ、住民や事業者に 対策が必要になると見込まれることを踏まえ、住民や事業者に

対して、以下の取組を行うものとする。その際、緊急事態宣言 対して、以下の取組を行うものとする。その際、緊急事態宣言

の期間中は、緊急事態措置を実施すべき区域が一部残っている の期間中は、緊急事態措置を実施すべき区域が一部残っている

こと等を踏まえ、自粛要請等の緩和及び解除については、慎重 こと等を踏まえ、自粛要請等の緩和及び解除については、慎重

に対応するものとする。 に対応するものとする。

・ 「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの ・ 「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの

手指衛生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感 手指衛生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感

染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着が図られるよう、 染拡大を予防する「新しい生活様式」の定着が図られるよう、

あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家会議で示された「1 あらゆる機会を捉えて、４月22日の専門家会議で示された「1

0のポイント」、５月1日の専門家会議で示された「新しい生 0のポイント」、５月1日の専門家会議で示された「新しい生

活様式の実践例」等について住民に周知を行うこと。 活様式の実践例」等について住民に周知を行うこと。

・ 不要不急の帰省や旅行など、特定警戒都道府県をはじめと ・ 不要不急の帰省や旅行など、特定警戒都道府県をはじめと

する相対的にリスクの高い都道府県との間の人の移動は、感 する相対的にリスクの高い都道府県との間の人の移動は、感

染拡大防止の観点から避けるよう促すとともに、これまでに 染拡大防止の観点から避けるよう促すとともに、これまでに

クラスターが発生しているような施設や、「三つの密」のあ クラスターが発生しているような施設や、「三つの密」のあ

る場についても、外出を避けるよう呼びかけること。 る場についても、外出を避けるよう呼びかけること。

・ 全国的かつ大規模な催物等（一定規模以上のもの）の開催 ・ 全国的かつ大規模な催物等（一定規模以上のもの）の開催

については、リスクへの対応が整わない場合は中止又は延期 については、リスクへの対応が整わない場合は中止又は延期

するよう、主催者に慎重な対応を求めること。 するよう、主催者に慎重な対応を求めること。

・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自 ・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自

転車通勤等、人との接触を低減する取組を働きかけるととも 転車通勤等、人との接触を低減する取組を働きかけるととも

に、職場や店舗等に関して、業種ごとに策定される感染拡大 に、職場や店舗等に関して、業種ごとに策定される感染拡大

予防ガイドライン等を踏まえ、感染拡大防止のための取組が 予防ガイドライン等を踏まえ、感染拡大防止のための取組が
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適切に行われるよう働きかけること。 適切に行われるよう働きかけること。

・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三 ・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三

つの密」のある施設については、地域の感染状況等を踏まえ、 つの密」のある施設については、地域の感染状況等を踏まえ、

施設管理者等に対して必要な協力を依頼すること。 施設管理者等に対して必要な協力を依頼すること。

② 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、感染の状況等を ② 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、感染の状況等を

継続的に監視し、その変化が認められた場合、住民に適切に情 継続的に監視し、その変化が認められた場合、住民に適切に情

報提供を行い、感染拡大への警戒を呼びかけるとともに、感染 報提供を行い、感染拡大への警戒を呼びかけるとともに、感染

状況の変化等に応じて、特定警戒都道府県以外の特定都道府県 状況の変化等に応じて、特定警戒都道府県以外の特定都道府県

における取組（前記の１）②、２）、３）②、４）②）に準じ における取組（前記の１）②、２）、３）②、４）②）に準じ

て、迅速かつ適切に法第24条第9項に基づく措置等を検討する て、迅速かつ適切に法第24条第9項に基づく措置等を検討する

ものとする。 ものとする。

③ 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、①②の取組を行 ③ 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、①②の取組を行

うにあたっては、予め国と迅速に情報共有を行う。 うにあたっては、予め国と迅速に情報共有を行う。

７）水際対策 ７）水際対策

① 政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内 ① 政府は、水際対策について、国内への感染者の流入及び国内

での感染拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、 での感染拡大を防止する観点から、入国制限、渡航中止勧告、

帰国者のチェック・健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の 帰国者のチェック・健康観察等の検疫の強化、査証の制限等の

措置等を引き続き実施する。なお、厚生労働省は、関係省庁と 措置等を引き続き実施する。なお、厚生労働省は、関係省庁と

連携し、健康観察について、保健所の業務負担の軽減や体制強 連携し、健康観察について、保健所の業務負担の軽減や体制強

化等を支援する。 化等を支援する。

② 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえ ② 諸外国での新型コロナウイルス感染症の発生の状況を踏まえ

て、必要に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要 て、必要に応じ、国土交通省は、航空機の到着空港の限定の要

請等を行うとともに、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検 請等を行うとともに、厚生労働省は、特定検疫港等の指定を検

討する。 討する。

③ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法 ③ 厚生労働省は、停留に利用する施設が不足する場合には、法

第29条の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連 第29条の適用も念頭に置きつつも、必要に応じ、関係省庁と連

携して、停留に利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を 携して、停留に利用可能な施設の管理者に対して丁寧な説明を

行うことで停留施設の確保に努める。 行うことで停留施設の確保に努める。

８）クラスター対策の強化 ８）クラスター対策の強化

① 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫 ① 都道府県等は、厚生労働省や専門家と連携しつつ、積極的疫

学調査により、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自 学調査により、個々の濃厚接触者を把握し、健康観察、外出自
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粛の要請等を行うとともに、感染拡大の規模を適確に把握し、 粛の要請等を行うとともに、感染拡大の規模を適確に把握し、

適切な感染対策を行う。 適切な感染対策を行う。

② 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策にあたる専門 ② 政府は、関係機関と協力して、クラスター対策にあたる専門

家の確保及び育成を行う。 家の確保及び育成を行う。

③ 厚生労働省及び都道府県等は、関係機関と協力して、特に、 ③ 厚生労働省及び都道府県等は、関係機関と協力して、特に、

感染拡大の兆しが見られた場合には、専門家やその他人員を確 感染拡大の兆しが見られた場合には、専門家やその他人員を確

保し、その地域への派遣を行う。 保し、その地域への派遣を行う。

④ 政府及び都道府県等は、クラスター対策を抜本強化するとい ④ 政府及び都道府県等は、クラスター対策を抜本強化するとい

う観点から、保健所の体制強化に迅速に取り組む。これに関連 う観点から、保健所の体制強化に迅速に取り組む。これに関連

し、特定都道府県は、管内の市町村と迅速な情報共有を行い、 し、特定都道府県は、管内の市町村と迅速な情報共有を行い、

また、対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認める また、対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認める

ときは、法第24条に基づく総合調整を行う。さらに、都道府県 ときは、法第24条に基づく総合調整を行う。さらに、都道府県

等は、クラスターの発見に資するよう、自治体間の迅速な情報 等は、クラスターの発見に資するよう、自治体間の迅速な情報

共有に努めるとともに、政府は、対策を的確かつ迅速に実施す 共有に努めるとともに、政府は、対策を的確かつ迅速に実施す

るため必要があると認めるときは、法第20条に基づく総合調整 るため必要があると認めるときは、法第20条に基づく総合調整

を行う。 を行う。

⑤ 政府は、個人情報の保護及びプライバシーに十分配慮しなが ⑤ 政府は、個人情報の保護及びプライバシーに十分配慮しなが

ら、スマートフォン開発会社が開発しているアプリケーション ら、スマートフォン開発会社が開発しているアプリケーション

プログラミングインタフェース（ＡＰＩ）を活用した接触確認 プログラミングインタフェース（ＡＰＩ）を活用した接触確認

アプリについて、接触率の低減及び感染の拡大防止に寄与する アプリについて、接触率の低減及び感染の拡大防止に寄与する

こと等の国民理解を得つつ、新型コロナウイルス感染者等情報 こと等の国民理解を得つつ、新型コロナウイルス感染者等情報

把握・管理支援システム（ＨＥＲ -ＳＹＳ）及び保健所等と連 把握・管理支援システム（ＨＥＲ -ＳＹＳ）及び保健所等と連

携することにより、より効果的なクラスター対策につなげてい 携することにより、より効果的なクラスター対策につなげてい

く。 く。

９）その他共通的事項等 ９）その他共通的事項等

① 特定都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態 ① 特定都道府県は、地域の特性に応じた実効性のある緊急事態

措置を講じる。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるにあた 措置を講じる。特定都道府県は、緊急事態措置を講じるにあた

っては、法第５条を踏まえ、必要最小限の措置とするとともに、 っては、法第５条を踏まえ、必要最小限の措置とするとともに、

講じる措置の内容及び必要性等について、住民に対し丁寧に説 講じる措置の内容及び必要性等について、住民に対し丁寧に説

明する。特定都道府県は、緊急事態措置を実施するにあたって 明する。特定都道府県は、緊急事態措置を実施するにあたって

は、法第20条に基づき国と密接に情報共有を行う。国は、専門 は、法第20条に基づき国と密接に情報共有を行う。国は、専門
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家の意見を聴きながら、必要に応じ、特定都道府県と総合調整 家の意見を聴きながら、必要に応じ、特定都道府県と総合調整

を行う。 を行う。

② 政府及び地方公共団体は、今後、持続的な対策が必要になる ② 政府及び地方公共団体は、今後、持続的な対策が必要になる

と見込まれることから、緊急事態措置を講じるにあたっては、 と見込まれることから、緊急事態措置を講じるにあたっては、

感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を図ることに留意 感染拡大の防止と社会経済活動の維持の両立を図ることに留意

する。 する。

③ 地方公共団体は、緊急事態措置について、罰則を伴う外出禁 ③ 地方公共団体は、緊急事態措置について、罰則を伴う外出禁

止の措置や都市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロ 止の措置や都市間の交通の遮断等、諸外国で行われている「ロ

ックダウン」（都市封鎖）のような施策とは異なるものである ックダウン」（都市封鎖）のような施策とは異なるものである

ことを、政府と協力しつつ、住民に対し周知する。加えて、緊 ことを、政府と協力しつつ、住民に対し周知する。加えて、緊

急事態措置を講じること等に伴い、食料・医薬品や生活必需品 急事態措置を講じること等に伴い、食料・医薬品や生活必需品

の買い占め等の混乱が生じないよう、住民に冷静な対応を促す。 の買い占め等の混乱が生じないよう、住民に冷静な対応を促す。

④ 政府及び地方公共団体は、緊急事態措置の実施にあたっては、 ④ 政府及び地方公共団体は、緊急事態措置の実施にあたっては、

事業者の円滑な活動を支援するため、事業者からの相談窓口の 事業者の円滑な活動を支援するため、事業者からの相談窓口の

設置、物流体制の確保、ライフラインの万全の体制の確保等に 設置、物流体制の確保、ライフラインの万全の体制の確保等に

努める。 努める。

⑤ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の ⑤ 政府は、関係機関と協力して、公共交通機関その他の多数の

人が集まる施設における感染対策を徹底する。 人が集まる施設における感染対策を徹底する。

（４）医療等 （４）医療等

① 重症者等に対する医療提供に重点を置いた入院医療の提供体制 ① 重症者等に対する医療提供に重点を置いた入院医療の提供体制

の確保を進めるため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協 の確保を進めるため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協

力して、次のような対策を講じる。 力して、次のような対策を講じる。

・ 重症者等に対する医療提供に重点を置くべき地域では、入院 ・ 重症者等に対する医療提供に重点を置くべき地域では、入院

治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者（以下「軽症 治療が必要ない無症状病原体保有者及び軽症患者（以下「軽症

者等」という。）は、宿泊施設等での療養とすることで、入院 者等」という。）は、宿泊施設等での療養とすることで、入院

治療が必要な患者への医療提供体制の確保を図ること。 治療が必要な患者への医療提供体制の確保を図ること。

特に、家庭内での感染防止や症状急変時の対応のため、宿泊 特に、家庭内での感染防止や症状急変時の対応のため、宿泊

施設が十分に確保されているような地域では、軽症者等は宿泊 施設が十分に確保されているような地域では、軽症者等は宿泊

療養を基本とする。そのため、都道府県は、ホテルなどの一時 療養を基本とする。そのため、都道府県は、ホテルなどの一時

的な宿泊療養施設及び運営体制の確保に努めるとともに、国は、 的な宿泊療養施設及び運営体制の確保に努めるとともに、国は、
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都道府県と密接に連携し、その取組を支援すること。 都道府県と密接に連携し、その取組を支援すること。

子育て等の事情によりやむを得ず自宅療養を行う際には、都 子育て等の事情によりやむを得ず自宅療養を行う際には、都

道府県等は電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を把握 道府県等は電話等情報通信機器を用いて遠隔で健康状態を把握

していくとともに、医師が必要とした場合には電話等情報通信 していくとともに、医師が必要とした場合には電話等情報通信

機器を用いて診療を行う体制を整備すること。 機器を用いて診療を行う体制を整備すること。

・ 都道府県は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合に、 ・ 都道府県は、患者が入院、宿泊療養、自宅療養をする場合に、

その家族に要介護者や障害者、子ども等がいる場合は、市町村 その家族に要介護者や障害者、子ども等がいる場合は、市町村

福祉部門の協力を得て、ケアマネージャー、相談支援専門員、 福祉部門の協力を得て、ケアマネージャー、相談支援専門員、

児童相談所等と連携し、必要なサービスや支援を行うこと。 児童相談所等と連携し、必要なサービスや支援を行うこと。

・ 病床の確保について、都道府県は、関係機関の協力を得て、 ・ 病床の確保について、都道府県は、関係機関の協力を得て、

新型コロナウイルス感染症の患者を集約して優先的に受け入れ 新型コロナウイルス感染症の患者を集約して優先的に受け入れ

る医療機関の指定など、地域の医療機関の役割分担を行うとと る医療機関の指定など、地域の医療機関の役割分担を行うとと

もに、結核病床や一般の医療機関の一般病床等を活用して、ピ もに、結核病床や一般の医療機関の一般病床等を活用して、ピ

ーク時の入院患者の受入れを踏まえて、必要な病床を確保する ーク時の入院患者の受入れを踏まえて、必要な病床を確保する

こと。 こと。

また、医療機関は、ＢＣＰも踏まえ、必要に応じ、医師の判 また、医療機関は、ＢＣＰも踏まえ、必要に応じ、医師の判

断により延期が可能と考えられる予定手術や予定入院の延期を 断により延期が可能と考えられる予定手術や予定入院の延期を

検討し、空床確保に努めること。 検討し、空床確保に努めること。

さらに、都道府県は、仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病 さらに、都道府県は、仮設の診療所や病棟の設置、非稼働病

床の利用、法第48条に基づく臨時の医療施設の開設について検 床の利用、法第48条に基づく臨時の医療施設の開設について検

討すること。厚生労働省は、その検討にあたって、必要な支援 討すること。厚生労働省は、その検討にあたって、必要な支援

を行うこと。 を行うこと。

・ 都道府県は、患者受入調整や移送調整を行う体制を整備する ・ 都道府県は、患者受入調整や移送調整を行う体制を整備する

とともに、医療機関等情報支援システム（G－MIS）も活用し、 とともに、医療機関等情報支援システム（G－MIS）も活用し、

患者受入調整に必要な医療機関の情報の見える化を行っておく 患者受入調整に必要な医療機関の情報の見える化を行っておく

こと。また、厚生労働省は、都道府県が患者搬送コーディネー こと。また、厚生労働省は、都道府県が患者搬送コーディネー

ターの配置を行うことについて、必要な支援を行うこと。 ターの配置を行うことについて、必要な支援を行うこと。

・ さらに、感染拡大に伴う患者の急増に備え、都道府県は、都 ・ さらに、感染拡大に伴う患者の急増に備え、都道府県は、都

道府県域を越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を確 道府県域を越える場合も含めた広域的な患者の受入れ体制を確

保すること。 保すること。

② 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来診療・検査 ② 新型コロナウイルス感染症が疑われる患者への外来診療・検査
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体制の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力 体制の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機関と協力

して、次のような対策を講じる。 して、次のような対策を講じる。

・ 帰国者・接触者相談センターを通じて、帰国者・接触者外来 ・ 帰国者・接触者相談センターを通じて、帰国者・接触者外来

を受診することにより、適切な感染管理を行った上で、新型コ を受診することにより、適切な感染管理を行った上で、新型コ

ロナウイルス感染症が疑われる患者への外来医療を提供するこ ロナウイルス感染症が疑われる患者への外来医療を提供するこ

と。 と。

・ また、都道府県等は、関係機関と協力して、集中的に検査を ・ また、都道府県等は、関係機関と協力して、集中的に検査を

実施する機関（地域外来・検査センター）の設置や、帰国者・ 実施する機関（地域外来・検査センター）の設置や、帰国者・

接触者外来への医療従事者の派遣を行うこと。 接触者外来への医療従事者の派遣を行うこと。

また、大型テントやプレハブ、いわゆるドライブスルー方式 また、大型テントやプレハブ、いわゆるドライブスルー方式

やウォークスルー方式による診療を行うことで、効率的な診療 やウォークスルー方式による診療を行うことで、効率的な診療

・検査体制を確保すること。あわせて、検査結果を踏まえて、 ・検査体制を確保すること。あわせて、検査結果を踏まえて、

患者の振り分けや、受け入れが適切に行われるようにすること。 患者の振り分けや、受け入れが適切に行われるようにすること。

・ さらに患者が増加し、増設した帰国者・接触者外来や地域外 ・ さらに患者が増加し、増設した帰国者・接触者外来や地域外

来・検査センターでの医療提供の限度を超えるおそれがあると 来・検査センターでの医療提供の限度を超えるおそれがあると

判断する都道府県では、厚生労働省に相談の上、必要な感染予 判断する都道府県では、厚生労働省に相談の上、必要な感染予

防策を講じた上で、一般の医療機関での外来診療を行うこと。 防策を講じた上で、一般の医療機関での外来診療を行うこと。

こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を受診 こうした状況では、感染への不安から安易に医療機関を受診

することでかえって感染するリスクを高める可能性があること することでかえって感染するリスクを高める可能性があること

も踏まえ、症状が軽度である場合は、自宅での安静・療養を原 も踏まえ、症状が軽度である場合は、自宅での安静・療養を原

則とし、肺炎が疑われるような強いだるさや息苦しさがあるな 則とし、肺炎が疑われるような強いだるさや息苦しさがあるな

ど状態が変化した場合は、すぐにでもかかりつけ医等に相談し ど状態が変化した場合は、すぐにでもかかりつけ医等に相談し

た上で、受診するよう周知すること。 た上で、受診するよう周知すること。

・ 都道府県は、重症化しやすい方が来院するがんセンター、透 ・ 都道府県は、重症化しやすい方が来院するがんセンター、透

析医療機関及び産科医療機関などは、必要に応じ、新型コロナ 析医療機関及び産科医療機関などは、必要に応じ、新型コロナ

ウイルス感染症への感染が疑われる方への外来診療を原則行わ ウイルス感染症への感染が疑われる方への外来診療を原則行わ

ない医療機関として設定すること。 ない医療機関として設定すること。

・ 夏ごろまでを目途に、冬季のインフルエンザの流行を踏まえ ・ 夏ごろまでを目途に、冬季のインフルエンザの流行を踏まえ

た外来医療の在り方を検討すること。 た外来医療の在り方を検討すること。

③ 新型コロナウイルス感染症患者のみならず、他の疾患等の患者 ③ 新型コロナウイルス感染症患者のみならず、他の疾患等の患者

への対応も踏まえて地域全体の医療提供体制を整備するため、厚 への対応も踏まえて地域全体の医療提供体制を整備するため、厚
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生労働省と都道府県は、関係機関と協力して、次のような対策を 生労働省と都道府県は、関係機関と協力して、次のような対策を

講じる。 講じる。

・ 都道府県は、地域の医療機能を維持する観点から、新型コロ ・ 都道府県は、地域の医療機能を維持する観点から、新型コロ

ナウイルス感染症以外の疾患等の患者受入れも含めて、地域の ナウイルス感染症以外の疾患等の患者受入れも含めて、地域の

医療機関の役割分担を推進すること。 医療機関の役割分担を推進すること。

・ 患者と医療従事者双方の新型コロナウイルス感染症の予防の ・ 患者と医療従事者双方の新型コロナウイルス感染症の予防の

観点から、初診を含めて、電話等情報通信機器を用いた診療体 観点から、初診を含めて、電話等情報通信機器を用いた診療体

制の整備を推進すること。 制の整備を推進すること。

④ 医療従事者の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機 ④ 医療従事者の確保のため、厚生労働省と都道府県等は、関係機

関と協力して、次のような対策を講じる。 関と協力して、次のような対策を講じる。

・ 都道府県等は、現場で従事している医療従事者の休職・離職 ・ 都道府県等は、現場で従事している医療従事者の休職・離職

防止策や、潜在有資格者の現場復帰、医療現場の人材配置の転 防止策や、潜在有資格者の現場復帰、医療現場の人材配置の転

換等を推進すること。また、検査を含め、直接の医療行為以外 換等を推進すること。また、検査を含め、直接の医療行為以外

に対しては、有資格者以外の民間の人材の活用を進めること。 に対しては、有資格者以外の民間の人材の活用を進めること。

・ 厚生労働省は、都道府県が法第31条に基づく医療等の実施の ・ 厚生労働省は、都道府県が法第31条に基づく医療等の実施の

要請等を行うにあたって、必要な支援を実施すること。 要請等を行うにあたって、必要な支援を実施すること。

⑤ 医療物資の確保のため、政府と都道府県等、関係機関は協力し ⑤ 医療物資の確保のため、政府と都道府県等、関係機関は協力し

て、次のような対策を講じる。 て、次のような対策を講じる。

・ 政府及び都道府県は、医療提供体制を支える医薬品や医療機 ・ 政府及び都道府県は、医療提供体制を支える医薬品や医療機

器、医療資材の製造体制を確保し、医療機関等情報支援システ 器、医療資材の製造体制を確保し、医療機関等情報支援システ

ム（G－MIS）も活用し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提 ム（G－MIS）も活用し、必要な医療機関に迅速かつ円滑に提

供できる体制を確保するとともに、専門性を有する医療従事者 供できる体制を確保するとともに、専門性を有する医療従事者

や人工呼吸器等の必要な医療機器・物資・感染防御に必要な資 や人工呼吸器等の必要な医療機器・物資・感染防御に必要な資

材等を迅速に確保し、適切な感染対策の下での医療提供体制を 材等を迅速に確保し、適切な感染対策の下での医療提供体制を

整備すること。 整備すること。

・ 政府及び都道府県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う ・ 政府及び都道府県は、特に新型コロナウイルス感染症を疑う

患者にＰＣＲ検査や入院の受入れを行う医療機関等に対して 患者にＰＣＲ検査や入院の受入れを行う医療機関等に対して

は、マスク等の個人防護具を優先的に確保する。 は、マスク等の個人防護具を優先的に確保する。

⑥ 医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹底的に防止 ⑥ 医療機関及び高齢者施設等における施設内感染を徹底的に防止

するため、厚生労働省と地方公共団体は、関係機関と協力して、 するため、厚生労働省と地方公共団体は、関係機関と協力して、

次の事項について周知徹底を図る。 次の事項について周知徹底を図る。
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・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者において、 ・ 医療機関及び高齢者施設等の設置者において、

▸ 従事者等が感染源とならないよう、 ▸「三つの密」が生じる 従事者等が感染源とならないよう、「三つの密」が生じる

場を徹底して避けるとともに、 場を徹底して避けるとともに、

▸ ▸症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用 症状がなくても患者や利用者と接する際にはマスクを着用

する、 する、

▸ ▸手洗い・手指消毒の徹底、 手洗い・手指消毒の徹底、

▸ ▸パソコンやエレベーターのボタンなど複数の従事者が共有 パソコンやエレベーターのボタンなど複数の従事者が共有

するものは定期的に消毒する、 するものは定期的に消毒する、

▸ ▸食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をする場合、他の従 食堂や詰め所でマスクをはずして飲食をする場合、他の従

事者と一定の距離を保つ、 事者と一定の距離を保つ、

▸ ▸日々の体調を把握して少しでも調子が悪ければ自宅待機す 日々の体調を把握して少しでも調子が悪ければ自宅待機す

る、 る、

などの対策に万全を期すこと。 などの対策に万全を期すこと。

・ 医療機関及び高齢者施設等において、面会者からの感染を防 ・ 医療機関及び高齢者施設等において、面会者からの感染を防

ぐため、面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。 ぐため、面会は緊急の場合を除き一時中止すべきこと。

・ 医療機関及び高齢者施設等において、患者、利用者からの感 ・ 医療機関及び高齢者施設等において、患者、利用者からの感

染を防ぐため、感染が流行している地域では、施設での通所サ 染を防ぐため、感染が流行している地域では、施設での通所サ

ービスなどの一時利用を中止又は制限する、入院患者、利用者 ービスなどの一時利用を中止又は制限する、入院患者、利用者

の外出、外泊を制限する等の対応を検討すべきであること。 の外出、外泊を制限する等の対応を検討すべきであること。

・ 医療機関及び高齢者施設等において、入院患者、利用者等に ・ 医療機関及び高齢者施設等において、入院患者、利用者等に

ついて、新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、早急に個 ついて、新型コロナウイルス感染症を疑った場合は、早急に個

室隔離し、保健所の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、 室隔離し、保健所の指導の下、感染対策を実施し、標準予防策、

接触予防策、飛沫感染予防策を実施すること。 接触予防策、飛沫感染予防策を実施すること。

⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けるなどを含む感染 ⑦ 都道府県は、感染者と非感染者の空間を分けるなどを含む感染

防御策の更なる徹底などを通して、医療機関及び施設内での感染 防御策の更なる徹底などを通して、医療機関及び施設内での感染

の拡大に特に注意を払う。 の拡大に特に注意を払う。

また、特に感染が疑われる医療、施設従事者及び入院患者等に また、特に感染が疑われる医療、施設従事者及び入院患者等に

ついては、率先してＰＣＲ検査等を受けさせるようにする。加え ついては、率先してＰＣＲ検査等を受けさせるようにする。加え

て、手術や医療的処置前などにおいて、当該患者について医師の て、手術や医療的処置前などにおいて、当該患者について医師の

判断により、ＰＣＲ検査等が実施できる体制をとる。 判断により、ＰＣＲ検査等が実施できる体制をとる。

⑧ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、厚生労働省と都 ⑧ この他、適切な医療提供・感染管理の観点で、厚生労働省と都
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道府県は、関係機関と協力して、次の事項に取り組む。 道府県は、関係機関と協力して、次の事項に取り組む。

・ 外来での感染を防ぐため、関係機関と協力して、医療機関の ・ 外来での感染を防ぐため、関係機関と協力して、医療機関の

外来において、一般の患者も含め、混雑を生じさせないよう、 外来において、一般の患者も含め、混雑を生じさせないよう、

予約による診療や動線が適切に確保された休日夜間急患センタ 予約による診療や動線が適切に確保された休日夜間急患センタ

ーの施設活用などを推進すること。 ーの施設活用などを推進すること。

・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における ・ 妊産婦に対する感染を防止する観点から、医療機関における

動線分離等の感染対策を徹底するとともに、妊産婦が感染した 動線分離等の感染対策を徹底するとともに、妊産婦が感染した

場合であっても、安心して出産し、産後の生活が送れるよう、 場合であっても、安心して出産し、産後の生活が送れるよう、

関係機関との協力体制を構築し、適切な支援を実施すること。 関係機関との協力体制を構築し、適切な支援を実施すること。

また、関係機関と協力して、感染が疑われる妊産婦への早めの また、関係機関と協力して、感染が疑われる妊産婦への早めの

相談の呼びかけや、妊娠中の女性労働者に配慮した休みやすい 相談の呼びかけや、妊娠中の女性労働者に配慮した休みやすい

環境整備などの取組を推進すること。 環境整備などの取組を推進すること。

・ 小児医療について、関係学会等の意見を聞きながら、診療体 ・ 小児医療について、関係学会等の意見を聞きながら、診療体

制を検討し、地方公共団体と協力して体制整備を進めること。 制を検討し、地方公共団体と協力して体制整備を進めること。

・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることがで ・ 関係機関と協力して、外国人が医療を適切に受けることがで

きるよう、医療通訳の整備などを、引き続き、強化すること。 きるよう、医療通訳の整備などを、引き続き、強化すること。

・ ５月７日に特例承認されたレムデシビルの円滑な供給を図る ・ ５月７日に特例承認されたレムデシビルの円滑な供給を図る

とともに、関係省庁・関係機関とも連携し、有効な治療薬等の とともに、関係省庁・関係機関とも連携し、有効な治療薬等の

開発を加速すること。特に、他の治療で使用されている薬剤の 開発を加速すること。特に、他の治療で使用されている薬剤の

うち、効果が期待されるものについて、その効果を検証するた うち、効果が期待されるものについて、その効果を検証するた

めの臨床研究・治験等を速やかに実施すること。 めの臨床研究・治験等を速やかに実施すること。

・ ワクチンについて、関係省庁・関係機関と連携し、迅速に開 ・ ワクチンについて、関係省庁・関係機関と連携し、迅速に開

発等を進め、できるだけ早期に実用化し、国民に供給すること 発等を進め、できるだけ早期に実用化し、国民に供給すること

を目指すこと。 を目指すこと。

・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な感染 ・ 法令に基づく健康診断及び予防接種については、適切な感染

対策の下で実施されるよう、時期や時間等に配慮すること。 対策の下で実施されるよう、時期や時間等に配慮すること。

⑨ 政府は、上記に関し、地方公共団体等に対する必要な支援を行 ⑨ 政府は、上記に関し、地方公共団体等に対する必要な支援を行

う。 う。

（５）経済・雇用対策 （５）経済・雇用対策

政府は、令和２年度補正予算を含む「新型コロナウイルス感染症 政府は、令和２年度補正予算を含む「新型コロナウイルス感染症
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緊急経済対策」（令和２年４月20日閣議決定）の各施策を、国・地 緊急経済対策」（令和２年４月20日閣議決定）の各施策を、国・地

方を挙げて迅速かつ着実に実行することにより、感染拡大を防止し、 方を挙げて迅速かつ着実に実行することにより、感染拡大を防止し、

事態の早期収束に全力で取り組むとともに、雇用の維持、事業の継 事態の早期収束に全力で取り組むとともに、雇用の維持、事業の継

続、生活の下支えに万全を期す。引き続き、内外における事態の収 続、生活の下支えに万全を期す。引き続き、内外における事態の収

束までの期間と拡がり、経済や国民生活への影響を注意深く見極め、 束までの期間と拡がり、経済や国民生活への影響を注意深く見極め、

必要に応じて、時機を逸することなく臨機応変かつ果断に対応する。 必要に応じて、時機を逸することなく臨機応変かつ果断に対応する。

（６）その他重要な留意事項 （６）その他重要な留意事項

１）人権への配慮、社会課題への対応等 １）人権への配慮、社会課題への対応等

① 政府は、患者・感染者、その家族や治療・対策に携わった方 ① 政府は、患者・感染者、その家族や治療・対策に携わった方

々等の人権が侵害されている事案が見られていることから、こ 々等の人権が侵害されている事案が見られていることから、こ

うした事態が生じないよう適切に取り組む。 うした事態が生じないよう適切に取り組む。

② 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け入 ② 政府は、海外から一時帰国した児童生徒等への学校の受け入

れ支援やいじめ防止等の必要な取組を実施する。 れ支援やいじめ防止等の必要な取組を実施する。

③ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合においては、 ③ 政府及び関係機関は、各種対策を実施する場合においては、

国民の自由と権利の制限は必要最小限のものとするとともに、 国民の自由と権利の制限は必要最小限のものとするとともに、

女性や障害者などに与える影響を十分配慮して実施するものと 女性や障害者などに与える影響を十分配慮して実施するものと

する。 する。

④ 政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係 ④ 政府は、新型コロナウイルス感染症対策に従事する医療関係

者が風評被害を受けないよう、国民への普及啓発等、必要な取 者が風評被害を受けないよう、国民への普及啓発等、必要な取

組を実施する。 組を実施する。

⑤ 政府及び地方公共団体は、マスク及び個人防護具、医薬品、 ⑤ 政府及び地方公共団体は、マスク及び個人防護具、医薬品、

医薬部外品、食料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜し 医薬部外品、食料品等に係る物価の高騰及び買占め、売り惜し

みを未然に回避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第59条 みを未然に回避し又は沈静化するため、必要に応じ、法第59条

に基づく措置を講じる。 に基づく措置を講じる。

⑥ 政府は、地方公共団体と連携し、対策が長期化する中で生ず ⑥ 政府は、地方公共団体と連携し、対策が長期化する中で生ず

る様々な社会課題に対応するため、適切な支援を行う。 る様々な社会課題に対応するため、適切な支援を行う。

・ 長期間にわたる外出自粛等によるメンタルヘルスへの影響、 ・ 長期間にわたる外出自粛等によるメンタルヘルスへの影響、

配偶者暴力や児童虐待。 配偶者暴力や児童虐待。

・ 情報公開と人権との協調への配慮。 ・ 情報公開と人権との協調への配慮。

・ 営業自粛等による倒産、失業、自殺等。 ・ 営業自粛等による倒産、失業、自殺等。
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・ 社会的に孤立しがちな一人暮らしの高齢者、休業中のひと ・ 社会的に孤立しがちな一人暮らしの高齢者、休業中のひと

り親家庭等の生活。 り親家庭等の生活。

・ 外出自粛等の下での高齢者等の健康維持・介護サービス確 ・ 外出自粛等の下での高齢者等の健康維持・介護サービス確

保。 保。

⑦ 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症により ⑦ 政府及び地方公共団体は、新型コロナウイルス感染症により

亡くなられた方に対して尊厳を持ってお別れ、火葬等が行われ 亡くなられた方に対して尊厳を持ってお別れ、火葬等が行われ

るための適切な方法について、周知を行う。 るための適切な方法について、周知を行う。

２）物資・資材等の供給 ２）物資・資材等の供給

① 政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防 ① 政府は、国民や地方公共団体の要望に応じ、マスク、個人防

護具や消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要 護具や消毒薬、食料品等の増産や円滑な供給を関連事業者に要

請する。また、政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、 請する。また、政府は、感染防止や医療提供体制の確保のため、

マスク、個人防護具、人工呼吸器等の必要な物資を国の責任で マスク、個人防護具、人工呼吸器等の必要な物資を国の責任で

確保し、必要に応じ、法第54条に基づく緊急輸送の要請や法第5 確保し、必要に応じ、法第54条に基づく緊急輸送の要請や法第5

5条に基づく売渡しの要請等を行う。例えば、マスク等を国で購 5条に基づく売渡しの要請等を行う。例えば、マスク等を国で購

入し、必要な医療機関や介護施設等に優先配布することや、感 入し、必要な医療機関や介護施設等に優先配布することや、感

染拡大防止策が特に必要と考えられる地域において必要な配布 染拡大防止策が特に必要と考えられる地域において必要な配布

を行う。 を行う。

② 政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資を確保す ② 政府は、マスクや消毒薬等の国民が必要とする物資を確保す

るため、国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）第2 るため、国民生活安定緊急措置法（昭和48年法律第121号）第2

6条第１項を適用し、マスクの転売行為を禁止するとともに、過 6条第１項を適用し、マスクの転売行為を禁止するとともに、過

剰な在庫を抱えることのないよう消費者や事業者に冷静な対応 剰な在庫を抱えることのないよう消費者や事業者に冷静な対応

を呼びかける。また、政府は、繰り返し使用可能な布製マスク を呼びかける。また、政府は、繰り返し使用可能な布製マスク

の普及を進める。 の普及を進める。

③ 政府は、事態の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬の原薬を含 ③ 政府は、事態の長期化も念頭に、マスクや抗菌薬の原薬を含

む医薬品、医療機器等の医療の維持に必要な資材の安定確保に む医薬品、医療機器等の医療の維持に必要な資材の安定確保に

努めるとともに、国産化の検討を進める。 努めるとともに、国産化の検討を進める。

３）関係機関との連携の推進 ３）関係機関との連携の推進

① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共 ① 政府は、地方公共団体を含む関係機関等との双方向の情報共

有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における 有を強化し、対策の方針の迅速な伝達と、対策の現場における

状況の把握を行う。 状況の把握を行う。

② 政府は、対策の推進にあたっては、地方公共団体、経済団体 ② 政府は、対策の推進にあたっては、地方公共団体、経済団体
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等の関係者の意見を十分聴きながら進める。 等の関係者の意見を十分聴きながら進める。

③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含め ③ 地方公共団体は、保健部局のみならず、危機管理部局も含め

すべての部局が協力して対策にあたる。 すべての部局が協力して対策にあたる。

④ 政府は、国際的な連携を密にし、ＷＨＯや諸外国・地域の対 ④ 政府は、国際的な連携を密にし、ＷＨＯや諸外国・地域の対

応状況等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知 応状況等に関する情報収集に努める。また、日本で得られた知

見を積極的にＷＨＯ等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今 見を積極的にＷＨＯ等の関係機関や諸外国・地域と共有し、今

後の対策に活かしていくとともに、新型コロナウイルス感染症 後の対策に活かしていくとともに、新型コロナウイルス感染症

の拡大による影響を受ける国・地域に対する国際社会全体とし の拡大による影響を受ける国・地域に対する国際社会全体とし

ての対策に貢献する。 ての対策に貢献する。

⑤ 政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社 ⑤ 政府は、基礎医学研究及び臨床医学研究、疫学研究を含む社

会医学研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウ 会医学研究等の研究体制に対する支援を通して、新型コロナウ

イルス感染症への対策の推進を図る。 イルス感染症への対策の推進を図る。

⑥ 都道府県等は、近隣の特定都道府県等が緊急事態宣言後の様 ⑥ 都道府県等は、近隣の特定都道府県等が緊急事態宣言後の様

々な措置を行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。 々な措置を行うにあたり、その要請に応じ、必要な支援を行う。

⑦ 特定都道府県等は、緊急事態措置等を実施するにあたっては、 ⑦ 特定都道府県等は、緊急事態措置等を実施するにあたっては、

予め国と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、 予め国と協議し、迅速な情報共有を行う。政府対策本部長は、

特定都道府県が適切に緊急事態措置を講じることができるよう、 特定都道府県が適切に緊急事態措置を講じることができるよう、

専門家の意見を踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。 専門家の意見を踏まえつつ、特定都道府県と総合調整を行う。

⑧ 緊急事態宣言後の様々な措置を実施した際には、特定都道府 ⑧ 緊急事態宣言後の様々な措置を実施した際には、特定都道府

県知事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村 県知事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、特定市町村

長及び指定地方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事 長及び指定地方公共機関の長はその所在する特定都道府県知事

に、指定公共機関の長は所管の指定行政機関に、その旨及びそ に、指定公共機関の長は所管の指定行政機関に、その旨及びそ

の理由を報告する。政府対策本部長は国会に、特定都道府県知 の理由を報告する。政府対策本部長は国会に、特定都道府県知

事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、報告を受けた事 事及び指定行政機関の長は政府対策本部長に、報告を受けた事

項を報告する。 項を報告する。

４）社会機能の維持 ４）社会機能の維持

① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、 ① 政府、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、

職員における感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職 職員における感染を防ぐよう万全を尽くすとともに、万が一職

員において感染者又は濃厚接触者が確認された場合にも、職務 員において感染者又は濃厚接触者が確認された場合にも、職務

が遅滞なく行えるように対策を予め講じる。特に、テレビ会議 が遅滞なく行えるように対策を予め講じる。特に、テレビ会議

及びテレワークの活用に努める。 及びテレワークの活用に努める。
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② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、 ② 地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関は、電気、

ガス、水道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、国民 ガス、水道、公共交通、通信、金融業等の維持を通して、国民

生活及び国民経済への影響が最小となるよう公益的事業を継続 生活及び国民経済への影響が最小となるよう公益的事業を継続

する。 する。

③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じるこ ③ 政府は、指定公共機関の公益的事業の継続に支障が生じるこ

とがないよう、必要な支援を行う。 とがないよう、必要な支援を行う。

④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者 ④ 国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行う事業者

は、国民生活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。 は、国民生活及び国民経済安定のため、事業の継続を図る。

⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、 ⑤ 政府は、事業者のサービス提供水準に係る状況の把握に努め、

必要に応じ、国民への周知を図る。 必要に応じ、国民への周知を図る。

⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブルなどを防 ⑥ 政府は、空港、港湾、医療機関等におけるトラブルなどを防

止するため、必要に応じ、警戒警備を実施する。 止するため、必要に応じ、警戒警備を実施する。

⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締り ⑦ 警察は、混乱に乗じた各種犯罪を抑止するとともに、取締り

を徹底する。 を徹底する。

５）緊急事態宣言後の取組 ５）緊急事態宣言後の取組

政府は、緊急事態宣言を行った後にも、特定都道府県等や基本 政府は、緊急事態宣言を行った後にも、特定都道府県等や基本

的対処方針等諮問委員会等との定期的な情報交換を通じ、感染状 的対処方針等諮問委員会等との定期的な情報交換を通じ、感染状

況の変化、施策の実施状況等を定期的に分析・評価を行う。その 況の変化、施策の実施状況等を定期的に分析・評価を行う。その

上で、必要に応じて、国民や関係者へ情報発信を行う。また、緊 上で、必要に応じて、国民や関係者へ情報発信を行う。また、緊

急事態解除宣言を行った後にも、引き続き、警戒を行い、国内外 急事態解除宣言を行った後にも、引き続き、警戒を行い、国内外

の感染状況を分析し、それまでの知見に基づき、より有効な対策 の感染状況を分析し、それまでの知見に基づき、より有効な対策

を実施する。 を実施する。

６）その他 ６）その他

① 政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても、講ず ① 政府は、必要に応じ、他法令に基づく対応についても、講ず

ることとする。 ることとする。

② 今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かにつ ② 今後の状況が、緊急事態宣言の要件等に該当するか否かにつ

いては、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明 いては、海外での感染者の発生状況とともに、感染経路の不明

な患者やクラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療 な患者やクラスターの発生状況等の国内での感染拡大及び医療

提供体制のひっ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に 提供体制のひっ迫の状況を踏まえて、国民生活及び国民経済に

甚大な影響を及ぼすおそれがあるか否かについて、政府対策本 甚大な影響を及ぼすおそれがあるか否かについて、政府対策本

部長が基本的対処方針等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で 部長が基本的対処方針等諮問委員会の意見を十分踏まえた上で
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総合的に判断することとする。 総合的に判断することとする。

③ 政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態の継続若 ③ 政府は、基本的対処方針を変更し、又は、緊急事態の継続若

しくは終了するにあたっては、新たな科学的知見、感染状況、 しくは終了するにあたっては、新たな科学的知見、感染状況、

施策の実行状況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員 施策の実行状況等を考慮した上で、基本的対処方針等諮問委員

会の意見を十分踏まえた上で臨機応変に対応する。 会の意見を十分踏まえた上で臨機応変に対応する。

（別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 （別添）緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者

以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じて 以下事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じて

いただきつつ、事業の継続を求める。 いただきつつ、事業の継続を求める。

１．医療体制の維持 １．医療体制の維持

・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患へ ・新型コロナウイルス感染症の治療はもちろん、その他の重要疾患へ

の対応もあるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。 の対応もあるため、すべての医療関係者の事業継続を要請する。

・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・ ・医療関係者には、病院・薬局等のほか、医薬品・医療機器の輸入・

製造・販売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患 製造・販売、献血を実施する採血業、入院者への食事提供など、患

者の治療に必要なすべての物資・サービスに関わる製造業、サービ 者の治療に必要なすべての物資・サービスに関わる製造業、サービ

ス業を含む。 ス業を含む。

２．支援が必要な方々の保護の継続 ２．支援が必要な方々の保護の継続

・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するす ・高齢者、障害者など特に支援が必要な方々の居住や支援に関するす

べての関係者（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。 べての関係者（生活支援関係事業者）の事業継続を要請する。

・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の ・生活支援関係事業者には、介護老人福祉施設、障害者支援施設等の

運営関係者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者 運営関係者のほか、施設入所者への食事提供など、高齢者、障害者

などが生活する上で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、 などが生活する上で必要な物資・サービスに関わるすべての製造業、

サービス業を含む。 サービス業を含む。

３．国民の安定的な生活の確保 ３．国民の安定的な生活の確保

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサ ・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサ

ービスを提供する関係事業者の事業継続を要請する。 ービスを提供する関係事業者の事業継続を要請する。

①インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下 ①インフラ運営関係（電力、ガス、石油・石油化学・ＬＰガス、上下

水道、通信・データセンター等） 水道、通信・データセンター等）
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②飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加 ②飲食料品供給関係（農業・林業・漁業、飲食料品の輸入・製造・加

工・流通・ネット通販等） 工・流通・ネット通販等）

③生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネッ ③生活必需物資供給関係（家庭用品の輸入・製造・加工・流通・ネッ

ト通販等） ト通販等）

④食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の ④食堂、レストラン、喫茶店、宅配・テークアウト、生活必需物資の

小売関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホーム 小売関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッグストア、ホーム

センター等） センター等）

⑤家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等） ⑤家庭用品のメンテナンス関係（配管工・電気技師等）

⑥生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣 ⑥生活必需サービス（ホテル・宿泊、銭湯、理美容、ランドリー、獣

医等） 医等）

⑦ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等） ⑦ごみ処理関係（廃棄物収集・運搬、処分等）

⑧冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等） ⑧冠婚葬祭業関係（火葬の実施や遺体の死後処置に係る事業者等）

⑨メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等） ⑨メディア（テレビ、ラジオ、新聞、ネット関係者等）

⑩個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る ⑩個人向けサービス（ネット配信、遠隔教育、ネット環境維持に係る

設備・サービス、自家用車等の整備等） 設備・サービス、自家用車等の整備等）

４．社会の安定の維持 ４．社会の安定の維持

・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の ・社会の安定の維持の観点から、緊急事態措置の期間中にも、企業の

活動を維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最 活動を維持するために不可欠なサービスを提供する関係事業者の最

低限の事業継続を要請する。 低限の事業継続を要請する。

①金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカード ①金融サービス（銀行、信金・信組、証券、保険、クレジットカード

その他決済サービス等） その他決済サービス等）

②物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港 ②物流・運送サービス（鉄道、バス・タクシー・トラック、海運・港

湾管理、航空・空港管理、郵便等） 湾管理、航空・空港管理、郵便等）

③国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等） ③国防に必要な製造業・サービス業の維持（航空機、潜水艦等）

④企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキ ④企業活動・治安の維持に必要なサービス（ビルメンテナンス、セキ

ュリティ関係等） ュリティ関係等）

⑤安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、 ⑤安全安心に必要な社会基盤（河川や道路などの公物管理、公共工事、

廃棄物処理、個別法に基づく危険物管理等） 廃棄物処理、個別法に基づく危険物管理等）

⑥行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス） ⑥行政サービス等（警察、消防、その他行政サービス）

⑦育児サービス（託児所等） ⑦育児サービス（託児所等）
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５．その他 ５．その他

・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉 ・医療、製造業のうち、設備の特性上、生産停止が困難なもの（高炉

や半導体工場など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持 や半導体工場など）、医療・支援が必要な人の保護・社会基盤の維持

等に不可欠なもの（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造し 等に不可欠なもの（サプライチェーン上の重要物を含む。）を製造し

ているものについては、感染防止に配慮しつつ、継続する。また、 ているものについては、感染防止に配慮しつつ、継続する。また、

医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する事業者等にも、事 医療、国民生活・国民経済維持の業務を支援する事業者等にも、事

業継続を要請する。 業継続を要請する。





「新型コロナウイルス感染症」

感染拡大防止のための

「北海道」における緊急事態措置

【令和２年５月２２日改訂版】

資料３－１



「新型コロナウイルス感染症」感染拡大防止のための

「北海道」における緊急事態措置

区 域

期 間

実施内容

■ 外出自粛の要請等

■ 施設の使用停止・催物（イベント）の開催停止（自粛）の要請（協力依頼）

感染症のまん延防止に向けた取組

■ 感染防止の徹底

■ 「北海道ソーシャルディスタンシング」の促進

■ スーパーマーケット、公園等における感染拡大防止の要請（協力依頼）

「新しい生活様式」の実践

・北海道においては、感染状況は一時より改善しているが、いまだ
厳しい状況が続いていることから、感染症のまん延防止に向けた取組
を進めるとともに、「３つの密」を徹底的に避け、感染を予防する
「新しい生活様式」の実践に取り組んでいく。

・特措法によらない施設の使用停止（自粛）の協力依頼については、
全て解除する。

令和２年４月１７日（金）から令和２年５月３１日（日）まで

北海道内全域

1



感染症のまん延防止に向けた取組

○ 道民に対し、医療機関への通院や屋外での運動・散歩などの健康の維持増進、食
料・医薬品・生活必需品の買い出し、職場への出勤など、生活の維持に必要な場合
を除き、外出自粛を強く要請［特措法第45条第１項］

○ クラスターが多数発生しており、感染経路が不明な新規患者の多い札幌市と他の
地域との不要不急の往来自粛を強く要請［特措法第45条第１項］

○ 職場への出勤の際には、「時差出勤」や「３つの密（密閉･密集･密接）の回避」
の徹底、加えて、「在宅勤務（テレワーク）」の積極的な活用促進を要請［特措法第
24条第９項］

○ 特に、これまでクラスターが多数発生している繁華街の接待を伴う飲食店等への
外出自粛を強く要請［特措法第45条第１項］

○ 全国的なまん延防止の観点から、不要不急の帰省や旅行など、他都府県への往来
自粛を強く要請［特措法第45条第１項］

■ 外出自粛の要請等

※今後予定される国の専門家の評価等を踏まえ、感染が一定範囲に抑えられ、医療提供体制がひっ迫している状況が
解消された場合には、措置の内容の見直しを検討 2



○ 施設管理者又は催物（イベント）の主催者に対し、施設の使用停止若しくは催物
（イベント）の開催停止を要請［特措法第24条第９項］

○ 学校（大学等を除く）は５月３１日（日）まで臨時休業を要請［特措法第24条第９項］

○ 上記以外の「３つの密(密閉･密集･密接)」が重なる懸念のある集会・イベントの
開催について、自粛を要請［特措法第24条第９項］

■ 施設の使用停止・催物(イベント)の開催停止(自粛)の要請

感染症のまん延防止に向けた取組

※今後予定される国の専門家の評価等を踏まえ、感染が一定範囲に抑えられ、医療提供体制がひっ迫している状況が
解消された場合には、措置の内容の見直しを検討

3

（※） 5月25日（月）以降、施設の使用停止については、適切な感染防止対策の実施と取組

内容の可視化など、「新北海道スタイル」を実践する準備が整ったところから一部解除



○ 道民及び事業者に対し、大切な人の命を守るため、社会生活の中で、人と人との
物理的な距離（互いに手を伸ばしても届かない距離）を保つ取組【ソーシャルディ
スタンシング】を日々の行動において浸透させていくことを要請

■ 「北海道ソーシャルディスタンシング」の促進

■ スーパーマーケット、公園等における感染拡大防止の要請（協力依頼）

○ 道民及び事業者・管理者に対し、スーパーマーケット等や商店街での生活必需品
の購入や公園等での散歩など生活の維持に必要な場合においても、感染拡大防止の
ための対策が講じられるよう要請［特措法第24条第９項］

○ 道民に対し、改めて「手洗いの励行」と「咳エチケットの徹底」を強く要請

○ 事業者に対し、感染拡大防止の取組内容を可視化するなど、業種別などのガイドラ
インを参考に具体的な取組を進め、感染拡大防止に向けた対策を要請

■ 感染防止の徹底

「新しい生活様式」の徹底

道民及び事業者が互いに連携し感染拡大の防止に努め、「新しい生活様式」の実践に
取り組む「新北海道スタイル」の構築を目指し、以下の取組を進める。

4



施設の種類 要請内容 内 訳

遊興施設等

施設の使用停止

及び催物（イベ

ント）の開催の

停止要請

（＝休業要請）

キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、バー、個室付浴場業

に係る公衆浴場、ヌードスタジオ、のぞき劇場、ストリップ劇場、

個室ビデオ店、ネットカフェ、漫画喫茶、カラオケボックス、勝

馬投票券発売所、場外車券売場、ライブハウス 等

運動・遊技施設
スポーツクラブ、ホットヨガ、ヨガスタジオ、体育館、水泳場、

ボウリング場、マージャン店、パチンコ屋、ゲームセンター 等

劇場等 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 等

集会・展示施設
集会場、公会堂、展示場 等

科学館、記念館、ホテル又は旅館 (集会の用に供する部分に限

る。)  等 ※床面積の合計が1,000㎡を超えるものに限る。

商業施設
生活必需物資の小売関係等以外の店舗、生活必需サービス以外の

サービス業を営む店舗 ※床面積の合計が1,000㎡を超えるものに限る。

大学・学習塾等 大学、専修学校、各種学校などの教育施設、自動車教習所、学習

塾 等 ※床面積の合計が1,000㎡を超えるものに限る。

学校 学校（大学等を除く。）

■ 基本的に休止を要請する施設（特措法施行令第11条に該当するもの）

対象施設一覧 ①

施設の使用停止・催物(イベント)の開催停止(自粛)の要請

5

石狩振興局管内



施設の種類 要請内容 内 訳

遊興施設等

施設の使用停止

及び催物（イベ

ント）の開催の

停止要請

（＝休業要請）

キャバレー、ナイトクラブ、ダンスホール、バー、個室付浴場業

に係る公衆浴場、ヌードスタジオ、のぞき劇場、ストリップ劇場、

個室ビデオ店、カラオケボックス、勝馬投票券発売所、場外車券

売場、ライブハウス 等

運動・遊技施設 スポーツクラブ、ホットヨガ、ヨガスタジオ

■ 基本的に休止を要請する施設（特措法施行令第11条に該当するもの）

対象施設一覧 ②

施設の使用停止・催物(イベント)の開催停止(自粛)の要請

石狩振興局管内以外の地域
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施設の種類 要請内容 内 訳

医療施設 適切な感染防止対策の協力要請 病院、診療所、薬局 等

社会福祉施設
等

必要な保育等を確保した上で、
適切な感染防止対策の協力要請

保育所、学童クラブ 等

適切な感染防止対策の協力要請
通所介護その他これらに類する通所又は短期間の入所により利用
される福祉サービス又は保健医療サービスを提供する施設（通所
又は短期間の入所の用に供する部分に限る。）

生活必需物資
販売施設

適切な感染防止対策の協力要請
卸売市場、食料品売場、百貨店・ホームセンター・スーパーマー
ケット等における生活必需物資売場、コンビニエンスストア 等

食事提供施設 適切な感染防止対策等の協力要請
飲食店（居酒屋を含む。）、料理店、喫茶店 等（宅配・テイク
アウトサービスを含む。）

住宅､宿泊施設 適切な感染防止対策の協力要請 ホテル又は旅館、共同住宅、寄宿舎又は下宿 等

交通機関 等 適切な感染防止対策の協力要請
バス、タクシー、レンタカー、鉄道、船舶、航空機、物流サービ
ス（宅配等） 等

工場 等 適切な感染防止対策の協力要請 工場、作業場 等

金融機関・
官公署 等

テレワークの一層の推進を要請、
適切な感染防止対策の協力要請

銀行、証券取引所、証券会社、保険、官公署、事務所 等

その他 適切な感染防止対策の協力要請
メディア、葬儀場、銭湯、質屋、獣医、理美容、ランドリー、
ごみ処理関係 等

■ 基本的に休業要請を行わない施設（適切な感染防止対策(※)の協力を要請） ※別表参照

対象施設一覧 ③

施設の使用停止・催物(イベント)の開催停止(自粛)の要請（協力依頼）
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目 的 具体的な取組（例）

発熱者等の施設へ

の入場防止

従業員の検温・体調確認を行い、37.5度以上や体調不良の従業員の出勤を停止

来訪者の検温・体調確認を行い、37.5度以上や体調不良の来訪者の入場を制限

３つの「密」

(密閉･密集･密接)

の防止

店舗利用者の入場制限、行列を作らないための工夫や列間隔の確保

（約２ｍ間隔の確保）

換気を行う（可能であれば、２つの方向の窓を同時に開ける）

密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会議を利用）

飛沫感染、接触感

染の防止

従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

来訪者の入店時における手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

店舗・事務所内の定期的な消毒

移動時における感

染の防止

ラッシュ対策（時差出勤、自家用車・自転車・徒歩等による出勤の推進）

従業員の出勤数の制限（テレワーク等による在宅勤務の実施等）

出張の中止（電話会議やビデオ会議などを活用）、来訪者数の制限

適切な感染防止対策別 表

施設の使用停止・催物(イベント)の開催停止(自粛)の要請（協力依頼）
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目 的 要請の対象 具体的な取組（例）

スーパーマーケット
等、商店街での３密
(密閉・密集・密接)

の防止

道民の皆さま

買い物における外出を分散するため、毎日の買い物を３日に１回程度に変
える

買い物に出掛ける人数を必要最小限に絞る

食料品など、必要以上の買いだめなどはしない

事業者の皆さま

【スーパーマーケット等】
・高齢者、障がい者、ヘルプマーク着用者、妊婦など、専用の買い物時間
を設定する

・買い物カゴ数の制限による入店抑制を行う
・特売広告やポイントアップを中止する
・イートインスペースの中止・袋詰めスペースを拡大する

【商店街】
・３密防止の横断幕やチラシを作成し、商店街への来街者に注意喚起を呼
び掛ける

・特売広告やポイントアップを中止する
・カラーコーンなどによりソーシャルディスタンシングの確保を掲示する

公園等での３密(密閉･
密集・密接)の防止

道民の皆さま
少人数で混雑時を避ける

人と人との距離を適切に取る

管理者の皆さま

使い方の工夫や感染対策について、利用者への協力を呼び掛ける
・公園はすいた時間、場所を選ぶ
・施設の利用状況によっては、利用制限を行うこともあり得る旨、あら
かじめ周知

スーパーマーケット、公園等における感染拡大防止の要請（協力依頼）
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１　基本的に休止を要請する施設

　　※石狩振興局管内とは、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村の地域

　　※網掛けは５／２５以降の変更部分

うち1,000㎡

以下施設

うち1,000㎡

以下施設

キャバレー 対象 対象 対象 対象

ナイトクラブ 対象 対象 対象 対象

ダンスホール 対象 対象 対象 対象

スナック 対象 対象 対象 対象

バー 対象 対象 対象 対象

ダーツバー 対象 対象 対象 対象

パブ 対象 対象 対象 対象

個室付浴場業に係る公衆浴場 対象 対象 対象 対象

ヌードスタジオ 対象 対象 対象 対象

のぞき劇場 対象 対象 対象 対象

ストリップ劇場 対象 対象 対象 対象

性風俗店 対象 対象 対象 対象

デリヘル 対象 対象 対象 対象

アダルトショップ 対象 対象 対象 対象

個室ビデオ店 対象 対象 対象 対象

ネットカフェ 対象 対象 対象外 対象外

漫画喫茶 対象 対象 対象外 対象外

カラオケボックス 対象 対象 対象 対象

射的場 対象 対象 対象 対象

ライブハウス 対象 対象 対象 対象

場外馬（車・舟）券場 対象 対象 対象 対象

体育館 対象 対象 対象外 対象外

屋内・屋外水泳場 対象 対象 対象外 対象外

ボウリング場 対象 対象 対象外 対象外

スケート場 対象 対象 対象外 対象外

スポーツクラブ 対象 対象 対象 対象

ホットヨガ、ヨガスタジオ 対象 対象 対象 対象

ゴルフ練習場（※１） 対象外 対象外 対象外 対象外

バッティング練習場（※１） 対象外 対象外 対象外 対象外

陸上競技場（※２） 対象外 対象外 対象外 対象外

野球場（※２） 対象外 対象外 対象外 対象外

テニス場（※２） 対象外 対象外 対象外 対象外

柔剣道場 対象 対象 対象外 対象外

弓道場 対象外 対象外 対象外 対象外

マージャン店 対象 対象 対象外 対象外

パチンコ屋 対象 対象 対象外 対象外

ゲームセンター 対象 対象 対象外 対象外

テーマパーク 対象 対象 対象外 対象外

遊園地 対象 対象 対象外 対象外

劇場 対象 対象 対象外 対象外

観覧場 対象 対象 対象外 対象外

プラネタリウム 対象 対象 対象外 対象外

映画館 対象 対象 対象外 対象外

演芸場 対象 対象 対象外 対象外

新型コロナウイルス感染症に係る休業要請等の対象施設一覧（５／２５以降）

石狩振興局管内以外の地域

遊興施設等

運動・遊技施設

【要請の内容】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

※１　屋内施設は、使用停止の要請の対

象とする

※２　屋外運動施設の観客席部分につい

ては、使用停止の要請の対象とする

【要請の内容】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

カテゴリー 対象 備考

石狩振興局 管内

劇場等

【要請の内容】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

資料３－２

1 / 3 ページ



１　基本的に休止を要請する施設

　　※石狩振興局管内とは、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村の地域

　　※網掛けは５／２５以降の変更部分

うち1,000㎡

以下施設

うち1,000㎡

以下施設

新型コロナウイルス感染症に係る休業要請等の対象施設一覧（５／２５以降）

石狩振興局管内以外の地域

カテゴリー 対象 備考

石狩振興局 管内

資料３－２

集会場 対象 対象 対象外 対象外

公会堂 対象 対象 対象外 対象外

展示場 対象 対象 対象外 対象外

貸会議室 対象 対象 対象外 対象外

文化会館 対象 対象 対象外 対象外

多目的ホール 対象 対象 対象外 対象外

神社 対象外 対象外 対象外 対象外

寺院 対象外 対象外 対象外 対象外

教会 対象外 対象外 対象外 対象外

博物館 対象外 対象外 対象外 対象外

美術館 対象外 対象外 対象外 対象外

図書館 対象外 対象外 対象外 対象外

科学館 対象 対象外 対象外 対象外

記念館 対象 対象外 対象外 対象外

水族館 対象 対象外 対象外 対象外

動物園 対象 対象外 対象外 対象外

植物園 対象 対象外 対象外 対象外

ホテル（集会の用に供する部分に限る） 対象 対象外 対象外 対象外

旅館（集会の用に供する部分に限る） 対象 対象外 対象外 対象外

ペットショップ（ペットフード売場を除く） 対象 対象外 対象外 対象外

ペット美容室（トリミング） 対象 対象外 対象外 対象外

宝石類や金銀の販売店 対象 対象外 対象外 対象外

住宅展示場（集客活動を行い来場を促すもの） 対象 対象外 対象外 対象外

古物商（質屋を除く） 対象 対象外 対象外 対象外

金券ショップ 対象 対象外 対象外 対象外

古本屋 対象 対象外 対象外 対象外

おもちゃ屋、鉄道模型屋 対象 対象外 対象外 対象外

囲碁・将棋盤店 対象 対象外 対象外 対象外

DVD/ビデオショップ 対象 対象外 対象外 対象外

DVD/ビデオレンタル 対象 対象外 対象外 対象外

アウトドア用品、スポーツグッズ店 対象 対象外 対象外 対象外

ゴルフショップ 対象 対象外 対象外 対象外

土産物店 対象 対象外 対象外 対象外

旅行代理店（店舗） 対象 対象外 対象外 対象外

アイドルグッズ専門店 対象 対象外 対象外 対象外

ネイルサロン 対象 対象外 対象外 対象外

まつ毛エクステンション 対象 対象外 対象外 対象外

スーパー銭湯 対象 対象外 対象外 対象外

岩盤浴 対象 対象外 対象外 対象外

サウナ 対象 対象外 対象外 対象外

整体院（※１） 対象 対象外 対象外 対象外

エステサロン 対象 対象外 対象外 対象外

日焼けサロン 対象 対象外 対象外 対象外

脱毛サロン 対象 対象外 対象外 対象外

写真屋 対象 対象外 対象外 対象外

フォトスタジオ 対象 対象外 対象外 対象外

美術品販売 対象 対象外 対象外 対象外

展望室 対象 対象外 対象外 対象外

【床面積の合計が1000㎡超の施設】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

【床面積の合計が1000㎡以下の施設】

施設の使用停止及び催物の開催の停止に

ついて協力を依頼（特措法によらない協

力の依頼）

【要請の内容】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

集会・展示施設

【床面積の合計が1000㎡超の施設】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

【床面積の合計が1000㎡以下の施設】

石狩施設の使用停止及び催物の開催の停

止について協力を依頼。（特措法によら

ない協力の依頼）ただし、100㎡以下の

施設については、営業を継続する場合に

あっては、適切な感染防止対策の徹底を

依頼（注１）

※１　主として利用者が身体機能の維持

を目的として利用する施設は要請の対象

外。

商業施設
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１　基本的に休止を要請する施設

　　※石狩振興局管内とは、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村の地域

　　※網掛けは５／２５以降の変更部分

うち1,000㎡

以下施設

うち1,000㎡

以下施設

新型コロナウイルス感染症に係る休業要請等の対象施設一覧（５／２５以降）

石狩振興局管内以外の地域

カテゴリー 対象 備考

石狩振興局 管内

資料３－２

大学 対象 対象外 対象外 対象外

専修学校（高等専修学校を除く）・各種学校 対象 対象外 対象外 対象外

日本語学校・外国語学校 対象 対象外 対象外 対象外

インターナショナルスクール 対象 対象外 対象外 対象外

自動車教習所 対象 対象外 対象外 対象外

学習塾 対象 対象外 対象外 対象外

オンライン授業 対象外 対象外 対象外 対象外

家庭教師 対象外 対象外 対象外 対象外

英会話教室 対象 対象外 対象外 対象外

音楽教室 対象 対象外 対象外 対象外

囲碁・将棋教室 対象 対象外 対象外 対象外

生け花・茶道・書道・絵画教室 対象 対象外 対象外 対象外

そろばん教室 対象 対象外 対象外 対象外

バレエ教室 対象 対象外 対象外 対象外

体操教室 対象 対象外 対象外 対象外

幼稚園 対象 対象 対象外 対象外

小学校 対象 対象 対象外 対象外

中学校 対象 対象 対象外 対象外

義務教育学校 対象 対象 対象外 対象外

高等学校 対象 対象 対象外 対象外

高等専修学校 対象 対象 対象外 対象外

高等専門学校 対象 対象 対象外 対象外

中等教育学校 対象 対象 対象外 対象外

特別支援学校 対象 対象 対象外 対象外

（※）「対象外」の施設については、適切な感染防止対策の実施と取組内容の可視化など「新北海道スタイル」の実践を要請する。

文教施設

【要請の内容】

原則として施設の使用停止及び催物の開

催停止を要請

大学・学習塾等

【床面積の合計が1000㎡超の施設】

施設の使用停止及び催物の開催の停止を

要請

（＝休業要請）

【床面積の合計が1000㎡以下の施設】

施設の使用停止について協力を依頼。

（特措法によらない協力の依頼）ただ

し、100㎡以下の施設については、営業

を継続する場合にあっては、適切な感染

防止対策の徹底を依頼（注１）
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２　基本的に休業要請を行わない施設（適切な感染防止対策の協力を要請）

　　※石狩振興局管内とは、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村の地域

　　※網掛けは５／２５以降の変更部分

うち1,000㎡

以下施設

うち1,000㎡

以下施設

病院 対象外 対象外 対象外 対象外

診療所 対象外 対象外 対象外 対象外

歯科 対象外 対象外 対象外 対象外

薬局 対象外 対象外 対象外 対象外

鍼灸・マッサージ 対象外 対象外 対象外 対象外

接骨院 対象外 対象外 対象外 対象外

柔道整復 対象外 対象外 対象外 対象外

保育所等（幼保連携型認定こども園を含む） 対象外 対象外 対象外 対象外

学童クラブ 対象外 対象外 対象外 対象外

障がい児通所支援事業所 対象外 対象外 対象外 対象外

上記以外の児童福祉法関係の施設 対象外 対象外 対象外 対象外

障害福祉サービス等事業所 対象外 対象外 対象外 対象外

老人福祉法・介護保険法関係の施設 対象外 対象外 対象外 対象外

婦人保護施設 対象外 対象外 対象外 対象外

その他の社会福祉施設 対象外 対象外 対象外 対象外

卸売市場 対象外 対象外 対象外 対象外

食料品売場（※） 対象外 対象外 対象外 対象外

コンビニエンスストア 対象外 対象外 対象外 対象外

百貨店（生活必需品売場） 対象外 対象外 対象外 対象外

スーパーマーケット 対象外 対象外 対象外 対象外

ホームセンター（生活必需品売場） 対象外 対象外 対象外 対象外

ショッピングモール（生活必需品売場） 対象外 対象外 対象外 対象外

ガソリンスタンド 対象外 対象外 対象外 対象外

靴屋 対象外 対象外 対象外 対象外

衣料品店 対象外 対象外 対象外 対象外

雑貨屋 対象外 対象外 対象外 対象外

文房具屋 対象外 対象外 対象外 対象外

酒屋 対象外 対象外 対象外 対象外

飲食店（※１） 対象外 対象外 対象外 対象外

料理店（※１）

喫茶店（※１）

和菓子・洋菓子店（※１）

タピオカ店（※１）

居酒屋（※１）

屋形船（※１）

ホテル（集会の用に供する部分を除く） 対象外 対象外 対象外 対象外

カプセルホテル 対象外 対象外 対象外 対象外

旅館（集会の用に供する部分を除く） 対象外 対象外 対象外 対象外

民泊 対象外 対象外 対象外 対象外

共同住宅 対象外 対象外 対象外 対象外

寄宿舎 対象外 対象外 対象外 対象外

下宿 対象外 対象外 対象外 対象外

ラブホテル 対象外 対象外 対象外 対象外

ウィークリーマンション 対象外 対象外 対象外 対象外

バス 対象外 対象外 対象外 対象外

タクシー 対象外 対象外 対象外 対象外

レンタカー 対象外 対象外 対象外 対象外

電車 対象外 対象外 対象外 対象外

船舶 対象外 対象外 対象外 対象外

航空機 対象外 対象外 対象外 対象外

物流サービス（宅配等含む） 対象外 対象外 対象外 対象外

新型コロナウイルス感染症に係る休業要請等の対象施設一覧（５／２５以降）

【要請の内容】

必要な保育等を確保した上で適切な感染

防止対策の協力を要請

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

カテゴリー 対象 備考

医療施設

（※1）

石狩振興局管内以外の地域石狩振興局

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

※1　国家資格有資格者が治療を行うも

の以外の施設は、使用停止の要請の対象

とする。

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

※移動販売店舗を含む

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

生活必需物資

販売施設

食事提供施設

住宅・宿泊施設

交通機関等

社会福祉施設等

酒類提供時間短縮

に関する協力依頼

を解除

酒類提供時間短縮

に関する協力依頼

を解除

資料３－２
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２　基本的に休業要請を行わない施設（適切な感染防止対策の協力を要請）

　　※石狩振興局管内とは、札幌市、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市、石狩市、当別町、新篠津村の地域

　　※網掛けは５／２５以降の変更部分

うち1,000㎡

以下施設

うち1,000㎡

以下施設

新型コロナウイルス感染症に係る休業要請等の対象施設一覧（５／２５以降）

カテゴリー 対象 備考

石狩振興局管内以外の地域石狩振興局

資料３－２

工場 対象外 対象外 対象外 対象外

作業場 対象外 対象外 対象外 対象外

銀行 対象外 対象外 対象外 対象外

消費者金融 対象外 対象外 対象外 対象外

ＡＴＭ 対象外 対象外 対象外 対象外

証券取引所 対象外 対象外 対象外 対象外

証券会社 対象外 対象外 対象外 対象外

保険代理店 対象外 対象外 対象外 対象外

官公署 対象外 対象外 対象外 対象外

各種事務所 対象外 対象外 対象外 対象外

理髪店 対象外 対象外 対象外 対象外

美容院 対象外 対象外 対象外 対象外

銭湯（公衆浴場）　（※） 対象外 対象外 対象外 対象外

貸倉庫 対象外 対象外 対象外 対象外

郵便局 対象外 対象外 対象外 対象外

メディア 対象外 対象外 対象外 対象外

貸衣裳屋 対象外 対象外 対象外 対象外

不動産屋 対象外 対象外 対象外 対象外

結婚式場（貸衣装含む） 対象外 対象外 対象外 対象外

葬儀場・火葬場 対象外 対象外 対象外 対象外

質屋 対象外 対象外 対象外 対象外

獣医 対象外 対象外 対象外 対象外

ペットホテル 対象外 対象外 対象外 対象外

たばこ屋（たばこ専門店） 対象外 対象外 対象外 対象外

ブライダルショップ 対象外 対象外 対象外 対象外

本屋 対象外 対象外 対象外 対象外

自転車屋 対象外 対象外 対象外 対象外

家電販売店 対象外 対象外 対象外 対象外

園芸用品店 対象外 対象外 対象外 対象外

修理店（時計、靴、洋服等） 対象外 対象外 対象外 対象外

鍵屋 対象外 対象外 対象外 対象外

100円ショップ 対象外 対象外 対象外 対象外

駅売店 対象外 対象外 対象外 対象外

家具屋 対象外 対象外 対象外 対象外

自動車販売店、カー用品店 対象外 対象外 対象外 対象外

花屋 対象外 対象外 対象外 対象外

ランドリー 対象外 対象外 対象外 対象外

クリーニング店 対象外 対象外 対象外 対象外

ごみ処理関係 対象外 対象外 対象外 対象外

（※）「対象外」の施設については、適切な感染防止対策の実施と取組内容の可視化など「新北海道スタイル」の実践を要請する。

工場等

金融機関・官公

署等

その他

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

【要請の内容】

適切な感染防止対策の協力を要請

※物価統制令の対象となるもの
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 １．スタッフのマスク着用や小まめな手洗

　　いに取り組みましょう｡

 ２．スタッフの健康管理を徹底しましょう｡

 ３．施設内の定期的な換気を行いましょう｡

 ４．設備、器具などの定期的な消毒・洗浄

　　を行いましょう｡

「新北海道スタイル」安心宣言
事業者の皆様に取り組んでいただきたい

７つのポイント 

資料４ー１



 ５．人と人との接触機会を減らすことに取

　　り組みましょう｡

・ 一定の距離（２ｍ程度）の確保

・ 間仕切りなどの活用や人数制限、  

  空席の確保

 ６．お客様にも咳エチケットや手洗いを呼

　　びかけましょう｡
　

 ７．お店の取組をお客様に積極的にお知

　　らせしましょう｡



☑　 取 組 に 工 夫 を。
　　【ご参考】

　　　①　内閣官房のホームページでは、業種別のガイドラインを公表中。　　

　　　②　道庁のホームページでは、感染防止策の取組事例を公表中。
              

☑　お 店 の 取 組 を ア ピ ー ル。
　　（取組の可視化を） 

☑　 「 新 北 海 道 ス タ イ ル 」 を
　 　つ く る の は あ な た。

（記載例）

資料４ー２

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/ssg/kinkyu/korona-torikumi.htm

https://corona.go.jp/





「新北海道スタイル」安心宣言

１． 職員のマスク着用や手洗い等に取り組みます

・手洗い、マスク、咳エチケットの励行

２． 職員の健康管理を徹底します

・出勤前の健康チェックの徹底

３． 庁舎内の換気を行います

・空調設備等を活用した換気の実施

４． 庁舎・設備の定期的な消毒、清掃を行います

・アルコール消毒剤の設置

・定期的な清掃の実施

５． 人と人との接触機会を減らす取組を進めます

・エレベーター前などのフットプリント

・受付、窓口等でのビニール仕切の設置

・職員間のソーシャルディスタンスの確保

・時差出勤、休憩時間の分散、在宅勤務

６． 来庁者の皆様にも咳エチケットや手洗いをお願いします

・庁内放送による注意喚起

７． 道民の皆様方と連携し感染症に強い社会をつくります

・道民の皆様方も感染防止対策へのご協力をお願い

します。

北海道知事 鈴木 直道

北海道庁は７つの習慣化に取り組みます。

1

資料５



 

 
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ま ん 延 防 止 に 向 け て 
北 海 道 庁 は 以 下 の 取 組 を 進 め て い ま す 。  

2



道庁各所属執務室内における新型コロナウイルス感染防止対策  
１ 段ボール活用事例①          
２ 段ボール活用事例②          
３ ビニールシート活用事例          
４ デスクマット活用事例 
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道立施設の再開に向けた感染防止対策の指針

令和２年５月21日

北 海 道

趣 旨

・ 本指針は、道立施設における新型コロナウイルスの感染を防止するため、施設管

理者及び施設利用者が取り組む基本的事項をまとめたものである。

・ 道立施設については、徹底した感染防止対策を講じた上で再開することとしてお

り、今後、以下の対策を講ずるものとする。

１ 施設管理者が実施する事項

（３つの「密」の防止）

・ 「３つの密」を徹底的に避けるため、「北海道ソーシャルディスタンシング」の

取組を実施する。（約２ｍ間隔の確保）

・ 入口、展示室等は、十分な間隔をとり、立ち位置を表示する。

・ 座席等がある場合は、十分な間隔を空け（四方を空けた席配置等）対面しないよ

う利用させる。

・ 座席等を使用させないところに、「北海道ソーシャルディスタンス」を表示する。

・ 公園等の場合は、十分な間隔をとるための工夫をする。

・ 施設内（室）において、約２ｍの間隔をとれる最大入場人員を把握（１人当たり

４㎡）し、この人数を超える場合は、入場制限を実施する。（入場制限の可能性が

あることを、事前にホームページや掲示により周知する。）

なお、入場制限を実施した場合は、待ち時間が長時間にならず、かつ、間隔を空

けて順番待ちができるよう努めるなどの対応を行う。

・ 外気を取り入れるため、定期的に換気を実施する。（可能であれば、２つの方向の

窓を同時に開ける）

・ 利用者が集まりそうな場所を特定し、分散させるための工夫（案内役のスタッフ

の配置など）を行う。

（飛沫感染、接触感染の防止）

・ 施設職員に対しては、マスクの着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行を

図る。

・ 施設内の座席・器具など共有物は、定期的に消毒を実施する。

・ 利用者と対面する場合（入場料徴収、売店など）は、ビニールシートなどで仕切

を設置する。
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（業種別のガイドライン等の取組）

・ 上記の対応に加え、内閣官房のホームページで示されている業種別のガイドライ

ンを踏まえ、必要な感染防止対策を徹底する。

・ 感染防止対策の取組を可視化するため、「『新北海道スタイル』安心宣言」を掲示

する。

（施設利用者への協力依頼）

・ 入口に感染防止対策（新型コロナウイルス感染拡大防止通知等）を掲示する。

・ マスクをしていない利用者へのマスク（手作り可）を用意する。（可能な範囲で

対応）

・ 入口に消毒液を設置し、利用者に手指の消毒を要請する。

・ 非接触型体温計などにより、検温・体調管理を行う。

・ 大声での会話を行わないよう呼びかけを行う。（声援などは控える）

・ 業種別のガイドラインに基づき、次のいずれかの方法により利用者の氏名及び緊

急連絡先を把握し、利用者名簿を作成する。

（事前の場合）

・ ホームページにＱＲコードを掲載し、事前に登録する。

・ あるいは、ホームページに名簿用紙を掲載し、事前に作成の上、当日提示

をお願いする。

（当日の場合）

・ 事前に名簿登録等をされていない利用者には、入館時にＱＲコードによる

登録又は名簿用紙への記入をお願いする。

２ 施設利用者へお願いする事項

・ 発熱又は風邪の症状がある者や、体調不良の利用者の入場を制限する。

・ 症状がなくてもマスクを着用する。

・ 入場時に手指の消毒をする。

・ 咳エチケットや手洗いをする。

【参考資料】

・ 新型コロナウイルス感染症対策 内閣官房ホームページ

・ 「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」～「新しい生活様式」の実

践例（令和２年５月４日 新型コロナウイルス感染症対策専門家会議）

・ 緊急事態措置を実施すべき区域の変更等に伴う都道府県の対応について（令和２

年５月14日付け各都道府県宛事務連絡）
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道立施設の再開に向けた感染防止対策

以下の、徹底した感染防止対策が講じられている場合に限り、再開する。

〇 施設管理者が実施する事項 チェック欄
（３つの「密」の防止）
北海道ソーシャルディスタンシングの取組の実施（約2ｍ間隔の確保）

・入口、展示室等は、十分な間隔をとるため、立ち位置を表示

・座席等がある場合は、十分な間隔を空け（四方を空けた席配置等）対面しないよ
うに利用

・座席等を使用させないところは、ソーシャルディスタンスを表示

・公園等は、十分な間隔をとるための工夫

・施設内（室）において、約2mの間隔をとれる最大入場人員を把握（1人当たり4㎡）
し、この人数を超える場合は、入場制限を実施。（入場制限の可能性があることを
事前にホームページや掲示において周知する。）
なお、入場制限を実施した場合は、待ち時間が長時間にならず、かつ、間隔を空
けて順番待ちができるよう努める。 など

・定期的に外気を取り入れる換気の実施
（可能であれば、2つの方向の窓を同時に開ける）

・利用者が集まりそうな場所を特定し、分散させるための工夫（案内役のスタッフの
配置など）を講じる。

（飛沫感染、接触感染の防止）
・施設職員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行

・施設内の座席・器具など共有物の定期的な消毒

・利用者と対面する場合（入場料徴収、売店など）は、ビニールシートなどで仕切
を設置

（業種別のガイドライン等の取組み）
・業種別のガイドラインに沿った感染防止対策の徹底

・「新北海道スタイル」安心宣言の掲示

（施設利用者への協力依頼）
・入口に感染防止対策（新型コロナウイルス感染拡大防止通知等）の掲示

・マスクをしていない利用者へのマスク（手作り可）を用意（可能な範囲で対応）

・入口に消毒液の設置

・非接触型体温計などによる、検温・体調管理

・大声での会話を行わないよう呼びかけ（声援などは控える）

・業種別のガイドラインに基づき、利用者の氏名及び緊急連絡先を把握し、利用者
名簿を作成する。

〇 施設利用者へお願いする事項
・発熱または風邪の症状や、体調不良の利用者の入場を制限

・症状がなくてもマスクを着用

・入場時の手指の消毒

・咳エチケットや、手洗いの励行
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令和２年５月 20 日 

_Ci ty  o f  Sappo ro  

報道機関各社 様  

 

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた方々を対象

とした職員採用（第２弾）について  

 

札幌市では、新型コロナウイルス感染症の影響により企業等から内定取り

消しをされた方々を対象とした職員採用を実施したところですが、対象者や

募集人数を拡大し追加募集することといたしました。 

 

記  

 

１ 任用形態 

会計年度任用職員（事務員） 

２ 募集人数 

最大 90 名  

３ 任用期間 

令和２年６月 15 日以降令和３年３月 31 日までの期間で随時採用  

４ 応募資格 

以下の要件をいずれも満たす方  

⑴ 次のいずれかの方 

ア 新型コロナウイルス感染症の影響により企業等から内定を取り消さ

れた新卒者 

イ 新型コロナウイルス感染症の影響により職を失った又は収入が大き

く減少した勤労学生 

ウ 新型コロナウイルス感染症の影響により離職を余儀なくされた方 

⑵ 札幌市内に在住又は通学している方 

⑶ 地方公務員法第 16 条に規定される欠格条項のいずれにも該当しない方 

※ 新卒者には、令和２年３月時点において、卒業後３年以内の既卒者（平

成 29 年３月以降に卒業した方）を含みます 

５ 勤務条件  

勤務時間：週 30 時間（パートタイム） 

基 本 給：月額 117, 523 円（このほか、通勤手当等が支給されます） 

６ 募集期間 

令和２年５月 21 日から令和２年５月 29 日（消印有効） 

ただし、募集人数に満たない場合は９月 30 日まで募集期間を延長 

（募集期間を延長する際は札幌市ホームページにて周知する。） 

 

問い合わせ先 

担当：総務局職員部人事課 保木 

電話：（011）211 - 207 2  
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